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序    文 

 

 

 

独立行政法人国際協力機構は、ナイジェリア連邦共和国の「太陽光を活用したクリーンエネ

ルギー導入計画」にかかる協力準備調査を実施することを決定し、平成 21 年 12 月から平成 23

年 12 月まで、八千代エンジニヤリング株式会社の不二葦教治氏を総括とする調査団を組織しま

した。 

調査団は、ナイジェリアの政府関係者と協議を行うとともに、計画対象地域における現地踏

査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つこ

とを願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 
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要   約 



 

 

要 約 

 

① 国の概要 

ナイジェリア連邦共和国（以下「ナ」国と称す）は、国土面積 923,773平方キロメートル（日

本の 2.5 倍）、人口約 1 億 5,830 万人（2010 年、UNFPA）、国民一人当たり GNI が 1,190 米ドル

（2009年、世銀）であり、アフリカ最大の産油国、天然ガス埋蔵国、GDPがアフリカ第 2 位と

いう、アフリカ有数の大国である。地政学的には、ハウサ、ヨルバ、イボをはじめとした 250 以

上のエスニック・グループといくつかの宗教が複雑に絡み合っているため、6 つの地政学的ゾ

ーンのバランスに配慮した行政が行われている。原油生産に関しては、約 213 万バレル/日を

誇る OPEC第 7 位（2009年）の産油国であり、2009年には総歳入の 71％、総輸出額の 88%を石

油関連（ガスを含む）が占めており、「ナ」国の経済は原油生産に大きく依存している。 

近年、「ナ」の経済成長率は 6%台で推移してきたが、2009 年には世界的な金融危機・景気後

退の影響と、OPECによる生産割当量の減少等により、経済成長率は 2.9%に低下する見込みであ

り、貿易収支に関しては、輸出の 98%程度を占める石油関連製品の輸出額が総輸入額を上回っ

ており、常に貿易黒字で推移している。 

 
② プロジェクトの背景、経緯及び概要 

「ナ」国は、OPEC第 7位の産油国であり、世界第 9 位の天然ガス埋蔵量を有するなど、エネ

ルギー資源大国であるが、このような化石燃料に依存するエネルギー供給には限りがあり、ま

た気候変動の影響によりニジェール川水系の流量が減少し、ナイジェリアの主要電源である水

力発電所の発電量が減少するなど、持続可能なエネルギー供給、エネルギー安全保障の実現が

困難となる中、従来の化石燃料を中心としたエネルギー政策の転換が求められた。このような

背景から、2003年に策定された「国家エネルギー計画」では、再生可能エネルギーを持続可能

なエネルギー供給の一つの柱と位置付け、2005年に「再生可能エネルギーマスタープラン」を

策定し、太陽光、風力、小水力、バイオマス等の再生可能エネルギーの導入が進められている。

「再生可能エネルギーマスタープラン」では、再生可能エネルギーの導入目標が定められてお

り、電力供給のうち、2007 年に 0.8％、2015 年に 5％、2025 年には 10%が再生可能エネルギー

によって賄われることを目指している。しかしながら①再生可能エネルギー市場を拡大させる

ための政策、規制、制度的枠組みが存在しない。②初期導入コストが高く資金調達が難しい。

③製品の品質や技術基準に関する規制がない、等の障害の為、再生可能エネルギーの導入は思

うように進んでいない。 

我が国は、温室効果ガス排出削減と経済成長を両立させ、気候の安定化に貢献しようとする

開発途上国に対する支援策として、「クールアース・パートナーシップ」、「鳩山イニシアティブ」

といった資金援助の枠組みを設けているが、こうした我が国の政策を受けて JICAでは、再生可

能エネルギーを含むクリーンエネルギーに係る日本の先進的な技術を積極的に活用することが

方針として定められ、中でも我が国として極めて優位性の高い太陽光発電技術の国際協力事業



 

 

への活用が求められることとなった。 

以上の背景から、外務省によりクールアース・パートナー国を対象として太陽光発電等を活

用した環境プログラム無償のニーズ調査が実施された。その結果、要請のあった「ナ」国を対

象に、太陽光を活用したクリーンエネルギー導入に係る協力準備調査が実施されることとなっ

た。 

「ナ」国から要請されたプロジェクトの概要は、カツィナ州立ウマル・ムサ・ヤラドゥア大

学（Umaru Musa Yar’adua University:UMYU）を対象とした、出力 1MWp の系統連系型太陽光発

電システムの調達及び据付である。 

 

③ 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

JICAは協力準備調査団を 2011年 6月 12日～7月 6日に「ナ」国に派遣し、「ナ」国関係者（主

管官庁：電力省、実施機関：UMYU）と要請内容の再確認、実施内容の協議を行うとともに、プ

ロジェクトサイト調査及び関連資料の収集を実施した。 

帰国後、調査団は現地調査資料に基づき、プロジェクトの必要性、社会・経済効果、妥当性

について検討し、その結果を協力準備調査報告書（案）に取りまとめた。JICAは 2011 年 12月

11日から 12月 18日まで協力準備調査報告書（案）説明調査団を「ナ」国に派遣し、同報告書

（案）の説明及び協議を行い、「ナ」国関係者との間で基本合意を得た。 

調査の結果策定した協力対象事業は、カツィナ州立ウマル・ムサ・ヤラドゥア大学（Umaru Musa 

Yar’adua University: UMYU）へ太陽光発電設備（出力 850 kWp）と関連する変圧器、11kV遮断

器、415 V遮断器、11kV/ 415 V配電線等の資機材の調達・据付を行うものである。同太陽光発

電設備は、「ナ」国で最大の規模となり、同国では事例のない系統連系型の設備であることから、

竣工後の運転・維持管理が問題なく行えるよう、十分に配慮した設計とした。また、本計画が

今後の「ナ」国における系統連系型太陽光発電設備の普及促進に資するよう、ソフトコンポー

ネントを活用して運転・維持管理や系統連系に係る技術移転を行うこととした。 

基本計画の概要 

資 
機 
材 
調 
達 
と 
据 
付 
工 
事 
計 
画 

下記太陽光発電資機材の調達及び据付 数量 

太陽光発電モジュール及び設置架台 1 式 

接続箱（メーカーにより数量は異なる） 1 式 

集電箱（メーカーにより数量は異なる） 1 式 

パワーコンディショナー及びコンビネーションオペレーティングパネル 1 式 

連系用変圧器 1 台 

11kVスイッチギア及び 11kV 受電盤用不足電圧保護継電器 1 式 

33kV取引用計器パネル 1 面 

33kVライン保護用地絡過電圧保護継電器 1 台 

表示装置及び計装装置 1 式 

配線材料、接地工事材料、埋設防護管、その他 1 式 

資機材 
調 達 
計 画 

太陽光発電設備用交換部品、保守道工具及び試験器具、安全保護具 1 式 



 

 

④ プロジェクトの工期及び概略事業費 

本計画を我が国の無償資金協力で実施する場合、概略事業費は約 9.82 億円（我が国負担経

費：約 9.80億円、「ナ」国側負担経費：約 2.4百万円）と見積もられる。このうち、「ナ」国側

が負担する主な事項は、PV パネル設置場所の草木の伐採工事（約 1.4 百万円）、資金移動に係

る日本の銀行への手数料支払い（約 1.0 百万円）である。本計画の工期は実施設計を含め、約

19.5ヶ月である。 

 

⑤ プロジェクトの評価 

以下に示すとおり、本計画は「ナ」国の開発計画やエネルギー政策の実現に資すると共に、

一般国民に裨益するものであることから、協力対象事業の妥当性は高いと判断される。 

 

[妥当性] 

● 裨益人口 

本計画の実施により、UMYUの教職員（約 690人）及び学生（約 4,300人）が太陽光発電に

よる電力供給を享受することとなる。なお、太陽光発電による地球温暖化ガスの排出削減に

ついては、「ナ」国の全国民が裨益対象となる。 

● 公共福祉施設の安定した運営への貢献 

大学という公共福祉施設への電力供給に資するとともに、UMYU内に設立される再生可能エ

ネルギー研究センターが、本計画で設置される太陽光発電設備を活用したデータ収集、研究、

研究成果の公表を行うことにより、再生可能エネルギーの啓蒙普及に貢献するものである。 

● 運営・維持管理能力 

本計画で調達する資機材の仕様は、「ナ」国の保有する技術力で十分に運用・維持管理が

可能であり、本計画実施上、特に問題は発生しないと判断される。 

● 「ナ」国の開発計画に資するプロジェクト 

「ナ」国政府が進めている国家エネルギー政策、再生可能エネルギー計画の実現に資する

プロジェクトである。 

● 我が国の無償資金協力スキーム 

我が国の無償資金協力スキームがプロジェクトの実施に支障となることはなく、また、本

計画は無償資金協力スキームの枠内で無理のない事業内容と工程計画を策定しており、特段

の困難なく実施可能である。 

● 日本の技術を用いる必要性・優位性 

再生可能エネルギーを含むクリーンエネルギーに係る日本の先進的な技術、中でも我が国

として極めて優位性の高い太陽光発電技術を活用することができる。 

 



 

 

[有効性] 

本計画の実施により、目標年次に於ける期待される定量的効果は、以下のとおりである。 

 

指標名 基準値（2011 年） 目標値（2016 年） 

太陽光発電設備による送電端

発電電力量（MWh/年）* 
0 561 

CO2 削減量（t/年）* 0 232 

* :本計画によるもの 

定性的効果としては、太陽光発電の啓蒙効果、及び系統連系型の大型太陽光発電設備の技術

的な知見が蓄積され、将来の普及促進に繋がること等が期待される。 

以上のように、本計画を実施することで多大な効果が期待されると同時に、本計画が「ナ」

国のエネルギー政策の実現に寄与するものであることから、協力対象事業の一部に対して、我

が国の無償資金協力を実施することの妥当性が確認される。さらに本計画の実施および実施後

の運営・維持管理についても、「ナ」国側の体制は人員・予算計画とも十分で問題はないと考え

られる。 
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対象サイトの現状（1/2） 

  
カツィナ市内。太陽光パネルによる街灯が設置

されている。 

ウマル・ムサ・ヤラドゥア大学正門。本案件

のプロジェクトサイトである。 

  
大学正門より伸びる構内のメイン道路。同道路

左側に太陽光パネルを設置し、学生・来客に対

する広報効果が期待できる。 

太陽光パネル設置予定地（16,500 ㎡）。奥に

見える道路が上記正門より伸びるメイン道

路である。 

  
大学用 33kV 配電線の引込柱と電気室。 

 

 

33kV/11kV 変圧器（5MVA）。現在 33kV で引

き込まれている配電線の降圧変圧器として

利用されている。 

 



 

 

対象サイトの現状（2/2） 

  
電気室内の 11kV 配電盤。既設の 11kV 配電

盤の右端に新しい配電盤を設置し、太陽光発

電系統と接続する。 

2011 年 11 月末に完成した再生可能エネルギ

ー研究センター。大学における再生可能エネ

ルギー研究の拠点となる。 

  
管理棟エントランスホール。向かって右側壁

面に発電量を示すディスプレイを設置する

予定である。 

管理棟裏に設置されている太陽光パネル。脇

にあるパラボナアンテナの電源として利用。 

  
大学内に設置されている太陽光パネルによ

る外路灯。至る所に太陽光を利用した器具が

散見される。 

物理学クラスの授業風景。 
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第1章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

ナイジェリア連邦共和国（以下「ナ」国と称す）は、OPEC 第 7 位の産油国であり、世界第 9

位の天然ガス埋蔵量を有するなど、エネルギー資源大国である。しかしながら、このような化

石燃料に依存するエネルギー供給には限りがあり、また気候変動の影響によりニジェール川水

系の流量が減少し、ナイジェリアの主要電源である水力発電所の発電量が減少するなど、持続

可能なエネルギー供給、エネルギー安全保障の実現が困難となる中、従来の化石燃料を中心と

したエネルギー政策の転換が求められた。このような背景から、2003年に策定された「国家エ

ネルギー計画」では、再生可能エネルギーを持続可能なエネルギー供給の一つの柱と位置付け、

2005年に「再生可能エネルギーマスタープラン」を策定し、太陽光、風力、小水力、バイオマ

ス等の再生可能エネルギーの導入が進められている。 

「再生可能エネルギーマスタープラン」では、再生可能エネルギーの導入目標が定められて

おり、電力供給のうち、2007 年に 0.8％、2015 年に 5％、2025 年には 10%が再生可能エネルギ

ーによって賄われることを目指している。しかしながら以下の点が障害となり、再生可能エネ

ルギーの導入は思うように進んでいない。 

① 再生可能エネルギー市場を急速に拡大させるための政策、規制、制度的枠組みが存在し

ない。 

② 他のエネルギーと比較して初期導入コストが高く、資金調達が難しい。 

③ 再生可能エネルギーに係る製品の品質や技術基準に関する規制がない。 

④ 啓蒙普及活動が十分でない。 

⑤ 再生可能エネルギーに係る人材や製造能力が不足している。 

 

1-1-2 開発計画 

(1) 国家経済強化開発戦略（NEEDS） 

2004年 5月に「ナ」国政府は、他の途上国の貧困削減戦略書（PRSP）に相当する「国家経

済強化開発戦略」（NEEDS：National Economic Empowerment and Development Strategy）を

策定した。NEEDS は 2004 年から 2007 年までの 4 年間を対象とし、① 富の創出、② 雇用創

出、③ 貧困削減、④ 価値の新たな方向付け、という四つの政策目標とその達成手法を示し

たものである。NEEDS において電力は、民間セクター主導の経済成長・発展に不可欠なイン

フラと位置付けられており、電力・エネルギーセクターについては以下の目標が掲げられて

いる。 
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 電力セクター改革プログラムを推進する 

 2007年までに発電容量の増強を図る（4,200MW→10,000MW） 

 送電線容量の増強を図る（5,838MVA→9,340MVA） 

 配電線容量の増強を図る（8,425MVA→15,165MVA） 

 送配電損失を低減する（45%→15%） 

 エネルギー供給における再生可能エネルギーの割合を増加させる 

 電気料金の徴収率を高める（70%→95%） 

 民間企業参入を進めるため電力セクターの規制緩和を推進する 

現在、NEEDSに続く 4 年間を対象とする NEEDS-2（2008年～2011年）の策定が進められて

いるところであり、NEEDSにおける実績を踏まえた新たな政策目標が設定される予定である。 

(2) ビジョン 20：2020 

「ナ」国の長期的な経済成長・開発戦略としては、2009年から 2020年を対象とした Nigeria 

Vision 20：2020（NV20：2020）があり、2009年 10月にドラフト版が完成している。NV20:2020

は、原油生産に依存する経済構造からの脱却と、民間セクター主導による持続可能な経済成

長を基本方針に掲げ、2020 年までに世界第 20 位の経済大国となることを目標としている。

電力セクターに関しては、NV20:2020 に示した経済成長ビジョンの達成に必要な電力需要を

満たすため、2009年末までに 6,000 MW、2015年末までに 20,000 MW、2020年末までに 35,000 

MWの発電設備容量を確保することをセクター全体の目標として掲げている。また、エネルギ

ー安全保障の観点から、風力、太陽光、水力、バイオマスといった再生可能エネルギーを発

電に利用することが、主要課題の一つとして挙げられている。 

(3) 国家エネルギー政策（NEP） 

「ナ」国では、2003年 4月に策定された国家エネルギー政策（NEP：National Energy Policy）

が現状で最新のエネルギー政策である。NEP では、エネルギーは国家の開発目標達成のため

に不可欠なものであり、国家が直面するエネルギー問題を解決することが政府の重要な役割

であるとの認識のもと、エネルギー安全保障と効率的なエネルギー供給を達成するため、多

様なエネルギー源の開発を推進すること、適正価格で安定かつ持続可能なエネルギー供給を

環境に優しい方法で行うこと、等を政策目標として掲げている。 

再生可能エネルギーに関しては、太陽光、バイオマス、風力について、短期（1～2年）及

び中期（5年）の実施計画が以下の通り定められている。 

［短期］ 

① パイロットプロジェクトの実施やワークショップ、啓蒙キャンペーンの開催により、太

陽光、バイオマス、風力といった再生可能エネルギーの適用、市場への浸透を図る。 

② 太陽光、バイオマス、風力といった再生可能エネルギーについて、経済的なインセンテ

ィブを導入する。 

③ 地方部における太陽光、バイオマス、風力といった再生可能エネルギーの導入促進と継
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続に関して、規定やガイドラインを設定する。 

④ 太陽光、バイオマス、風力といった再生可能エネルギーに関して、機器の製造、運転・

維持管理に係る訓練を計画、実施する。 

⑤ 太陽光、バイオマス、風力といった再生可能エネルギーに関して、機器の開発者、製造

者、供給業者に対する経済的なインセンティブを導入する。 

［中期］ 

① パイロットプロジェクトの実施とモニタリングの継続、並びにその他の短期実施計画

の項目を継続する。 

⑥ 国内のバイオマスエネルギー機器製造者の支援のため、パイロットプロジェクトを実施

する。 

⑦ 太陽光パネル及びセル、風車発電機、バイオガス発生装置等の製作工場の設立を支援す

る。 

(4) 再生可能エネルギーマスタープラン 

NEEDS、NEP、ミレニアム開発目標（MDGs：Millennium Development Goals）といった国家

の開発計画、目標の達成に資するため、再生可能エネルギー導入の目標と実施計画を定めた

「再生可能エネルギーマスタープラン」（REMP：Renewable Energy Master Plan）が 2005 年

11 月に策定された。REMP では、表 1-1-2.1 に示す通り再生可能エネルギーの種類別に導入

目標が定められている。また、エネルギー源別に具体的な導入形態、導入量、プロジェクト

数の目標が定められている。太陽光に関する導入計画の内訳を表 1-1-2.2に示す。 

表 1-1-2.1 REMP における再生可能エネルギー導入目標 

［単位：MW］ 

エネルギー源 2007 年 2015 年 2025 年 

風力 1 20 40 

太陽光発電 5 75 500 

太陽熱利用 - 1 5 

小水力 50 600 2,000 

バイオマス - 50 400 

再生可能エネルギー合計 56 746 2,945 

最大電力予測（高成長ケース） 7,000 14,000 29,000 

電力需要に占める再生可能エネルギーの割合 0.8 % 5% 10% 

[出所] Energy Commission of Nigeria (2005.11) ”Renewable Energy Master Plan” 
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表 1-1-2.2 REMP における太陽光導入計画の内訳 

 2007 年 2015 年 2025 年 

単位容量 目標数 単位容量 目標数 単位容量 目標数 

家庭用太陽光（SHS） 50W 40,000 50W 400,000 50W 4,000,000 

太陽光給水ポンプ 400W 2,500 400W 37,500 400W 250,000 

コミュニティー用太陽光 10kW 100 10kW 1,500 10kW 10,000 

街灯、信号 100W 10,000 100W 100,000 100W 500,000 

大規模太陽光発電 － － 500kW 30 1MW 50 

合計(単位容量×目標数) 5 MW 75 MW 500 MW 

[出所] Energy Commission of Nigeria (2005.11) “Renewable Energy Master Plan” 

[注] 1 kW＝1,000W、1,000kW＝1MW 

 

1-1-3 社会経済状況 

「ナ」国は、国土面積 923,773 平方キロメートル（日本の 2.5倍）、人口約 1億 5,830万人（2010

年、UNFPA）、国民一人当たり GNIが 1,190米ドル（2009年、世銀）であり、アフリカ最大の産

油国、天然ガス埋蔵国、GDP がアフリカ第 2 位という、アフリカ有数の大国である。地政学的

には、ハウサ、ヨルバ、イボをはじめとした 250 以上のエスニック・グループといくつかの宗

教が複雑に絡み合っているため、6 つの地政学的ゾーンのバランスに配慮した行政が行われて

いる。原油生産に関しては、約 213 万バレル/日を誇る OPEC 第 7 位（2009 年）の産油国であ

り、2009年には総歳入の 71％、総輸出額の 88%を石油関連（ガスを含む）が占めており、「ナ」

国の経済は原油生産に大きく依存している。 

表 1-1-3.1 に「ナ」国の主な経済指標を示す。近年、「ナ」国の経済成長率は 6%台で推移し

てきたが、2009年には世界的な金融危機・景気後退の影響と、OPECによる生産割当量の減少等

により、経済成長率は 2.9%に低下する見込みである。 

財政収支についても、世界的な景気動向と原油価格、生産量に影響され、2009年には 2兆 2,610

億ナイラ（約 1兆 3,792億円）の財政赤字となる見込みである。この財政赤字額は、2009年の

GDP の 9%に相当するものである。過去の軍事政権時代には、不適切な財政運営により慢性的な

財政赤字と巨額の累積債務に陥ったが、2005 年 10 月のパリクラブ合意により、主要先進国か

ら多額の債務免除を取りつけ、それ以降は財政、対外債務の状況は改善されている。 

貿易収支に関しては、輸出の 98%程度を占める石油関連製品の輸出額が総輸入額を上回って

おり、常に貿易黒字で推移している。 
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表 1-1-3.1 「ナ」国の主な経済指標 

 

 

1-2 無償資金協力要請の背景・経緯及び概要 

2008年 1月、福田総理大臣（当時）はダボス会議で発表した「クールアース推進構想」の中

で、温室効果ガス排出削減と経済成長を両立させ、気候の安定化に貢献しようとする開発途上

国に対する支援として、5 年間で、累計 1 兆 2,500 億円程度（おおむね 100 億ドル程度）の新

たな資金を活用した「クールアース・パートナーシップ」を開発途上国との間で構築する旨表

明した。クールアース・パートナーシップにおいては、気候変動に脆弱な途上国（アフリカ、

島嶼国など）が地球温暖化に『適応』するための支援（適応策支援）、近代的なエネルギー・サ

ービスを享受できない途上国（アフリカなど）がクリーンエネルギーを活用しながら経済発展

をするための支援（クリーンエネルギーアクセス支援）、温室効果ガスの排出低減により気候変

動を『緩和』するための支援（緩和策支援）を途上国に対して行うこととしている。この取り

組みの一環として、2008年度に「環境プログラム無償資金協力事業」が導入された。 

その後誕生した鳩山政権においては、2009 年 9 月 22 日に開催された「国連気候変動首脳会

予測
2006年 2007年 2008年 2009年

経済成長 実質GDP成長率 (％) 6.0% 6.4% 6.0% 2.9%

歳入 6,336 5,926 8,063 5,598

石油関連歳入 5,445 4,564 6,535 3,761
非石油関連歳入 891 1,362 1,529 1,837

輸出・消費税 178 241 281 300
法人税 245 327 417 524
付加価値税 227 302 405 499
その他（教育、関税） 60 92 129 141
連邦政府独立収入 33 243 115 175
地方政府独立収入 148 158 182 199

歳出 5,033 6,149 7,159 7,859

連邦政府 1,669 2,343 2,625 2,992
予算外支出 212 367 265 345
地方政府 2,362 2,582 3,529 3,004
インフラ関連支出 194 205 0 245
燃料補助金 4 49 119 146
その他 592 603 622 1,128

財政収支 1,303 -223 904 -2,261 

輸出 57.4 66.6 84.1 51.0

石油/ガス 56.4 65.0 82.0 49.4
その他 1.0 1.6 2.1 1.6

輸入 22.6 30.4 36.9 32.0

石油/ガス 5.1 5.6 8.2 4.6
その他 17.6 24.8 28.7 27.4

貿易収支 34.8 36.2 47.2 19.0

原油生産(百万バレル/日) 2.36 2.21 2.09 2.06

ﾅｲｼﾞｪﾘｱ原油価格(USD/ﾊﾞﾚﾙ) 64.3 71.1 97.0 61.5

[出所] International Monetary Fund (2009.7) "Article IV Staff Report"

[備考]　1*：単位は109ナイラ　（1ナイラ＝0.61JPY）　　2*：単位は106USD　（1USD＝90.87JPY）

石油関連

実績

財政収支1*

貿易収支
2*

指標分類 内　　訳
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合」において鳩山総理大臣が演説を行い、「2020年までに 1990年比で 25％の削減を目指す」と

いう我が国の温室効果ガス削減目標を示すとともに、地球温暖化に対する途上国支援の四原則

（鳩山イニシアティブ）を提案、これまでと同等以上に資金的、技術的な支援を行う用意があ

る旨表明した。これを受けて日本政府は、国連演説での鳩山総理の提案を具体化した「鳩山イ

ニシアティブ」を 2009 年 12 月に公表、従前のクールアース・パートナーシップを再編した新

たな資金援助の枠組みを構築し、2012年末までの 3年間で官民合わせて約 1兆 7,500億円（概

ね 150億ドル）規模の支援を実施することを約束した。 

上述の我が国の政策を受けて JICAでは、再生可能エネルギーを含むクリーンエネルギーに係

る日本の先進的な技術を積極的に活用することが方針として定められ、中でも我が国として極

めて優位性の高い太陽光発電技術の国際協力事業への活用が求められることとなった。 

以上の背景から、外務省によりクールアース・パートナー国を対象として太陽光発電等を活

用した環境プログラム無償のニーズ調査が実施された。その結果、要請のあった「ナ」国を対

象に、太陽光を活用したクリーンエネルギー導入に係る協力準備調査が実施されることとなっ

た。 

「ナ」国から要請されたプロジェクトの概要は、カツィナ州立ウマル・ムサ・ヤラドゥア大

学（Umaru Musa Yar’adua University:UMYU）を対象とした、出力 1MWpの系統連系型太陽光発

電システムの調達及び据付である。 

その後、2011年 6月に実施された第 4次現地調査において、大学の電力負荷、太陽光パネル

設置面積、プロジェクトの予算規模等を考慮して「ナ」国側と協議した結果、太陽光発電の出

力は 500kWpを基として計画を進める事となった。その後、概算事業費の積算を行った結果、同

じ予算規模にて出力 850kWp 程度まで発電容量を増やすことが可能となった。 

 

1-3 我が国の援助動向 

我が国は、アフリカ有数の大国である「ナ」国における民主化及び経済改革の進展がアフリ

カ、特に西アフリカ地域の安定と成長に大きく寄与すること、及び「ナ」国が NEPAD (New 

Partnership for African Development) や AU (African Union) を牽引するなど、アフリカ開

発において主導的役割を果たしていることから、「ナ」国との関係を重視している。また、1990 

年代に経済成長が著しく後退したことに伴って深刻化した貧困問題に対処するために NEEDS を

策定し、これに沿った取組を行っている「ナ」国の自助努力に対し、基礎生活改善や地方活性

化を念頭に置いて住民に直接裨益する支援を実施することは、ODA 大綱の重点分野の一つであ

る「貧困削減」の観点からも意義は大きいと考えられる。 

1999 年 5 月のオバサンジョ政権への民政移管に伴い、我が国は対ナイジェリア経済協力を

再開した。政策協議を経て両国は、（A）農業・農村開発（（イ）保健医療、（ロ）基礎教育、（ハ）

農業）及び（B）地方インフラ整備（（ニ）水供給、（ホ）地方電化）を経済協力の重点分野とし

た上で、分野横断的視点として（ヘ）ジェンダーを重視していくことで合意している。 
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上述の方針を受けて、我が国は 2000～2002 年度にかけて、「ナ」国北部 4 州において無償資

金協力による地方電化計画を支援し、2005 年 6 月～2007 年 3 月には、「太陽エネルギー利用」

に関する開発調査を実施、更に 2006 年～2008 年度には東部 2 州における無償資金協力による

地方電化計画を支援している。 

 

1-3-1 無償資金協力 

過去に「ナ」国電力セクターに対して供与された無償資金協力は、3 期分け 2 回合計 6 年間で、

以下に示すとおりである。 

表 1-3-1.1 「ナ」国電力セクター無償資金協力案件リスト 

 

交換公文(E/N) 
締結日 

案件名 電化対象地域及び主要都市 
E/N供与限度額 
（百万円） 

2000年11月21日 地方電化計画（1/3 期） 
ナサラワ州アウエ郡アウエ町、ケアナ

郡ケアナ町 
1,200 

2001年8月7日 地方電化計画（2/3 期） 
ﾊﾞｳﾁ州ﾎﾞｺﾞﾛ郡ﾎﾞｺﾞﾛ町、ｺﾞﾝﾍﾞ州ｱｯｺ

郡ｶｯｼﾝｷﾞ町 
653 

2002年7月11日 地方電化計画（3/3 期） ﾎﾞﾙﾉ州ﾓﾊﾞｰﾙ郡ﾀﾞﾏｻｸ町 1,628 

2006年6月22日 地方電化計画（1/3 期） ｸﾛｽ･ﾘﾊﾞｰ州ﾗﾝﾁｺﾐｭﾆﾃｨｰ地区、 932 

2007年8月16日 地方電化計画（2/3 期） ｸﾛｽ･ﾘﾊﾞｰ州ｴﾌﾞﾙﾄｳｺﾐｭﾆﾃｨ地区 899 

2008年7月11日 地方電化計画（3/3 期） ｱｸﾜ･ｲﾎﾞﾑ州ｲﾍﾞﾄﾞｳ･ｲﾋﾞｱｲｺｯﾄ･ｸﾗﾝ地区 574 

上記援助による効果としては、工事完了後 1 年後に未電化地区の電化対象の一つであるナサ

ラワ州ケアナ町の現地踏査において、電化後約 1～2年間で各地区の一般住宅約 11～27%が電化

されており、また PHCN (Power Holding Company of Nigeria) は需要家からの接続申し込みを

随時受け付けていることが確認され、この傾向が継続されれば数年後に電化率は 100%近くに到

達するものと予測されている。また、同地区の電気利用に対するニーズが最も高い公共施設の

中でも、合同庁舎、警察署、モスク、教会、病院・診療所での、照明、天井扇、エアコンが有

効に利用されるようになり、同施設の事務作業や活動の能率が向上した。また、電柱に公衆街

路灯が設置され、夜間の治安向上ならびに露天商の商売に役立っている。 

また、2006年以降の援助については、工事完成後、対象地域の重要町村の村落電化率がクロ

ス・リバー州では約 35％から約 90％に、アクワ・イボム州では約 20％から約 31％へ向上し、

我が国の援助効果は高いとの評価を得ている。 

 

1-3-2 技術協力 

「ナ」国政府は、送配電線の延長による地方電化が困難となる遠隔農村地域を対象として、

再生可能エネルギーを利用した、独立電源の普及によるエネルギー供給計画を検討している。
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特に太陽エネルギー（熱利用を含む）については、電力省(FMP: Federal Ministry of Power)

だけでなく、科学技術省（FMST: Federal Ministry of Science and Technology）とエネルギ

ー委員会（ECN: Energy Commission of Nigeria）も取組みを進めており、ソコト州、エヌグ州

にある連邦研究施設で太陽エネルギー利用に関する技術開発、啓蒙普及活動を実施している。 

こうした取組みを一層推進するため、「ナ」国政府は 2004年 2月に我が国に対し開発調査「太

陽エネルギー利用マスタープラン調査」の実施を要請した。同調査は 2005 年 6 月から 2007 年

3 月まで実施され、太陽エネルギー利用にかかるマスタープラン、研究開発アクションプラン

並びに啓蒙普及活動アクションプラン等が策定された。更に、FMP、FMST、ECN、州政府等、今

後太陽エネルギー利用を推進する組織のキャパシティ・ディベロップメントを実施し、併せて

2回 16人のカウンターパート研修が日本国内にて実施された。なお、同調査は「ナ」国全域を

対象としているが、プレフィージビリティースタディについてはジガワ州、オンド州、イモ州

及び首都圏（アブジャ）で実施し、実機を導入するパイロットプロジェクトについてはジガワ

州、オンド州及びイモ州にて実施した。 

 

1-4 他ドナーの援助動向 

他ドナーによるエネルギーセクターへの援助の内、最も大きなものは、世界銀行により 2005

年に開始された National Energy Development Project (予算総額 1.72 億 US$)であり、「ナ」

国電力セクターの送変電、配電部門、並びに電力セクター改革を幅広く支援している。同プロ

ジェクトは以下の 5つのコンポーネントから構成されている。 

 コンポーネント 1：送電システム開発 (125.7 百万 US$) 

 コンポーネント 2：配電効率改善 (33.2 百万 US$) 

 コンポーネント 3：電化の推進と配電系統強化、再生可能エネルギー(10.0百万 US$ ) 

 コンポーネント 4：プロジェクト管理部門への技術協力 (8.2百万 US$) 

 コンポーネント 5：電力セクター改革 (3.9百万 US$) 

コンポーネント 2 は、配電ロスの低減と配電事業の効率化を目的とした設備の改修、技術協

力が行われる予定である。配電ロスの低減（盗電を含む）については、長距離に亘って敷設さ

れている低圧配電線（415/240V）の高圧配電線（33/11kV）への昇圧、並びに配電用変圧器の需

要地近傍への設置に必要な資機材の調達と据付、配電事業の効率化については電力量計の更新

（最新型機器への更新、遠隔検針化等）、配電事業のアウトソーシング等がコンポーネントに含

まれている。 

コンポーネント 3 では、現在進行中である電力セクター改革の状況を踏まえた地方電化事業

のモデルが、地方電化のパイロットプロジェクトにより検証される予定である。パイロットプ

ロジェクトは、(a)送電制約の解消により、配電線の延伸が可能となる地域、(b)小規模系統、

独立系統（再生可能エネルギーを含む）による電化が必要な地域、の 2種類が想定されており、

クロス・リバー州、オグン州、エヌグ州の 3州で 6～7 件のパイロットプロジェクトが実施され

る計画である。パイロットプロジェクトでは、地方電化への民間の参入を視野に入れた新たな

ビジネスモデルが試行され、世界銀行の資金援助、技術支援によりコミュニティーと州政府が
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共同出資によりパイロットプロジェクトを立ち上げることとなっている。 

コンポーネント 5 では、現在実施中の民営化支援プロジェクト（Privatization Support 

Project(2001-2006年)）に加えて、PHCNの構造改革、電力規制委員会（Nigerian Electricity 

Regulatory commission：NERC）の運営、キャパシティービルディング、電力取引市場に係る規

則の制定、配電事業民営化のための官－民参加モデルの検討に係る助言などが実施される予定

である。 

他ドナーによる再生可能エネルギープロジェクト支援としては、USAID とジガワ州政府の資

金援助を受け、Solar Electric Light Fund（SELF、ワシントンに拠点を置く NGO）と Jigawa 

Alternative Energy Fund（JAEF、2001年にジガワ州政府によって設立されたローカル NGO）が

共同で PV（PV: Photovoltaic）地方電化事業を実施している。ジガワ州内の 5 村落に SHS、PV

井戸ポンプ、PV街路灯、PV 冷蔵庫等を設置した他、インターネット、ヤシ油抽出機や電動ミシ

ンが利用できる商業施設、移動式灌漑ポンプなどを実験的に導入している。 

更に、UNDPでは再生可能エネルギーマスタープラン「Renewable Energy Master Plan」を実

証するための、パイロットプロジェクトを 2006 年 9 月より実施している。本計画では、PV 利

用によるミニグリッドシステムの運用を、全国 6ヶ村（各 Geo-Political Zoneで 1 村）にて検

証するため、インド、バングラデシュ等で豊富な実績を持つ「エネルギー資源研究所（The Energy 

and Resources Institute: TERI）」と技術提携し、インドとの南南協力により資機材調達、技

術協力を進めていることが特徴である。UNDPによると、飲料水用の井戸や、貧困層住民の収入

改善につながる農業・商業活動への適用を促すため、独立型の SHS（Solar Home System）では

なく、ミニグリッドシステムの持続可能性を重点的に検証することが必要とされている。 

表 1-4.1 他ドナー国・国際機関による援助実績（エネルギー・電力分野） 

（単位：1,000 USドル） 

実施年度 
機関名／ 

ドナー国名 
案件名 金額 援助形態 概要 

2001～

2004年 
USAID 

ジガワ州村

落電化計画 
1,040 

無償資金

協力 

ジガワ州の 5 村落を対象に、SHS、

街路灯、井戸ポンプ、公共施設、商

業施設などを導入。 

2001年

～ 
UNICEF 

太陽光利用

地方衛生管

理計画 

- 
無償資金

協力 

2001 年にソコト州で PV 冷蔵庫を導

入した他、プラトー州で井戸ポンプ

を導入している。 

2006～

2007年 
UNDP 

村落太陽光

ミニグリッ

ド電化計画 

- 
無償資金

協力 

全国 6ヶ村を対象にミニグリッドシ

ステムの導入。最大 1000 住宅、井

戸ポンプ、公共施設への電力供給。 
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第2章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

本計画の責任機関である電力省（FMP：Federal Ministry of Power）は、「ナ」国の電力政策の

立案と実施、電力事業の監督を行う連邦政府の機関であり、主な役割は以下の通りである。 

 
 電力セクター開発全般に係る政策・プログラムの起案及び策定 

 電力インフラの管理 

 出力 1MW以下の発電機、及び電気工事業者に対するライセンスの発行 

 電力事業の安全確保を目的とした、電気事故、感電に係る調査 

 電柱等の送配電設備に対する使用前法定検査の実施 

 再生可能エネルギープログラム/普及促進の実施（太陽光、風力、バイオマス、小

水力等） 

 電力セクターの事業活動に関する調整 

 電力セクターの調査・研究に係る政策事項の処理 

 PPP（Public Private Partnership）による発電所建設の推進 

 電力セクターに係る二国間、多国間協力への参加 

 電力省の監督下にある政府機関、準国営機関に対する全体的な調整 

図 2-1-1.1に電力省の組織を示す。電力省の中の電力局が、本計画の担当部署となる。 

 

［出所］電力省 

図 2-1-1.1 電力省の組織 

本計画の実施機関となるウマル・ムサ・ヤラドゥア大学（UMYU）は、2007年に開校したカツ

ィナ州立の総合大学であり、教育学部、人文科学部、自然・応用科学部を有しており、今後、

農学部、工学部、法学部、医学部、薬学部、経営・社会科学部を増設する計画である。2011年

6 月時点で学生数は約 4,300 人、教員数 317 人、職員数（教員以外）370 人である。UMYU の組

織を図 2-1-1.2に示す。 
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［出所］UMYU 

図 2-1-1.2 UMYU の組織 

UMYUでは、再生可能エネルギー研究センター（CeRER： Centre for Renewable Energy Research）

を設立、今後 9ヶ月の準備期間を経て正式に発足させる見込みである。現在の構想では、CeRER

には (1) 太陽光・燃料電池研究部、(2) バイオ燃料研究部、(3) 風力・小水力研究部、(4) 省

エネルギー研究部、の四つの研究部門を設ける計画である。同センターの研究棟は「ナ」国の

石油基金の支援を受けて建設中であり、今後 2～3ヶ月で完成する予定である。 

本計画の竣工後、再生可能エネルギー研究センターが主体となり、大学全体の設備・施設の

維持管理を担う「設備計画・維持管理部門（DPPD：Department of Physical Planning and 

Development）」の協力を得て、太陽光発電設備の運転･維持管理を実施する。大学では、本計画

のソフトコンポーネントが開始される前に、CeRER 内に太陽光発電設備の維持管理要員組織の

立ち上げを行う予定である。 

 

［出所］UMYU 

図 2-1-1.3 メンテナンス部門組織図 
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2-1-2 財政・予算 

実施機関である、UMYUは、州立大学であり、カツィナ州から大学の運営に必要な予算が配分

される。大学の年間予算は、2 億～9 億ナイラ程度である。責任機関である電力省の予算を表

2-1-2.1に示す。同省の 2012 年度の予算は 734億ナイラ（約 390億円）であり、そのうち約 96％

を発送配電に係る設備投資費が占めている。 

表 2-1-2.1 電力省の予算 

単位：百万ナイラ 

予算項目 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 

人件費 21,611  2,732  

データ無し 

2,335  1,986  

物品購入/その他サービス 3,798  2,234  1,441  1,130  

設備投資（発送配電） 114,375  94,624  87,247  70,300  

合計 139,784  99,590  91,023  73,417  

出所：Federal Ministry of Finance 
備考：1 ナイラ＝0.530 円 

 

2-1-3 技術水準 

UMYU の再生可能エネルギー研究センター（CeRER）は、太陽光発電設備に関する専門的な知

見を有しており、設備計画・維持管理部門（DPPD）は、電気・機械設備、建物、車輌等の維持

管理を日常的に行っている。電気設備に関しては、DPPDは 11kVから 415/240Vの所内受変電設

備及び自家用ディーゼル発電設備の運転・維持管理を実施しており、一般的な電気設備の運転・

維持管理に関する技術・知識は有している。 

本計画において、コンサルタントによるソフトコンポーネントやメーカー技術者による初期

操作指導を行うことで、完成後の運転・維持管理は問題無く行われるものと考えられる。 

 

2-1-4 既存施設・機材 

2-1-4-1 既設自家発電設備・所内電力設備の現状 

UMYU構内への電気供給は、PHCNの架空配電線（3相 3線 33kV、1回線）より自家発電設備建

屋に隣接した電柱まで配電されおり、更に電柱から自家発電設備建屋電気室内に設置された

33kV 閉鎖配電盤まで直埋設用外装 33kV ケーブルで地中に埋設され、建屋内は床下のケーブル

トレンチ内を通して受電されている。既設主要機器の概要を下記に示す。 

 
 33kV 閉鎖遮断機盤 

製造社 Merlin Gerin  

型式 SM6－36 

数量 1列 3面（Incoming、Meter Section、Outgoing） 
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仕様 固定式 VCB, 630A 

 降圧変圧器 

製造社 Electro Mecanica Piossasco, Italy 

台数 １台 

形式 ONAN 

電圧 33kV／11.5ｋV 

容量 5,000ｋVA 

 11kV閉鎖遮断機盤 

製造社 Merlin Gerin  

台数 1列 9面（Incoming, Feeder x 4, Bus Section, Gen 1, Gen 2, 

Spare） 

型式 SM6－36 

仕様 固定式 VCB, 630A 

 自家発電設備 

製造社 Cummins 

台数 2台（Generator１, Generator 2） 

型式 16シリンダー Vタイプ 

出力 Prime: 823kW, 1029kVA, Standby: 906kW, 1132kVA 

力率 0.8 

電圧・周波数 400V、50Hz 

速度 1,500RPM 

製造年 2006 

 発電機変圧器 

製造社 Electro Mecanica Piossasco, Italy 

台数 2台 

型式 ONAN 

電圧 415V／11.5KV 

容量 1,000kVA 

33kV 閉鎖遮断器盤は前述の通り、自家発電設備建屋内電気室に設置されているが、Meter 

Section 盤内の VT（計器用変圧器）が故障している為、一部の表示がされていない。PHCNは屋

外に Meter Chamber（自立電力量計器盤）を自家発電設備建屋内電気室の 33kV閉鎖遮断機盤の

母線盤よりケーブルにて Meter Chamber（自立電力量計器盤）へ配線並びに設置し、計測誤差

の少ない精密級の電力量を用いて計測し、料金徴収を行っている。 

自家発電設備建屋には Cummins 製のディーゼルエンジン発電設備 2 台が設置されている。現

在 Generator-2 は発電機が故障中であり、修理のために分解されているが、現在はそのまま放

置されていた。従って、現在は Generator-1のみが停電時のバックアップとして稼働中である。 

PHCNからの電力供給は不安定であり、本年 3月～6月の実績では、一日 24時間の内ランダム

に約 50％のみの電力供給時間となっている。一方、自家発電機の通常稼働時間は、月曜日～金



 

2-5 

曜日の停電時間帯の内、午前 9 時から午後 2 時までとなっており、これ以外の時間帯外では、

PHCNからの電力供給が無い場合には、大学構内は全停電となっている。 

大学全体の電力需要の約 70％がエアコンで負荷あり、残りの約 30％が照明・その他の負荷で

ある。従って天候・外気温度に電力需要は、大きく左右されている。月曜日～金曜日の昼間の

電力需要は 300kW～700kW程度、土曜日、日曜日の昼間の電力需要は 200kW～300kW程度である。 

2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1 関連インフラ 

① 道路・交通 

カツィナ州は首都アブジャから約 520km北に位置する。アブジャからはカドゥナを

経由する幹線道路がカツィナに通じており、所要時間は車で 8時間ほどである。道路

は舗装道路で一部補修を要する箇所があるものの概ね整備されているが、スピードの

超過などによる交通事故が多くみられる。 

カツィナ市内は街灯などの整備が整い路面状況も良好である。また車両台数も多くな

いことからアブジャ、ラゴスあるいはカノに見られるような交通渋滞は発生しない。 

② 上下水道  

カツィナ州での水給水はカツィナ水資源省が管理しており、都市給水については水

公社、地方給水については地方給水衛生公社(RUWASSA)がその責を負っている。カツ

ィナ州での村落部の給水率は約 50% で、都市部での給水率は約 60% で、一日の生活

用水は、都市部及び村落部で 25ℓ/ 人 / 日とされている。 

③ 電気及び通信 

「ナ」国全体の電力設備は、PHCN が発電から配電までの運転・維持管理を実施し

ており、送配電系統としては、330kV、132kV の基幹系統で送電し、33kV、11kV、3相

4 線式 415-240V で配電している。発電量は 22,978GWh(2007 年)で主な電力供給源は

火力発電が 70%を占め、残りの 30%は水力発電となっている。再生可能エネルギーに

ついては現在のところ、系統連系型の太陽光発電システムは導入されていないが、カ

ツィナ州では 32 億ナイラ（約 15 億円）の予算で 10MW の風力発電設備の工事を実施

中である。 

カツィナ州での電力供給は PHCN によって行われているが、電力供給量が、需用電

力量を満たしていない為、日中は電力需要が高いと停電が続くことが多く、主要な施

設は独自に自家用発電機を保有していて停電に対応している。UMYU では、PHCN から

の供給が止まった場合、原則として 9:00～14:00 まで発電機を運転して電力を確保し

ている。 

通信については民間の携帯電話会社 3社によってカバーされている。また、インタ

ーネットも公共施設やホテルなどでは確保されており、街中にインターネットカフェ

が点在している。 
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2-2-2 自然条件 

2-2-2-1 気象条件 

カツィナ州は北緯 13度とナイジェリア国の北部に位置しており、当該国の南部や中央部が熱

帯性サバンナ気候に属していることに対し、当地は熱帯性乾燥気候に区分される。ナイジェリ

ア気象庁（Nigeria Meteorological Agency: NIMET）の記録によると年平均気温は 33℃を超え、

これは同国のほぼ中央に位置する首都アブジャと比べ 5℃以上も高い。一方、平均湿度は相対

的に低い値を示している。湿度は乾季の終わる 4 月より徐々に上昇し、ピークに達する 8 月に

は平均湿度 77.7％を記録するものの、雨季（5月～10月）の間に限った平均湿度でも 61.1％に

過ぎない。この数値は、アブジャにおける年平均湿度である 68.4%と比べても低くなっている。

当地での年平均湿度は 40.4%に過ぎず、熱帯性乾燥気候の特徴が色濃く表れている。図 2-2-2.1

にカツィナの年間気温及び湿度（2008年～2010年）を示す。 

 

出所： Nigerian Meteorological Agency 

図 2-2-2.1 カツィナの年平均気温及び湿度（2008～2010年） 

降水量及び月別降水日数については、2008年～2010 年の気象データによると乾期（11月～4

月）の間の降水日はわずか 1日となっており、とりわけ 11月から 3月にかけての降水日数実績

は皆無である。雨季（5 月～10 月）の月平均降水量は 100.3mm に過ぎず、これは首都アブジャ

の雨季における月平均雨量 195.4mmの約半分に過ぎない。図 2-2-2.2にカツィナの年間降水量

及び降水日（2008年～2010 年）を示す。 
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出所： Nigerian Meteorological Agency 

図 2-2-2.2 カツィナの年間降水量及び降水日（2008年～2010年） 

 

2-2-2-2 日射量・日射条件 

① カツィナの水平面日射量 

カツィナの日射量データは、表 2-2-2.1 及び図 2-2-2.3 に示すように 5 機関のデ

ータがある。すなわち、Nigerian Building and Road Research Institute （NBRRI）、

ナイジェリア気象庁（Nigeria Meteorological Agency: NIMET）、National Aeronautics 

and Space Administration (NASA)、 Energy Commission Nigeria (ECN)、 そしてス

イス Meteonorm 社のデータである。 NIMET のデータは 2008-2010 年の平均日射量で

あり、ECNのデータは ECN作成のテキストから引用したものである。また、Meteonorm

社の日射量データは 1981年-2000年の統計に基づいている。ナイジェリアでは NBRRI

が 1980年大統領の命令により全国 30箇所に測定基地を設けた。 

表 2-2-2.1 は各機関の発表しているデータであるが、それぞれのデータに相違が

ある。NASAのデータは間接データであるので、一般的に他国では測定値よりも１０％

前後高くなっている例が多い。スイス Meteonorm 社のデータは NASA のデータとほぼ

同じである。ECN のデータはハマターンの影響を受ける 1－3 月のデータを分析する

限り、現状に符合するように見えるが、出所が明確でない。NIMETのデータは 6月の

データと現在の天気、実測値からみて、現実に近いデータと考えられる。NIMETのデ

ータはカツィナの飛行場にある NIMETの観測所で測定したものである。本調査ではナ

イジェリア気象庁(NIMET)のデータを採用する。 
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表 2-2-2.1 カツィナにおける水平面日射量 （単位：kWh/m2/day） 

 

 

図 2-2-2.3 カツィナの日射量 

② 傾斜面日射量 

傾斜面日射量が分かるのは NASAの傾斜面角度 13°と Meteonorm社の傾斜面角度 13°

の日射量である。 

ここでは NASAの水平面、傾斜面データを参考に NIMETの傾斜面データを算定した。

NIMET の水平面、傾斜面日射量を表 2-2-2.2 及び図 2-2-2.4 に示した。この傾斜面

日射量を使用して本計画の太陽光発電量を算定する。 

Jan. Feb Mar Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec
NIMET 5.14 5.9 6.14 6.36 5.58 5.05 4.93 4.63 4.91 5.26 5.31 5.16
NBRRI 5.7 6.05 6.34 5.93 6.05 5.41 4.71 4.18 5.17 5.93 6.02 6.56
ECS 3.55 3.69 4.91 5.83 5.87 5.84 5.34 4.01 4.15 4.75 5.48 3.76
ＮＡＳＡ 5.49 6.39 6.89 7.21 7.11 6.98 6.34 5.83 6.03 6.07 5.82 5.23
Meteonorm 5.58 6.39 6.61 6.93 6.65 6.93 6.19 5.84 6.13 6.00 5.67 5
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表 2-2-2.2 カツィナの水平面、傾斜面(13度)日射量 （単位：kWh/m²/day） 

 

 

図 2-2-2.4 カツィナの水平面、傾斜面日射量 

 

2-2-3 環境社会配慮 

(1) 環境影響評価等に係る規制体系 

「ナ」国における環境影響評価（EIA）は、環境省(Federal Ministry of Environment)が

担当しており、1992年に制定された Environmental Impact Assessment Act No. 86（Decree 

No. 86）、及び 1995 年に公布されたガイドラインに基づき実施される。開発プロジェクトは

同ガイドラインに基づき、以下の 3つのカテゴリーに分類されている。 

カテゴリー1：完全な環境影響評価（Full-Scale EIA）が必要なプロジェクト 

カテゴリー2：環境影響緩和策、環境計画を中心とする部分的環境影響評価（Partial EIA）

の実施が必要なプロジェクト（プロジェクトサイトが特別な環境社会配慮を

必要とするエリアに近い場合は完全な環境影響評価が必要） 

カテゴリー3：環境に対して「本質的に良いインパクト」を与えるプロジェクト（環境省

が環境影響報告書（Environmental Impact Statement）を作成） 

EIAは通常以下の手順で実施される。 

 

NIMET Jan. Feb Mar Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec
水平 5.14 5.9 6.14 6.36 5.58 5.05 4.93 4.63 4.91 5.26 5.31 5.16
傾斜角 5.74 6.33 6.26 6.14 5.53 5.06 4.90 4.52 4.88 5.52 5.88 5.83
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a. プロジェクト実施主体は、プロジェクトプロポーザルを環境省に提出し EIA 実施を申

請する。記載が義務付けられている主な項目は、以下の通りである。プロジェクトの

名称、実施主体、位置、概要、セクター、予測されるプロジェクトライフ、用いる材

料の調達源、EIA の実施予定者（コンサルタント等） 

b. 環境省はその内容を精査し必要に応じて現場踏査を行い、申請されたプロジェクトが

カテゴリー1～3のいずれに該当するかを最終決定する。 

c. プロジェクト実施主体は、その決定に基づき、EIAの TORを作成する。 

d. プロジェクト実施主体は、環境省による TORの承認の後、EIAを実施する。 

 

(2) 本プロジェクトの環境影響評価 

太陽エネルギーを含む再生可能エネルギーの開発事業は、前項(1)に述べたカテゴリー1～

3の 3段階のうちのカテゴリー2、即ち中程度の影響を有するプロジェクトに分類され、部分

的な EIA が義務付けられている。したがって本プロジェクトの実施にあたっても部分的 EIA

が必要とされることとなる。 

但し、2007年に JICA が行った「ナイジェリア国太陽エネルギー利用マスタープラン調査」

のパイロットプロジェクト実施の際、太陽光発電は使用済みバッテリーの適切な処理に留意

すれば環境への重大な影響は予測されないということで、環境省は上記パイロットプロジェ

クトにおいてはフルスケールの環境影響評価（Full-Scale EIA）、部分的環境影響評価

（Partial EIA）のいずれも実施する必要が無いこと承認したという前例がある。本プロジェ

クトでは準備工事（敷地造成）による環境への影響が多少はあるものの、太陽光システムに

ついてはバッテリーを使用しないシステムを予定しており、廃バッテリー処理に伴う環境へ

の重大な影響はないため、上記パイロットプロジェクトと同様、EIA 免除の承認を受けられ

る可能性が高い。 

いずれにせよ、規定にしたがって以下の手続きを行うこととなった。 

a. 電力省が環境省にプロジェクトを登録する（登録手続料：50,000ナイラ）。 

b. 環境省は、提出されたプロジェクトの情報に基づき、環境影響を審査する。審査結果

を電力省に通知する。 

 

2-3 グローバルイシュー等 

本計画は、国連気候変動枠組み条約、京都議定書の目標達成に資するとともに、再生可能エ

ネルギーの導入による地球温暖化ガスの排出削減に寄与することにより、気候変動に対する開

発途上国の緩和策を支援するものである。 
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第3章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

3-1-1 上位目標とプロジェクト目標 

「ナ」国では、エネルギー安全保障と効率的なエネルギー供給を達成するため、多様なエネ

ルギー源の開発を推進することを国家エネルギー政策（NEP）の目標として掲げており、その方

策として再生可能エネルギーの導入が進められている。 

同方針を受けて、「ナ」国では再生可能エネルギーマスタープラン（REMP）で再生可能エネル

ギーの導入目標として、2025 年までに電力供給における再生可能エネルギーの割合を 10%とす

ることが定められている。本計画は、「ナ」国における再生可能エネルギー導入の目標達成に資

するものである。 

3-1-2 プロジェクトの概要 

本計画は、上記目標を達成するために、カツィナ州ウマル・ムサ・ヤラドゥア大学（UMYU）

に系統連系型の太陽光発電設備を設置するものである。これにより、電力供給における再生可

能エネルギーの割合が高められるとともに、炭酸ガス排出量の削減が期待される。この中にお

いて協力対象事業は、太陽光発電に係る機材の調達及び据付を行うものである。 

 

3-2 協力対象事業の基本設計 

3-2-1 設計方針 

3-2-1-1 基本方針 

「ナ」国からの要請をもとに、「ナ」国北部カツィナ州カツィナ市にある UMYU 構内を本計画

対象サイトとして、太陽光発電設備の調達・据付を行うものとする。 

本計画は、PHCNが UMYUに供給する商用電力を補う設備としての太陽光電設備（出力 850 kWp）、

同設備用補助/制御設備と太陽光パネルで発電した電圧を 11 kVに昇圧する変圧器、11 kV遮断

器、11 kV配電線、配電線用資機材の調達・据付を行うこととする。 

 

3-2-1-2 自然環境条件に対する方針 

① 温度・湿度条件に対して 

当該地域は、一年を通じて日最高気温が 30℃から 40℃と高温である。本計画で調

達されるパワーコンディショナー等のように精密機器を搭載する機器類は、本計画で

建設される建屋（パワコンデショナー室）内に設置し、外気温や粉塵から機器への影

響を避けるよう建屋の仕様等を計画する必要がある。機器が設置される室内の換気設
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計に当たっては、外気設計温度を 43.1℃、室内については 40℃以下として設備の機

能が確保出来るように配慮する。 

② 降雨条件に対して 

「ナ」国では、雨季には大量の雨がまとまって降るため、PV パネル設置エリアに

出来るだけ外部から雨水が浸入しないような対策が必要である。パネル設置エリアは

大学構内のメイン道路沿いにあり、道路沿いには雨水排水溝があり、この排水溝の有

効利用考慮した雨水排水計画とする。 

 

3-2-1-3 社会経済条件に対する方針 

「ナ｣国は回教徒が約 5割程度（北部と西部が中心）でキリスト教徒は約 4割を占めているが、

北部ほど回教徒色が強くなっている。「ナ」国最北部のカツィナ市は数多くの回教徒が存在する

ため、ラマダンの時期において建設工期等への影響は少なからず受けると思われる。本計画の

対象サイトはカツィナ市ウマル・ムサ・ヤドゥア大学の敷地内であり、太陽光発電所建設工事

並びに配電線路の敷設作業には回教徒が多いことを十分に留意する必要がある。 

 

3-2-1-4 建設事情／調達事情に対する方針 

カツィナ市に特段の産業はなく、多くの住民は小規模な農業に従事している。 

カツィナ市には外資系の総合工事会社等は少ない。従って日本の据付業者が現地業者を下請

けにするに当たっては、工期、品質、並びに安全の確保については（日本人技師、技能工の派

遣を含み）十分に配慮する必要がある。 

 

3-2-1-5 現地業者の活用に関わる方針 

カツィナ市には、現地総合建設業者は無く小規模工事会社が少数あるだけであるが、首都ア

ブジャやカノ州では労働者、運搬用車両、建設工事機材等の現地調達は比較的容易であり、本

計画の建屋建設、基礎工事及び配電線工事はアブジャやカノ州の現地業者への発注が可能であ

る。 

一方、本計画で整備される規模の PVパネル設置工事や関連する機器類の据付工事経験はなく、

かつ機材据付時並びに据付け後の調整・試験等には、技術レベルの高い技術者を必要とするこ

とから、労務者以外の現地業者の活用は困難であり、日本から技術者を派遣し、品質管理、技

術指導及び工程管理を行わせる必要がある。 

本調査期間中にラゴス市郊外の鉄塔製作会社を訪問し、鋼製品製作・溶融亜鉛メッキ工程の

品質管理、環境管理、安全管理等を調査し、本計画の PV パネル据付架台の製作に関し技術的に

は問題がないことを確認した。 
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3-2-1-6 運営・維持管理に係わる方針 

UMYU には既設の大規模太陽光発電設備はなく、PHCN より 33kV 架空線 1 系統で常用の電力の

供給を大学敷地内の電気室で受電して、11kV に降圧しリングメインユニットにて大学構内に電

力を供給している。また、PHCN からの電力供給が停止した場合に備え定格出力 1.0MVA のディ

ーゼルエンジン発電機を 2 台設置して運用に当たっているが、実際のディーゼルエンジン発電

機の運転・維持管理は 4 名 3 シフト常時 1 名が運転を行っており、定期点検等の維持管理まで

行き届いていないのが現状である。同大学の運転・維持管理スタッフには太陽光発電設備の経

験がなく、本計画完了後の太陽光発電設備の運転・維持管理に関する技術は十分とは言えない

ため、本計画実施中に太陽光発電設備の運転・維持管理を担う維持管理部門へのソフトコンポ

ーネントを通した適切な技術移転を行う必要がある。 

本計画は、同大学内の既設配電系統との連系運転となるため、ソフトコンポーネントにて系

統連系に係る基礎技術の移転と適切な運転・維持管理技術とマニュアルを供与し、供用開始後

の運転・維持管理体制についても提案し、建設された設備のより効果的・効率的な運転が行え

るように配慮する。 

 

3-2-1-7 施設、機材等のグレードの設定に係わる方針 

上記の諸条件を考慮し、本計画の資機材の調達並びに据え付けの範囲及び技術レベルは、以

下を基本方針として策定する。 

① 施設・機材等の範囲に対する方針 

技術的及び経済的に適切な設計とするために、資機材の仕様は可能な限り IEC等の

国際規格に準拠した標準品を採用し、少品種化とし資機材の互換性を図り、必要最小

限の設備構成、仕様、数量を選定する。 

① 技術レベルに対する方針 

本計画で調達する太陽光発電システムを構成する各機器の仕様は本計画完了後の

運転・維持管理を実施する運転・維持管理部門の技術レベルを考慮し、複雑な構成と

ならない仕様とするよう留意する。 

 

3-2-1-8 工法／調達方法、工期に係わる方針 

日本及び第三国から「ナ」国までの調達機材の輸送は、海上輸送が主となる。又、荷上地と

なる「ナ」国のラゴス港から本計画対象地であるカツィナ市同大学までは、約 1,200km と長距

離の内陸輸送を必要とするため資機材の輸送には充分な期間と安全を考慮する必要がある。 

本計画対象地となる UMYUは、カツィナ州の教育を担う 1つの大学であり、施工・据付にあた

っては大学側へ工法の説明を行った上で綿密な工程の打ち合わせとともに、太陽光で発電した

電力の既設設備への接続工事にあたっては停電時間を最小限とする方法等の確認が必要となる。 
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工期については、本計画実施地域の雨季期間を考慮し、特に、7月から 10月は雨量・降雨日

が 1 年中で最も多いため、この時期における掘削や埋戻しなどの土工事に係る作業を出来るだ

け避けた工程を策定する必要がある。 

更に当該地域の人口の 90％以上は回教徒であり、当大学内にもモスクが付設されておりラマ

ダン期間中の作業能率に大幅な落ち込みが考えられるので、工程策定には留意する必要がある。 

 

3-2-2 基本計画（機材計画） 

3-2-2-1 計画の前提条件 

(1) 対象施設の電力需要 

前述（2-1-4-1）の通り、UMYU施設には PHCNの 33kV 配電系統並びに 11kV側構内配電施設

に自家用発電設備により電力が供給されている。また、街路灯には PHCN の 33kV 配電系統に

より UMYU設備とは別の系統で電力が供給されている。 

調査団が UMYU の電力需要並びに負荷力率を調査期間中（商用電力：平成 23 年 6 月 18 日

から 6月 21日，自家発電電力：平成 23年 6 月 24日から 6 月 27 日）にマルチメーターを使

用して測定した結果を図 3-2-2.1及び表 3-2-2.1に示す。 

グラフデータ条件として、調査中に停電が非常に多く頻発したため、昼間 9 時間ずつの計測

データとした。 

 

図 3-2-2.1 UMYU の昼間商用電源負荷曲線 

Daily Load Curve of Umaru Musa Yar'adua University
Umaru Musa Yar'adua Universityの昼間負荷曲線
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平日は、平均的に「ナ」国の電力需要が上昇してくる午前 11 時頃から停電が始まる傾向

があり（昼間平均停電時間約 4.0時間以上）、その間は非常用発電機による運転を実施し、UMYU

構内の電力供給を行っている。しかしながら発電機運転時間に関して、UMYUの施設計画開発

部（Department of Physical Planning and Development: DPPD）の維持管理部門への調査に

よると、非常用発電機の運転は、平日のみの運転で午前 9 時から午後 2 時までの 5 時間運転

に限り電力供給を行っていることがわかった。また、休日に関しては、日中の停電は比較的

に少ない(昼間平均停電時間約 2.5 時間程度)ため、太陽光発電による系統連系運転が最低 5

時間以上期待できる。 

 

表 3-2-2.1 マルチメーターの測定結果(昼間負荷データ) 

 

項目 測定値 PHCN 運用基準 *) 

配電電圧（kV） PHCN 9.483～10.930 
10.45～11.45(±1.45 

自家発 10.960～11.180 

周波数（Hz） PHCN 49.20～50.50 
48.75～51.25(±1.25( 

自家発 50.00～50.10 

最大電力（MW) 平日 

(PHCN) 
0.64 － 

平日 

(自家発) 
0.73 － 

休日 0.24 － 

負荷力率（%） 0.872～0.976 0.85 以上 

*)：PHCNの基準は、Nigerian Electricity Regulatory Commission (NERC)発行の「The Grid 

Cord」と「The Distribution Cord」の規格値を採用している。 

 

以上の測定結果より、UMYUの配電設備容量（33/11.5kV の変圧器合計容量 5000kVA ）に対

して最大負荷は 730kW（力率を平均値 0.924 として 790kVA）であるので、本計画にあたり既

設の配電設備には特別な配慮は必要としない。 

PHCN配電系統電圧に関しても、電圧変動が「ナ」国の配電基準である±5.0%から不足電圧

方向に逸脱している時間帯があるが、本計画で設置が予定されているパワーコンディショナ

ーのインバータ並びにその保護装置は、不足電圧 20%の領域まで保護できるため、技術的対

応は可能である。 

1) 測定日射量 

調査団は、本調査期間中である 2011年 6月 19日（日）に日射量計を使用して、UMYUの日

射量を直接測定して見た。 

当日は、天候は晴れ、薄雲ありの環境で、その測定結果は、表 3-2-2.2に示す通りである。 
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表 3-2-2.2 UMYU の水平、傾斜角日射量 

 

 

図 3-2-2.2 日射量測定値 

 

2011 年 6 月 19 日（日）は晴れであったが、6 月は雨季のため薄曇り空であり、日射量は

約 25%～29％減少した。日射量は 2011 年 6 月 19 日の傾斜角 13°の測定値を使用し、定格容

量 850kWp とした場合の太陽光による発電出力（kW）を計算し、UMYU の平日、休日負荷と発

電出力を比較した。その結果を表 3-2-2.3及び図 3-2-2.3 UMYUの休日負荷と太陽光発電バ

ランス図 3-2-2.3に示す。 

  

傾斜位置 単位/時間 8:00 9:00 10:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:00 17:00 18:00
水　平 kWh/m2 276 391 502 651 810 834 632 420 112 306 128

傾斜角 13° kWh/m2 261 378 494 633 770 815 626 395 106 311 130
傾斜角 15° kWh/m2 257 362 478 588 745 808 620 355 119 342 120

日射は北東より 日射は北より 日射は西北より
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表 3-2-2.3 UMYU の負荷と発電量バランス 

項目／時間 8:00 9:00 10:0 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:00 17:00 18:00 

日射量(Wh/m2) 261 378 494 633 770 815 626 395 106 311 130 

太陽光発電量(kW) 163 234 305 388 470 495 380 240 65 191 80 

UMYU 平日電力(kW) 117 501 601 638 720 728 446 0 0 0 0 

UMYU 休日電力(kW) 114 218 224 227 240 194 213 193 182 163 0 

 

図 3-2-2.3 UMYU の休日負荷と太陽光発電バランス 

以上の検討結果により、電力負荷が減少する土・日曜日では、午前 9 時～午後 17 時の間

の時間帯に太陽光発電出力が UMYUの電力負荷を上回り、雨季の時期にもかかわらず配電系統

側へ逆潮流し、送電できることが確認された。乾季には、今回調査で試算した発電量を上回

ることが期待される。 

 

(2) 系統連系に係わる制度及び技術検討 

1) 系統連系に係わる制度・規制 

自家発電、系統連系に係わる｢ナ｣国の法制度は現在ところ下記 2制度である。 

①  NERC (Nigeria Electricity Regulatory Commission)の規制 R-0108 

規制 R-0108は、出力 1MW以上の自家発電を許認可の対象としている。本計画は 1MW

以下であるので本規制の対象外となるが、NERC は自家発電設備の技術的仕様や設置

場所、安全対策などを確認する必要があることから、1MW以下の発電設備でも、機器

の仕様内容を含めた、許可申請書を提出するように指導している。なお、余剰電力を

配電会社に販売する場合は、1MWを超えると発電事業者としてのライセンスが必要で
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あるが、1MW未満の場合には事前に NERCに通知して了解を得ればよい。 

②  NERC の配電規則による自家発電系統連系に関する制度・規制 

配電規則：「The Distribution Code for The Nigeria Electricity Distribution 

System」 

NERCの配電規則は 50kW以上の回転発電機を系統に接続するときに適用される。申

請内容は発電計画の詳細（たとえば、発電容量、最低安定負荷量、無効電力、電圧、

電流など）を申請することになっている。 

以上のように自家発電、系統連系に関する制度・規制は存在するが、再生可能エネルギー

による電力系統連系に関する法制度、規制は存在しない。本計画の太陽光発電の場合は、1MW

以下で、かつ回転発電機でないので上記の規制は受けないことをアブジャ配電会社（PHCN）

で確認した。ただし、系統運用の安定度に係る検討を行う必要があることから、送電会社に

系統連系型発電設備の設置に係る届出を行う必要がある。 

現時点で NERCでは、米国の支援を受けて再生可能エネルギーの買取料金（Feed in Tariff）

や制度に係る調査を実施中であり、2011年末には完了する予定である。今後、同調査の結果

を受けて再生可能エネルギーによる発電、売電の規制が制度化された場合には、同制度に従

うこととなる。 

 

2) 電力品質の検討 

太陽光発電設備に系統連系システムを導入する際に検討すべき項目は「フリッカ現象」と

「高調波」が考えられるが、「ナ」国の電力系統規程（Grid Code）により、電圧については

33kV配電線では±6％の変動を認めており、また、周波数は±0.5％以内の変動に調整するよ

うに定められている。「フリッカ現象」「高調波」に関しては、IECの基準に準拠する旨、Grid 

Code、Distribution Code に規定されている。UMYU の近くには大きな工場、建設現場がない

ことから負荷側から高調波電流が生じる恐れは無い。本計画で整備される太陽光発電設備に

おいては、我が国の電気共同研究報告書（第 46 巻第 2 号 電力系統における高潮波とその対

策）に基づき、パワーコンディショナー本体の高潮波流出電流を総合電流歪率 5％、各次電

流歪率 3%以下とすることで、高潮波については日本と同等の電力品質が確保される。フリッ

カの基準としては、日本では電気共同研究(第 20巻第 8 号)で ΔV10≦0.45Vとしているほか、

IECでは IEC 61000-4-15にフリッカの基準が定められており、これらの基準を満足するもの

とする。 

 

3) 系統点近傍における電圧上昇の検討 

検討の前提条件として、商用電源については、カツィナ市にある PHCN管轄の 132/33kV変

電所から 33kV 配電線にて、UMYU に給電されている。また、停電時には、UMYU の 33/11kV 変

電所に隣接している 906kW(1132kVA) 415kV非常用発電機 2台中の 1台(1台は、現在修理中)

を用い 1000kVA 0.415/11kV 変圧器で昇圧して給電している。 
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図 3-2-2.4 PHCN 管轄の配電系統図 

表 3-2-2.4 マルチメーターの測定結果 

項目 測定値 PHCN運用基準 *) 

配電電圧（kV） 

PHCN 

(昼間) 
9.483～10.930 

10.45～11.45(±5%) PHCN 

(夜間) 
9.047～12.360 

自家発 10.960～11.180 

*)：PHCNの基準は、Nigerian Electricity Regulatory Commission (NERC)発行の「The Grid 

Cord」と「The Distribution Cord」の規格値を採用している。 

この計測結果により、PHCN 管轄の連系点近傍における太陽光発電の時間帯である昼間の

33kV電圧上昇は、下記の通りである。 

33kV最高電圧値(kV)= %)97.4(36.31)5.11/33()(930.10  kVkVkV 昼間  

計算の結果、31.36kV(- 4.97%)となりパワーコンディショナーシステム 106%の出力コント

ロール値の範囲内であるため、問題なく運転が可能である。 

 

① パワーコンディショナー側の 1,000 kVA変圧器タップ検討について 

パワーコンディショナー室の照明灯、エアコン、直流電源装置、データロガー、各

パネルへ電源供給を 24 時間行うため、1,000 kVA 変圧器の低圧側電源(415-240V 級)

KATSINA 

132/33kV 変電所 

UMYU 

33/11kV 変電所 
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電圧下降並びに電圧上昇を下記の通り検討する。 

マルチメーターの測定による最高電圧値は、PHCN夜間の電圧で 12.360kV(+12.36%)であ

る。また、最低電圧値は、PHCN夜間の電圧で 9.047kV(- 17.75%)の結果となった。しかし

ながら、本プロジェクトは、昼間の電圧変動を考慮して、高品質な電源を送電したい。従

って、タップ設定電圧は、PHCN 昼間の最高電圧値で 10.930kV(- 0.64%)と PHCN 昼間の最

低電圧値の 10.930kV(- 0.64%)で検討する。 

前述のデータを低圧側電圧に置き換えると下記の計算結果となる。 

415V最高電圧値(V)= %)65.0(30.412)415.0/%)0(11(930.10  VkVTapkV ≒  

240V最高電圧値(V)= %)81.0(88.237330.412  VV ≒  

415V最低電圧値(V)= %)80.13(71.357)415.0/%)0(11(483.9  VkVTapkV ≒  

240V最低電圧値(V)= %)95.13(53.206371.357  VV ≒  

低圧設備電圧の管理値は、415-240V±20%（332～498V、192～288V）とする。 

以上の結果により、低圧設備電圧の管理値内に入っているため、Tapは 11,000Vで設定

する。 

（参考検討） 

夜間の電圧での低圧設備電圧の値を下記の通り確認する。 

415V 最高電圧値(V)= %)35.12(24.466)415.0/%)0(11(360.12  VkVTapkV ≒  

240V最高電圧値(V)= %)16.12(1988.269324.466  VV ≒  

415V最低電圧値(V)= %)77.17(27.341)415.0/%)0(11(047.9  VkVTapkV ≒  

240V最低電圧値(V)= %)90.17(04.197327.341  VV ≒  

以上の結果により、夜間の電圧でも低圧設備電圧の管理値内に入っているため、 

Tapは 11,000Vの設定で問題ない。 
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4) 系統連系型再生可能エネルギー発電の導入可能量 

UMYUへ電力を供給しているのは PHCNの配電部門（Kano Distribution Company）であるが、

配電部門は PHCN の発電及び民間発電会社から電力の供給を受けている。「ナ」国の送電規程

（Grid Code、Part 3, Section 2.1 Frequency and Voltage）によれば、送配電系統運用者

は、系統の周波数を 49.75Hz から 50.25Hz（50Hz±0.5%）の間に保つことを目標として運用

しており、再生可能エネルギーの導入がこのような系統周波数の運用の妨げになってはなら

ない。 

「ナ」国では総発電出力の内、蒸気タービン発電機が約 70％運用されているが、通常、火

力発電機の周波数低下許容限度は-1.5Hz程度であり、これを下回るとタービン動翼の共振周

波数に近付き、連続運転が不可能となる。「ナ」国の Grid Codeでは、緊急時における周波数

の運用範囲を 50Hz±2.5%（50Hz±1.25Hz）としているが、緊急時に許容されている周波数変

動幅は火力発電機の周波数低下許容限度に近く、危険な水準である。一方、デジタルマルチ

メーターによる実測値では、PHCNの供給電力の周波数変動は 49.2～50.5Hz（-1.6%～+1%）の

範囲にとどまっている。以上のことから、太陽光発電導入可能量の検討に用いる系統周波数

運用範囲は、系統運用規程（Grid Code）の運用目標値（50Hz±0.5%又は±0.25Hz）を採用す

ることとした。 

発電設備が事故等によって系統から脱落した場合、電力の需要と供給のバランスが崩れる

ため周波数が低下するが、その関係は次式によって表される。 

100
P
P

K
1  F 

Δ
＝－Δ

 

ここで、ΔF：系統の周波数変化（Hz） 

    ΔP：当該発電機の出力又は負荷（MW） 

    P：系統の総合負荷（MW） 

    K：系統定数（KG＋KL）（％MW/0.1Hz） 

    KG：発電機の周波数特性（％MW/0.1Hz） 

    KL：系統の周波数特性（％MW/0.1Hz） 

太陽光発電設備は天候の変化により発電出力が急減する場合があるが、このような場合で

あっても系統周波数が 50±0.25Hz の範囲となるよう発電出力の低下を抑制する、即ち系統に

連系する太陽光発電設備の容量を制限する必要がある。「ナ」国の系統定数（K）は不明であ

るが、一般的に K の値は 0.85～1.4％MW/0.1Hz の範囲にあり、統計的に 1％MW/0.1Hz 前後が

最も多い1。このため、「ナ」国の系統定数を 1％MW/0.1Hz と想定し、太陽光発電導入可能量

                                                   

 
1 日本の電力会社においては、負荷周波数制御（LFC: Load Frequency Control）に用いる系統定数の設定値とし

て、9 社中 7 社が 1％MW/0.1Hz を採用している。（電気学会（2002.3）「電力系統における常時及び緊急時の

負荷周波数制御」、電気学会技術報告 第 869 号） 
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を検討する。系統周波数の変化をΔFとする太陽光発電の導入可能容量（ΔP）は、以下の式

で表される。 

100
PKF P Δ

＝－Δ
 

ここで、ΔF＝-0.25Hz 

    P＝4,500MW（2010年の「ナ」国の最大電力推定値） 

    K＝1.0％MW/0.1Hz 

とすれば、ΔP＝112.5MWとなり、現状において導入可能な系統連系型太陽光発電設備（再

生可能エネルギーによる発電設備）の容量は 112.5MW 程度と判断される。現在、「ナ」国で系

統に連系されている太陽光発電設備の容量は数十 kWp 程度であり、カツィナ州で建設中の

10MW風力発電設備が「ナ」国で最も大きい系統連系型の再生可能エネルギー発電設備となる

が、上述した導入可能量の 1 割程度である。従って、本計画で 850 kWp の太陽光発電設備が

連系されても上記の導入可能量を大きく下回っており、「ナ」国の電力系統への問題は生じな

い。 

 

5) 系統連系に係わる技術要件の検討 

3-2-2-1(2)1)項に示す通り、「ナ」国には発電設備の系統連系に係る技術基準や規程が存

在しないことから、日本の系統連系規程に従い、太陽光発電設備の系統連系に必要となる技

術要件を検討する。本計画では、太陽光発電設備が接続される配電系統の電圧は 11kV であり、

UMYU が PHCN から受電する電圧は 33kV であることから、日本の高圧連系規程（6.6kV）を適

用する。 

高圧配電線との連系においては、発電設備もしくは配電系統の異常時に、自動的に発電設

備を系統から解列するための保護装置を設置することが求められている。また、配電用変電

所の遮断器が配電系統の地絡を検出して開放され一定時間の後に再閉路を行う際に、系統に

連系された発電機が運転を継続していた場合には、遮断器の非同期投入が発生する恐れがあ

ることから、線路無電圧確認装置の設置も義務付けられている。 

表 3-2-2.5には、発電設備の高圧連系において設置が求められる保護継電器を示す。本計

画では系統への逆潮流が発生する可能性があり、本件では「逆潮流有り」の条件で検討を行

う。表 3-2-2.5に示す通り、地絡過電圧継電器以外の保護継電器は、直流を交流に変換する

パワーコンディショナー自体の保護装置で代用することが可能である。系統側で発生する地

絡に対する保護については、「ナ」国の 33kV 配電系統は直接接地系であるため、地絡過電圧

継電器により地絡を検出し、発電機を解列する。 

線路無電圧確認装置については、二方式以上の単独運転検出機能を有し、それぞれが別の

遮断器により連系を遮断する場合には省略が可能である。本計画で採用するパワーコンディ

ショナーはこの条件を満足することから、線路無電圧確認装置についても省略が可能である。 
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表 3-2-2.5 異常時に発電設備等を解列するための装置（高圧配電線との連系時） 

逆変換装 
置の有無 

逆潮流 
の有無 

系統連系規程で設置が 
必要な保護継電器 

本計画での対応 

有り 

有り 
(※1) 

過電圧継電器（※3） パワーコンディショナーの保護装置で検出・保護 
不足電圧継電器（※3）（※4） 同 上 
地絡過電圧継電器（※5） 地絡過電圧継電器で検出・保護 
周波数上昇継電器（※6） パワーコンディショナーの保護装置で検出・保護 
周波数低下継電器 同 上 
転送遮断器又は単独運転検出

装置（※7） 
パワーコンディショナーの単独運転検出機能で

検出・保護 

無し 
(※2) 

過電圧継電器（※3）  
不足電圧継電器（※3）（※4） 
地絡過電圧継電器（※5） 
逆電力継電器（※8） 
周波数低下継電器 

※1：逆潮流がある場合であっても、発電設備等を連系する配電用変電所の配電用変圧器においては、常に逆向きの潮流

が生じないようにすること。 
※2：逆潮流が無い場合であっても、逆潮流有りの条件で、異常時に発電設備等を解列するための装置を設置することが

できる。 
※3：発電設備自体の保護装置により検出・保護できる場合は省略可。 
※4：発電設備等故障（発電電圧異常低下）検出用の不足電圧継電器と共用可。 
※5：構内低圧線に連系する場合であって、発電設備等の出力容量が受電電力の容量に比べて極めて小さく単独運転検出

装置等により高速に単独運転を検出し、発電設備等を停止又は解列する場合は省略可。 
※6：専用線と連系する場合は、省略可。 
※7：単独運転検出装置は、能動的方式 1 方式以上を含むものであって、次の全ての条件をみたすもの。 

(イ) 系統のインピーダンスや負荷の状態等を考慮し、必要な時間内に確実に検出することができること。 
(ロ) 頻繁な不要解列を生じさせない検出感度であること。 
(ハ) 能動信号は、系統への影響が実態上問題とならないものであること 

※8：構内低圧線に連系する場合であって、発電設備等の出力容量が受電電力容量に比べて極めて小さく（5％程度以下）、

受動的方式及び能動的方式のそれぞれ 1 方式以上を含む単独運転検出装置等により高速に単独運転を検出し、発電

設備等を停止又は解列する場合は、省略可。 

［出所］系統連系規程 JEAC 9701-2006 

 

(3) 主要機材の仕様選定に係わる前提条件 

環境プログラム無償太陽光発電プロジェクトは地球温暖化防止に寄与することと、日本企

業製品の普及と浮揚にある。かかる目的のためには多くの日本企業が応札、参加できること

が重要である。主要機材の仕様選定にかかわる前提事項は、各機器の適合性、ナイジェリア

の自然環境、電力事情、設置スペースなどが考慮され決められる。 

① 太陽電池モジュール 

太陽電池モジュールの種類は表 3-2-2.6に表示したようにシリコン系、化合物系半

導体、有機系太陽電池に分けられる。 
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表 3-2-2.6 太陽電池の種類 

 
出所 資源エネルギー庁 

シリコン系は結晶シリコン、薄膜シリコンに分けられる。結晶シリコンは単結晶、

多結晶シリコンがあり現在多く使用されている太陽電池である。結晶シリコンは変換

効率も 14～15％あり耐候性もよく、最も歴史のある太陽電池である。薄膜シリコン

太陽電池はアモルファスと多接合型太陽電池があり、表に示すように材料が少量で量

産できるメリットがあるが変換効率が落ちる。化合物系は多くの化合物半導体がある

が現在、主に CIS 系太陽電池、GaAs 太陽電池が使用されている。CIS 又は CIGS はほ

ぼ同じものである。CISは銅、インジューム、セレン、の化合物であり、CIGSは CIS

にガリュームが加わった半導体である。CIS 系太陽電池は 2009 年度より、日本で量

産され一般家庭で使用され始めた。GaAs 太陽電池は人工衛星で使用されている太陽

電池で、広い範囲の太陽波長を吸収し発電する。変換効率が良いが価額が高いため一

般には使用されていない。有機系太陽電池は現在注目されている太陽電池であるが、

発電効率、耐久性向上など、現在研究中である。将来は安価に製造でき極めて有望な

太陽電池である。 

② UMYUの太陽電池モジュール 

カツィナは北緯 13度にあり、1年が雨期と乾季に別れ、雨季には激しいスコール、

乾季にはサハラ砂漠よりの砂塵が舞い、年間平均最高気温は 34.0℃という自然環境

下にある。自然環境は極めて苛酷であると考えて良い。モジュールの仕様選定の前提

条件は、歴史があり、信頼性、耐久性があり、変換効率がよく過酷な自然条件に耐え
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うるモジュールとする。さらに、現地の設置面積、自然環境を考慮してモジュール選

定は決められる。選定条件を表 3-2-2.7に示す。 

表 3-2-2.7 モジュール仕様 

仕   様 条       件 

製造国 日本製（セルを含む全部品を日本製とする） 

モジュールタイプ シリコン単結晶、または多結晶タイプ 

参考技術標準 IEC 又は同等以上 

モジュール出力 180W 以上、 

測定条件（AM：1.5、気温：25℃、日射量：1000W/m2） 

合計出力 850 kW 以上 

モジュール変換効率 12％以上 

モジュール重量 モジュール１枚の重量：15kg ～20kg  

サイズ メーカー仕様による 

 

③ 接続箱、集電箱 

ナイジェリアの自然環境は苛酷である。雨季、乾季に分かれ雨季には猛烈なスコー

ルがあり、乾季はサハラ砂漠からの砂嵐がある。特にサハラ砂漠からの微細な砂は建

物、接続箱、集電箱などの隙間から侵入する。接続箱、集電箱は屋外に設置するため、

この風雨、砂塵から防御する必要がある。保護クラスは過酷な環境、高温度、高湿度、

砂塵、スコールなどから接続箱、集電箱を守るため IP44 以上にする。日本製品の信

頼性、品質は、どのメーカーも優劣がない。ナイジェリアの自然環境下でも使用可能

である。機器の詳細な仕様は 3-2-2-3 項「機材計画」で記載する。 

④ パワーコンディショナー 

パワーコンディショナーは太陽光発電系統連系システムの心臓部である。パワーコ

ンディショナーの不具合、操作不良はシステム全体の稼動に影響する。「ナ」国の自

然環境は苛酷である、加えて電力事情も悪く頻繁に停電を繰り返している。パワーコ

ンディショナーは屋内に設置され、風雨から守られるが、サハラの微細な砂塵は建物

内へ入り機器に悪影響を与える可能性がある。保護クラスは自然環境から機器を守る

ため、IP21以上とする。機器の詳細な仕様は 3-2-2-3 項「機材計画」で記載する。 

⑤ コビネーションオペレーティングパネル・コントロールパネル（以下 COP） 

COP は太陽光発電系統連系システムを円滑に操作させる機構である。COP の不具合

や操作不良は、パワーコンディショナーのサイクルローテーション並びに気温・日射

量などのデータ送信等のシステム全体の稼動に影響する。「ナ」国の自然環境は苛酷

である、加えて電力事情も悪く頻繁に停電を繰り返している。COPは屋内に設置され、

風雨から守られるが、サハラの微細な砂塵は建物内へ入り機器に悪影響を与える可能

性がある。保護クラスは自然環境から機器を守るため、IP21 以上とする。機器の詳

細な仕様は 3-2-2-3 項「機材計画」で記載する。 
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⑥ 直流電源装置 

直流電源装置は太陽光発電系統連系システムに途切れなく制御電源を供給し円滑

に操作させる機構である。直流電源の不具合や操作不良は、パワーコンディショナー

や他のパネルへの全体の稼動に影響する。「ナ」国の自然環境は苛酷である、加えて

電力事情も悪く頻繁に停電を繰り返している。直流電源装置は屋内に設置され、風雨

から守られるが、サハラの微細な砂塵は建物内へ入り機器に悪影響を与える可能性が

ある。保護クラスは自然環境から機器を守るため、IP21 以上とする。機器の詳細な

仕様は 3-2-2-3 項「機材計画」で記載する。 

⑦ 変圧器 

変圧器はパワーコンディショナーで変換した交流電力を配電系統電圧に合わせる

ために昇圧する。変圧器はパワーコンディショナー室近接の屋外に設置される。系統

側の電圧変動に合わせるため、11kV 側端子を 2.5%タップの 5 段階電圧(11kV±2.5%)

に分ける。機器の詳細な仕様は 3-2-2-3 項「機材計画」で記載する。 

⑧ 11kV連系盤 

11kV連系盤は、パワーコンディショナーで交流に変換され変圧器にて 11kV昇圧さ

れた電力を既設の設備に接続するためのパネルである。11kV 連系盤の不具合や操作

不良は、太陽光発電系統連系システム全体の稼動に影響する。「ナ」国の自然環境は

苛酷であり、加えて電力事情も悪く頻繁に停電を繰り返している。当該盤は既設のパ

ワーハウス屋内に設置され、風雨から守られるが、サハラの微細な砂塵は建物内へ入

り機器に悪影響を与える可能性がある。保護クラスは自然環境から機器を守るため、

IP21以上とする。機器の詳細な仕様は 3-2-2-3 項「機材計画」で記載する。 

⑨ 33kV取引計器パネル 

33kV 取引計器パネルは、太陽光発電システムから系統側へ逆送電（逆潮流）され

た売電電力量を計測するためのパネルである。33kV 取引計器パネルの不具合は、取

引電力料金の誤差等に影響し、太陽光発電系統連系システムと取扱う UMYU 全体に影

響する。「ナ」国の自然環境は苛酷であり、加えて電力事情も悪く頻繁に停電を繰り

返している。既設のパワーハウス屋外の PHCN 取引計器パネル隣に設置され、風雨、

砂塵から防御する必要がある。保護クラスは過酷な環境、高温度、高湿度、砂塵、ス

コールなどから 33kV取引計器パネルを守るため IP44以上にし、当パネルは屋外設置

のため、防塵並びに水平散水以上の対策を施した設計とする。機器の詳細な仕様は

3-2-2-3 項「機材計画」で記載する。 

⑩ 表示装置 

表示装置は、太陽光発電装置の稼動状況を表示し、UMYU 大学を訪れる多くの人に

対する太陽光発電設備の認知、広報、啓蒙普及を目的として設置する。更に、「ナ」

国民の日本製品の認識向上に寄与するため表示用液晶盤は日本製とする。機器の詳細

な仕様は 3-2-2-3 項「機材計画」で記載する。 
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3-2-2-2 全体計画 

本計画の施設、資機材の規模、仕様は、下記条件にて計画することとする。 

① 気象条件及びサイト条件 

表 3-2-2.8 気象条件及びサイト条件 

(a) 海 抜 541.0 m 
(b) 周囲温度 （最大）*1 43.1℃ 
(c) 周囲温度 （最低）*1 31.0℃ 
(d) 相対湿度 最大*1 90 % 
(e) 月間最多降雨量*1 370.0 mm 
(h) 最大風速 110 mile / hour 
(i) 粉 塵 考慮する 

[出所] Nigerian Meteorological Agency 

 

① 電気方式の条件 

配電電圧 ：（中圧）3相 3 線式 33 kV 

 ：（中圧）3相 3 線式 11 kV 

 ：（低圧）3相 4 線式 415/240 V 

周波数 ：50 Hz 

最大短絡容量 ：11 kV系統、12.5 kA (1 sec) 

接地系 ：11 kV系統、直接接地式 

接地抵抗 ：10 Ω以下 3相 3線式 33 kV 

色別 ：IEC規格（赤、黄、青、黒） 

② 施設計画の条件 

本計画対象地は、UMYU の敷地となるが、同敷地全体は広く本計画対象地は穏やか

な高低差であり、かつ主要道路沿いに雨水排水路が有るため、ほとんどの場所で PV

パネル設置に適した場所である。パネル配置に際しては支持架台及び基礎計画時に風

荷重による吹き上げ力にも安全な方策をとる計画とする。 

本計画対象地には本計画で必要となる昇圧変圧器、パワーコンディショナーなどの

電気機器を収容する既設建屋がないため、新たに同敷地内にパワーコンディショナー

室（平屋建て 5.0 m×15.0 m 程度）を建設する。 

新設するパワーコンディショナー室については、外気温が 1年を通じ高温であるこ

とから外からの熱を出来るだけ遮断できる構造とするため屋根材には合板材を用い、

室内天上張りを行い屋根からの熱の影響を極力低下できるよう計画する。 
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併せて、サハラの微細な砂塵の建屋内への進入を防ぐ為、防塵を考慮する。 

新設のパワーコンディショナー室内に昇圧変圧器を設置して、UMYU で使用してい

る電圧 11 kV に昇圧し、既設非常用発電建屋の電気室内設置されている 11kV 遮断器

盤まで 11kV ケーブルを管路配線で敷設し、既設遮断器盤のブスバーに接続して電力

を供給する計画とする。 

 

3-2-2-3 機材計画 

(1) 施設計画の条件 

太陽電池（850kW）は UMYUの正門から約 200m入った左側の空き地約 16,500 m2の土地に設

置される。土地は平坦な土地であるため比較的に工事が安易に可能である。パネルの配置は、

3-2-3 項の概略設計図に示されている。パワーコンディショナー等の設備は、太陽光モジュ

ール布設場所に建屋を新設し収納することとし、出力側の高圧配線は、道路下を経て UMYU敷

地内の道路をとおり約 460ｍ離れたパワーハウスへ地中ケーブルを使用して送電する。夜間

は人通りも少なり、また停電が頻発するため、パネル設置地区の周囲に太陽光発電を用いた

街灯を設け盗難防止を講じる。 

(2) 機材概略仕様 

本計画では日本側が調達・据付する太陽光発電設備については JIS,IEC 規格を適用する。

PV連系システム建設の設備・機材は据付の容易性と、据付期間の短縮を図るため、仕様品目

の小数化を図り可能な限り標準設計モデルを採用する。以下表 3-2-2.9～表 3-2-2.25 に基

本計画の概要と調達数量並びに主要機材の概略仕様を示す。メーカーによりシステムが異な

るので接続箱、集電箱、パワーコンディショナーの数は未定である。 
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表 3-2-2.9 基本計画の概要と主要機材の調達数量 

資 
機 
材 
調 
達 
と 
据 
付 
工 
事 
計 
画 

下記太陽光発電資機材の調達及び据付 数量 
太陽光発電モジュール 1 式 
太陽光発電モジュール用設置架台 1 式 
接続箱 ＊１） 1 式 
集電箱 ＊１） 1 式 
コンビネーションオペレーティングパネル １面 
パワーコンディショナー ＊１） 5～10 面 
コントロールパネル 1 面 
直流電源装置 1 面 
連系用変圧器 1 台 
11kV スイッチギア 1 面 
11kV 受電盤用不足電圧保護継電器 1 台 
33kV 取引用計器パネル 1 面 
33kV ライン保護用地絡過電圧保護継電器 1 台 
表示装置 1 式 
計装装置 1 式 
配線材料 1 式 
接地工事材料 1 式 
埋設防護管 1 式 

資 
機 
材 
調 
達 
計 
画 

太陽光発電設備用交換部品、保守道工具及

び試験器具、安全保護具 
1 式 

 

注＊１)メーカーにより個数は変動する。 

 

表 3-2-2.10 太陽光発電モジュールの仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 

1. 太陽光発電モジ
ュール 

(1) 適用規格 IEC 及び同等規格、保護クラス IP65 以上 

(2) 使用環境 熱帯、砂塵地域、1,000m 以下 

(3) 年間最高平均気温 +34.0℃ 

(4) 設置方式 地上設置方式 

(5) 種類 結晶系シリコン 

(6) モジュール効率 12%以上 

(7) モジュール容量 180W/1 枚以上 

 

表 3-2-2.11 太陽光モジュール設置用架台の仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
2. 太陽光発電モジ

ュール設置用架
台 

(1) 支持形式 鉄骨架台 
(2) 使用環境 熱帯、砂塵地域、1,000m 以下 
(3) 材質 SS400 溶融亜鉛めっき仕上げまたは同等品質 
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表 3-2-2.12 接続箱の仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
3. 接続箱 (1) 構造 屋外 壁掛け式、保護クラス IP44 以上 

(2) 使用環境 熱帯、砂塵地域、1,000m 以下 
(3) 周囲温湿度 +40℃以下、85%以上 
(4) 最大入力電圧 ストリング単位公称開放電圧(VOC)以上 
(5) 入力回路数 サブアレイ単位並列数以上 
(6) 入力電流 1 回路当りモジュール公称短絡電流(ISC)以上 
(7) 出力回路数 1 回路 
(8) 出力電流 サブアレイ公称短絡電流(ISC)以上 
(9) 内蔵機器 ・配線用遮断器：回路数 

・逆流防止ダイオード：ストリング毎 
・誘導雷保護器：全入出力回路、線間、アース間 

 

表 3-2-2.13 集電箱の仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
4. 集電箱 
 
 

(1) 構造 屋外 壁掛け式、保護クラス IP44 以上 
(2) 使用環境 熱帯、砂塵地域、1,000m 以下 
(3) 周囲温湿度 +40℃以下、85%以上 
(4) 最大入力電圧 ストリング単位公称開放電圧(VOC)以上 
(5) 入力回路数 集約される接続箱数以上 
(6) 入力電流 接続箱出力電流以上 
(7) 出力回路数 1 回路 
(8) 出力電流 サブアレイ公称短絡電流×入力回路数以上 
(9) 内蔵機器 ・配線用遮断器：回路数 

・誘導雷保護器：全入出力回路、線間、アース間 
 

表 3-2-2.14 コンビネーションオペレーティングパネルの仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
5. コンビネーショ

ンオペレーティ
ングパネル 

 
 

(1) 構造 屋内 地上設置垂直自立型、 
保護クラス IP21 以上 

(2) 使用環境 熱帯、砂塵地域、1,000m 以下 
(3) 周囲温湿度 +40℃以下、85%以上 
(4) 定格電圧 DC400V または、太陽光モジュール電圧に設定 
(5) 定格電流 DC400A または、太陽光モジュール電流に設定 
(6) 入力回路数 10 回路以上(予備パワーコンディショナー含む) 
(7) 入力電流 DC400A または、太陽光モジュール電流に設定 
(8) 出力回路数 100 回路(入力 10 回路の場合) 
(9) 出力電流 DC400A または、太陽光モジュール電流に設定 
(10)内蔵機器 ・電磁開閉器：100 回路(入力 10 回路の場合) 

・誘導雷保護器：全入出力回路、線間、アース
間 

(11)制御電源 DC100V 
(12)操作条件 ・スナップスイッチ選択による直接手動操作 

・月一回スナップスイッチ手動操作による 
シーケンス回路の確立 

・コントロール手順は単線結線図参照 
(13)保護装置 サーマルリレー：100 回路(入力 10 回路の場合) 
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表 3-2-2.15 パワーコンディショナーの仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
6. パワーコンディ

ショナー 
(1) 構造 屋内 地上設置垂直自立型、 

保護クラス IP21 以上 
(2) 使用環境 熱帯、砂塵地域、1,000m 以下 
(3) 周囲温湿度 +40℃以下、85%以上 
(4) 主回路方式 自励式電圧型 
(5) ｽｲｯﾁﾝｸﾞ方式 高周波 PWM 
(6) 絶縁方式 商用周波絶縁トランス方式 
(7) 冷却方式 強制空冷 
(8) 定格入力電圧 ストリング最大出力電圧(Vpmax)付近 
(9) 入力動作電圧範囲 ストリング最大出力電圧(Vpmax)と公称開放

電圧(Voc)が範囲内に入ること。 
(10)入力回路数 集電箱数以上 
(11)出力電気方式 3φ3W または、3φ4W 
(12)定格出力電圧 AC415V または、変圧器低圧側電圧に調整 
(13)定格周波数 50Hz 
(14)交流出力電流 

ひずみ率 
総合電流 5%以下、各次調波 3%以下 
 

(15)電力制御方式 最大出力追従制御 
(16)定格電力変換効率 90%以上 
(17)制御機能 ・自動起動・停止、ソフトスタート 

・自動電圧調整 
・入出力過電流調整 
・出力調整 

(18)系統連系保護機能 ・過電圧(OVR) 
・不足電圧(UVR) 
・周波数上昇(OFR) 
・周波数低下(UFR) 
すべて整定値、時限可変とする。 

(19)単独運転検出機能 ・能動型（次の中から１方式以上） 
①周波数シフト方式 
②有効電力変動方式 
③無効電力変動方式 
④負荷変動方式 
・受動型（次の中から１方式以上） 
①電力位相跳躍検出 
②第 3 次高調波電圧急増検出方式 
③周波数変化率検出方式 
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表 3-2-2.16 コントロールパネルの仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
7. コントロール 

パネル 
 
 

(1) 構造 屋内 地上設置垂直自立型、 
保護クラス IP21 以上 

(2) 使用環境 熱帯、砂塵地域、1,000m 以下 
(3) 周囲温湿度 +40℃以下、85%以上 
(4) 定格電圧 AC600V または、変圧器低圧側電圧に調整 
(5) 相数 3φ4W 
(6) 定格電流 AC2,000A または、変圧器定格電流並びに短絡電

流にて設定 
(7) 入力回路数 母線引込みまたは、10 回路以上 
(8) 出力回路数 1 回路 
(9) 内蔵機器 ・空気絶縁遮断器(ACB)：1 台（引出し型） 

・避雷器：3 台 
・計器用変流器：3 台 
・計器用零相変流器：4 台 
・配線用遮断器(MCCB)：4 台 
・その他附属機器：1 式 

(10)制御電源 DC100V 
(11)操作条件 ・コントロールスイッチによる空気絶縁遮断器 

を直接手動操作 
(12)計測・保護装置 ・過電流継電器：1 台(3 相保護) 

・地絡過電流継電器：1 台 
・電流計：1 台(3 相と零相計測) 
・配線用地絡過電流継電器：4 台 
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表 3-2-2.17 直流電源装置の仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
8. 直流電源装置 
 
 

(1) 構造 屋内 地上設置垂直自立型、 
保護クラス IP21 以上 

(2) 使用環境 熱帯、砂塵地域、1,000m 以下 
(3) 周囲温湿度 +40℃以下、85%以上 
(4) 入力交流定格電圧 AC415V または、変圧器低圧側電圧に調整 
(5) 入力交流相数 3 力交流相 
(6) 出力直流定格電圧 DC100V 
(7) 出力直流相数 2 力直流相 
(8) 入力交流定格電流 AC20A 以上 
(9) 出力直流定格電流 DC20A 以上 
(10)入力交流最大容量 5.6kVA 以上 
(11)出力電圧精度 1.5%以下 
(12)出力効率 75%以上 
(13)冷却方式 自冷式 
(14)出力回路数 4 回路以上 
(15)蓄電池 ・制御弁式鉛蓄電池（MSE）またはそれ以上 

・セル数：54 セル 
・蓄電池単体電圧：DC2.23V 以上 
・出力時間率：50AH 

(16)内蔵機器 ・交流変圧器：1 台 
・整流器：1 台 
・交流遮断器(MCCB)：1 台 
・配線用遮断器(MCCB)：9 台以上 
・その他附属機器：1 式 

(17)制御電源 AC240V または、DC100V 
(18)操作条件 ・サイリスタ定電圧自動制御 
(19)計測・保護装置 ・直流電圧保護装置：1 台 

・電圧計：直流 1 台 
・電流計：交流 1 台，直流 1 台 
・交流電圧入力表示ランプ：1 台 

 

表 3-2-2.18 変圧器の仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
9. 連系用変圧器 (1) 適用規格、構造 JIS, IEC 規格、屋外・垂直自立型 

(2) 使用環境 熱帯、砂塵地域、1,000m 以下 
(3) 周囲温湿度 +40℃以下、85%以上 
(4) 容量 1,000kVA 
(5) 一次電圧 3 次電圧 0m 域、 AR または、パワーコンディ

ショナー出力電圧に設定調整 
(6) 二次電圧 3 次電圧パワーコンディショナー 
(7) 周波数 50 Hz 
(8) 絶縁階級 B 種 
(9) 結線方式 Ynd11（415V 側：Y 結線，11kV 側：△結線） 
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表 3-2-2.19 11kVスイッチギアの仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
10. 11kV スイッチギア 
（既設メーカー： 

MERLIN GERIN） 
 

(1) 適用規格・構造 IEC 又は同等規格 
屋内 地上設置垂直自立型、 
保護クラス IP21 以上 

(2) 使用環境 熱帯、砂塵地域、1,000m 以下 
(3) 周囲温湿度 +40℃以下、85%以上 
(4) 定格電圧 AC11kV 以上 
(5) 相数 3φ3W 
(6) 定格電流 630A 以上 
(7) 母線短絡電流 20kA 以上 
(8) 入力回路数 1 回路 
(9) 連結方式 既設モールド絶縁母線引込み 
(10)内蔵機器 ・避雷器：3 台 

・断路器：１台 
・接地断路器：2 台 
・真空遮断器：1 台（固定式） 
・計器用変流器：3 台 
・計器用変圧器：3 台 
・その他附属機器：1 式 

(11)制御電源 AC110V 
(12)操作条件 ・機械式並びに電気式インターロックによる、

直接手動操作 
(13)計測・保護装置 ・過電流継電器：1 台(3 相保護) 

・地絡過電流継電器：1 台 
・逆相または電流不平衡継電器：1 台(3 相保護) 
・再閉路ロックアウト継電器：1 台 
・電力マルチメーター：1 台 

 

表 3-2-2.20 11kV受電盤用不足電圧保護継電器の仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
11. 11kV 受電盤用不

足電圧保護継電
器 

 
 

(1) 適用規格・構造 JIS 又は IEC, 屋内 壁掛け埋込み式 
(2) 使用環境 熱帯、砂塵地域、1,000m 以下 
(3) 周囲温湿度 +40℃以下、85%以上 
(4) 入力電圧 AC110V 
(5) 相数 3φ4W 
(6) 周波数 50Hz 
(7) 整定範囲 60V ~ 100V 相当 
(8) 動作時間 0.2S ~ 5.0S 相当 
(9) 消費電力 7.0VA 以下 
(10)制御電源 AC110V 
(11)附属装置・設備 ・電圧計：1 台 (3 相計測) 

・無電圧接点：2C (1a1b x 2) 
・テストターミナルブロック：1 式 
・テストプラグ：1 式 
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表 3-2-2.21 33kV取引計器パネルの仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
12. 33kV 取引計器パ

ネル 
 
 

(1) 構造 屋内 地上設置垂直自立型、 
保護クラス IP23 以上（防塵対策並びに水平散
水対策を施すこと） 

(2) 使用環境 熱帯、砂塵地域、1,000m 以下 
(3) 周囲温湿度 +40℃以下、85%以上 
(4) 定格電圧 AC33kV 以上 
(5) 相数 3φ3W 
(6) 定格電流 630A 以上 
(7) 母線短絡電流 20kA 以上 
(8) 入力回路数 1 回路 
(9) 連結方式 33kV ケーブル引込み 
(10)内蔵機器 ・計器用変流器（確度階級:0.5 級）：3 台 

・計器用変圧器（確度階級:0.5 級）：3 台 
・その他附属機器：1 式 

(11)制御電源 AC110V 
(12)取扱い条件 ・扉にドアロック並びに封印処理 
(13)計測装置 ・デジタル積算電力量計(検定付)：1 台 

 （計測精度：0.5 級） 
（既設 PHCN 電力量計型式：ER300P） 

 

表 3-2-2.22 33kV ライン保護用地絡過電圧保護継電器の仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
13. 33kV ライン保護

用地絡過電圧保
護継電器 

 
 

(1) 適用規格・構造 JIS 又は IEC, 屋内・壁掛け埋込み式 
(2) 使用環境 熱帯、砂塵地域、1,000m 以下 
(3) 周囲温湿度 +40℃以下、85%以上 
(4) 入力電圧 AC110V 
(5) 相数 2W 
(6) 周波数 50Hz 
(7) 整定範囲 10V ~ 50V 相当 
(8) 動作時間 0.1S ~ 30.0S 相当 
(9) 消費電力 15.0VA 以下 
(10)制御電源 AC110V 
(11)附属装置・設備 ・零相電圧計：1 台  

・無電圧接点：2C (1a1b x 2) 
・テストターミナルブロック：1 式 
・テストプラグ：1 式 

 

 



 

3-26 

表 3-2-2.23 計装装置の仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
14. 計装装置 
 

(1) 日射計 
1) 適用規格 
2) 感度 

 
ISO9060 Second class 相当 
例（6～8（O9（kW･m-2）） 

(2) 気温計 
1) 種類 
2) 形状 
3) 使用温度範囲 

 
測温抵抗体 Pt100 囲 4 線式 
簡易シェルター付 
-40℃～＋60℃ 

(3) 気象変換箱  
1) 構造 
2) 材質 
3) 入力信号 
4) 出力信号 
5) 電源 
6) 収納機器 
 

 
屋外壁掛型 
SS400 溶融亜鉛メッキ仕上げ 粉体塗装 
日射計（0-10mV）、気温計（Pt100Ω） 
4-20mA×2 
AC240V  
日射計用信号変換器、気温計用信号変換器 
配線用遮断器、誘導雷保護器 

(4) 計測監視装置（サイト側） 
1) データ計測方式 
・測定周期 
・データ収集項目 

 
2) 使用機器 

 
 

3) ソフト仕様（サーバー側） 
 

 

 
 
6 秒 
傾斜面日射強度、気温、発電電力 
計測監視装置 
シリアル信号変換器（RS485 号変換器（、発変換） 
無停電電源装置（瞬停対策用） 
計測監視装置箱 
瞬時値表示、グラフ・帳票表示 
パワーコンディショナー運転状態、障害情報表示 
パワーコンディショナー保護装置設定情報保存 

(5) 遠隔監視システム 
1) 仕様 
・サイト側データ管理 
・データ閲覧 
・データダウンロード 

2）データ閲覧権限 

 
 
 
サイト側データをデータロガーへ送信、データ蓄

積帳票データのダウンロードと帳票・グラフの表

示と印刷 
 

 

表 3-2-2.24 電線材料の仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
15. 配線材料    
モジュール～接続箱間 
 
 
 
 

(1) 適用規格 
(2) 型式 
(3) サイズ 
(4) その他 
 

 
IEC, JIS 及び同等規格 
項目 3-2-3 概略設計図による。 
同上 
同上 

接続箱～集電箱間 
 
 
 
 
 

(1) 適用規格 
(2) 型式 
(3) サイズ 
(4) その他 
 
  

IEC, JIS 及び同等規格 
項目 3-2-3 概略設計図による。 
同上 
同上 
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機器名 仕様項目 要求仕様 
集電箱～コンビネーションオ
ペレーティングパネル～パワ
ーコンディショナー間 

(1) 適用規格 
(2) 型式 
(3) サイズ 
(4) その他 

IEC, JIS 及び同等規格 
項目 3-2-3 概略設計図による。 
同上 
ケーブルグランド、接続端子、ブラケット、
架台 

コントロールパネル～変圧器
間 
 
 

(1) 適用規格 
(2) 型式 
(3) サイズ 
(4) その他 

IEC, JIS 及び同等規格 
項目 3-2-3 概略設計図による。 
同上 
既設パネル専用終端端末処理材、ボルトナッ
ト、六角端子、変圧用終端端末材料、ブラケ
ット、架台 

変圧器～11kV 既設スイッチ
ギア 
 
 

(1) 適用規格 
(2) 型式 
(3) サイズ 
(4) その他 

IEC, JIS 及び同等規格 
項目 3-2-3 概略設計図による。 
同上 
既設パネル専用端末処理材、ボルトナット 
六角端子、ブラケット、架台 

33kV 既設取引計器パネル～
33kV 新設取引計器パネル 
 

(1) 適用規格 
(2) 型式 
(3) サイズ 
(4) その他 

IEC, JIS 及び同等規格 
項目 3-2-3 概略設計図による。 
同上 
ケーブルグランド、接続端子 

11kV 既設スイッチギア～コ
ントロールパネル 
 

(1) 適用規格 
(2) 型式 
(3) サイズ 
(4) その他 

IEC, JIS 及び同等規格 
項目 3-2-3 概略設計図による。 
同上 
ケーブルグランド、接続端子 

コントロールパネル～表示装
置 
 

(1) 適用規格 
(2) 型式 
(3) サイズ 
(4) その他 

IEC, JIS 及び同等規格 
項目 3-2-3 概略設計図による。 
同上 
RJ45 コネクタ及び同等品 

コントロールパネル～データ
ロガ 
 
 
 

(1) 適用規格 
(2) 型式 
(3) サイズ 
(4) その他 
 

IEC, JIS 及び同等規格 
項目 3-2-3 概略設計図による。 
同上 
ケーブルグランド、接続端子 
 

電気室～気象変換箱 
通信ケーブル 
 

(1) 適用規格 
(2) 型式 
(3) サイズ 
(4) その他 

IEC, JIS 及び同等規格 
項目 3-2-3 概略設計図による。 
同上 

接地工事材料 
 

(1) 適用規格 
(2) 型式 
(3) サイズ 
(4) その他 

IEC, JIS 及び同等規格 
項目 3-2-3 概略設計図による。 
同上 
接地棒 14 mm2×1.5 m 

表 3-2-2.25 埋設防護管の概要 

機器名 仕様項目 要求仕様 
16. ケーブル保護管 (1) 適用規格 IEC, JIS 及び同等規格 

(2) 材質 ケーブル保護用鋼管または、ケーブル用可とう管
または、波付硬質ポリエチレン管 

(3) サイズ 項目 3-2-3 概略設計図による。 
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3-2-3 概略設計図 

 全体配置図及びケーブルルート図（General Layout Plan and Cable Route Plan） 

 システムフロー図（System Flow Diagram） 

 33kV及び 11kV単線結線図（Single Line Diagram for 33kV and 11kV Line） 

 太陽光パネル群単線結線図（Single Line Diagram for Solar Farm） 

 コンビネーション運転パネル単線結線図（Single Line Diagram for Combination 

Operating Panel） 

 パワーコンディショナー室平面図（Layout Plan for Power Conditioner Room 

 既設発電建屋配置図（Layout Plan for Existing Power House） 
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3-2-4 施工計画／調達計画 

3-2-4-1 施工方針／調達方針 

本計画は、我が国の環境プログラム無償資金協力のスキームに基づき実施される。従って、

本計画は日本政府により事業実施の承認がなされ、両国政府による交換公文(E/N)並びに贈与契

約（G/A）が取り交わされた後に実施に移る。調達代理機関は日本政府により、「ナ」国側へ推

薦されウマル・ムサ・ヤラドゥア大学(Umaru Musa Yar’adua University) が受任者として本体

契約（入札、資機材調達）が適正且つ円滑に履行されるように本計画の業務実施を管理する。 

① 事業実施主体 

本計画の無償資金協力に係る交換公文・贈与契約（以下 E/N・G/A）締結後、「ナ」

国政府は、施工監理コンサルタント及び調達業者の選定・契約を調達代理機関に委託

する。また、施工監理コンサルタント及び調達業者は、調達代理機関と契約を締結し、

それぞれの業務を実施する。 

② 主管官庁 

本計画の「ナ」国側の主管官庁は、国家電力省（Federal Ministry of Power）で

ある。 

③ 実施機関 

本計画の実施機関は、ウマル・ムサ・ヤラドゥア大学(Umaru Musa Yar’adua 

University) である。本計画は環境プログラム無償資金協力案件として、「ナ」国政

府側の主管官庁である国家電力省と日本の調達代理機関が締結する調達代理契約に

基づいて実施される。 

上記の他に、本計画に係る「ナ」国の主な関係機関は以下の通りであり、実施段階では各機

関との十分な情報共有、調整が必要である。各機関との調整に当たっては、ウマル・ムサ・ヤ

ラドゥア大学の再生可能エネルギーセンターが窓口として対応することとなる。 

- 国家計画委員会（National Planning Commission : NPC） 

- エネルギー委員会（Energy Commission of Nigeria : ECN） 

- ナイジェリア電力規制委員会（Nigerian Electricity Regulatory Commission） 

- 国家科学技術省（Federal Ministry of Science and Technology） 

なお、「「ナ」国政府側の主な関係省庁・機関と日本政府は、各々の代表からなる政府間協議

会を設置し、国レベルで確認を要する事項の協議を実施する。さらに、調達代理機関はワーキ

ング・グループを設置し、進捗状況の確認、技術的確認事項などの協議を実施する。 

以下に本計画の実施体制を示す。 
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図 3-2-4.1 実施体制 

 

④ 調達代理機関 

a 実施内容 

機材調達に係る入札図書のとりまとめは、調達代理機関が行い、本プロジェクトの

入札管理業務及び調達業務が開始される。調達代理機関は、日本政府により「ナ」国

側に推薦され、実施責任機関の受任者として本体契約のコンポーネントが適正、且つ、

円滑に実施されるように総合的な監理を実施・履行する。 

入札業務管理として、代理機関契約、銀行手続き及び入札図書作成のうち業者契約

に係る書類の作成、並びに、入札図書配布と入札／入札評価及び調達業者契約業務な

どを行う。 

また、工事監理業務は、本邦調達代理機関から派遣された統括者が、支払い業務を

含めた資金管理や、残預金が発生した場合の使途計画を含め、実施内容の確認、両国

政府への進捗報告、「ナ」国側との協議・調整・報告を随時実施する。 

国家電力省 

（FMP） 

エネルギー委員会 

（ECN） 

国家科学技術省 

（FMST） 
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b 実施体制 

 入札業務管理期間 

調達代理機関は入札に係る図書の取りまとめ、機材仕様書の確認、入札の実施及び

入札業者・企業の評価等を実施するが、「ナ」国の機材調達における競争入札などに

より、入札業務が煩雑となることが予想されるため、補助要員として現地人を雇用す

る。また、入札図書の内容に係る技術的な質疑応答や、入札業者の技術プロポーザル

部分を適性に評価する必要があることから、本邦コンサルタントが技術部分の補助を

行う。 

 工事管理期間 

調達代理機関は、施工期間中の統括的な管理を行うが、本邦コンサルタントの主導

による施工監理の下、調達代理機関の管理は要所の確認のみ実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-4.2 調達代理機関管理体制 

 

⑤ 施工監理・調達監理コンサルタント 

本計画の詳細設計、施工監理・調達監理を実施するコンサルタントは、本計画の準

備調査を実施したコンサルタントが貴機構より推薦を受け、調達代理機関と契約した

後、詳細設計、入札補助並びに施設建設の施工品質・工程・安全等の監理及び調達機

材における品質・機能・性能・員数の確認、輸送中における外観上の損傷等の確認等

の監理業務を行う。なお、確認事項に異常が認められた場合、速やかに報告書を作成

し、関係者にて対処協議を行うこととする。また、施工監理を担当するコンサルタン

トは施設施工業者の出来高を評価する。 

⑥ 施設施工業者・機材調達業者 

入札により調達代理機関に選定された業者は、調達代理機関との契約書に基づき内

容を良く把握し、これを遅延無く確実に履行しなければならい。 

 

  

機材調達監理担当 

《統括管理者》 

会計 事務員 

調達代理機関監理体制 

コンサルタント 
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3-2-4-2 施工上／調達上の留意事項 

① ｢ナ｣国の建設事情 

「ナ」国では建設工事に携わる作業員（労務者）の確保は可能であるが、工程、品

質、安全管理等の専門技術を持った熟練作業員や技術者は少ない。従って、日本の請

負業者は必要に応じて日本から技術者又は熟練作業員を「ナ」国へ派遣する必要があ

る。 

一方、「ナ」国において本件規模の PV システムの据付工事実績はなく、かつ機材

据付時並びに据付け後の調整・試験等には、技術レベルの高い技術者を必要とするこ

とから、労務者以外の現地業者の活用は困難である。そのため、本計画の据付工事に

当たって、日本の請負業者は現地業者から労働者、据付工事機材等の調達を行い、日

本から技術者を派遣することが望ましい。また、当該据付期間に日本の技術者によっ

て、｢ナ｣国技術者に OJTを実施し技術移転を図るものとする。 

① 施工計画上の留意点 

a. 「ナ」国では 7月から 10月が最も降雨量が多いため掘削作業及び高圧ケーブルの端末

処理作業については同期間を避けて実施するよう施工計画を策定する必要がある。 

b. 既設設備との接続工事に当たっては、停電時間が最小限となるよう施工計画を策定す

る必要がある。可能であれば、大学の休校時期に接続工事を行う様に工程を立案する。 

c. 埋設ケーブルの掘削に際しては、既設電力ケーブル、下水配管及び電話線等に十分注

意して作業をすると共に、それ等地下埋設物の拡張工事等との工事時期が重ならない

ような工程を立案する必要がある。 

② 現地資機材の活用について 

「ナ」国では、太陽光発電モジュールを設置する架台及びその基礎工事に使用する

骨材、セメント、鉄筋等は、品質・納期に対する管理並びに指導が必要であるが、現

地調達が可能である。このため、施工計画の策定に当たり、可能な限り、基礎工事用

資機材の調達に当っては現地で調達可能な資機材を採用することとする。 

③ 安全対策について 

本計画対象地域は、UMYU 構内及びカツィナ市内であることから治安上の問題は少

ないが、工事期間中、資機材の盗難防止及び工事関係者の安全確保等には十分留意す

る必要がある。このため、「ナ」国側が安全対策上必要な措置を講じることは必須で

あるが、日本側としても、警備員を配置する等の安全対策を考慮する。 

④ 免税措置について 

本計画で調達する資機材に関する通関及び関税の免税を受けるためには、事前に請

負業者から国家電力省経由で財務省（Ministry of Finance）に免税の為の申請を行

うことが必要である。これにより、関税及び内国税が免税となるが、これは事前還付

方式ではなく、「ナ」国実施機関による税負担が発生しない完全免税方式となること
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が確認された。 

⑤ 輸送について 

通常「ナ」国への海上輸送資機材については、国際港であるラゴス港から荷揚げす

ることになる。同港にて通関手続きを行うが、「ナ」国には第三者検査会社による揚

地検査が義務付けられており、通常この検査を含めた通関手続きには少なくとも 2週

間を要するため、輸送計画はこの手続きに留意して計画する。同港から内陸輸送のた

めの輸送会社は約 6社あり、過去に無償資金協力案件でも実績が有ることから内陸輸

送には問題はない。日本国からの調達機材の輸送には、長期間の海上輸送、港の荷揚

げ、本計画地までの内陸輸送並びに保管に充分耐え得る梱包方法を採用する。 

 

3-2-4-3 施工区分／調達･据付区分 

本環境プログラム無償資金協力の実施において、我が国と「ナ」国側の詳細な施工負担区分

は、表 3-2-4.1に示すとおりである。 

表 3-2-4.1 ｢ナ｣国側の施工負担区分 

No. 項目 日本 ｢ナ｣国 備考 

1 機材据付予定地の確保  ○  

2 機材据付予定地の整地工事・障害物撤去移設工事  ○ 蟻塚の撤去を含む 

3 敷地内塀・門扉の設置工事 ○   

4 施設建設工事並びに機材据付 ○  施設建設工事に伴う仮

設工事含む 

5 電気工事    

(1) 電気工事    

 a) 建屋内配電工事（照明設備、コンセント等） ○   

 b) 敷地内外灯工事 ○   

 c) 受電盤設置 ○   

(2) 対象敷地内排水工事（雨水） ○   

(3) 電話・通信工事    

 a) 幹線工事（サイトまで）  ○  

 b) 建屋内配線・ピット工事 ○   

6 B/A に基づく銀行口座の開設手数料  ○  

7 輸送・通関手続き及び諸税の取扱い    

(1) 調達機材に関係する製品の非援助国（「ナ」国）

までの海上輸送（空輸）の責任 
○   

(2) 「ナ」国積み下し港における税負担と通関手続き  ○  

(3) 
「ナ」国積み下ろし港から、国内のサイトまでの

調達機材等の輸送 
○   

(4) 建設資機材調達に係る「ナ」国内付加価値税の免

税措置/税負担 
 ○  
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No. 項目 日本 ｢ナ｣国 備考 

8 施設及び調達機材の運営維持管理に関する OJT ○  
「ナ」国側は OJT を受

講する要員を選任する 

9 施設及び調達機材の運営維持管理  ○  

10 無償援助に含まれないその他の費用  ○  

注: ○は施工負担を示す。 

 

3-2-4-4 施工監理／調達監理計画 

我が国の環境プログラム無償資金協力のスキームに基づき、コンサルタントは概略設計の趣

旨を踏まえ、実施設計業務・施工監理業務について一貫したプロジェクトチームを編成し、円

滑な業務実施を図る。コンサルタントは施工監理段階において、本計画対象サイトに最低限 1

人の技術者を常駐させ、工程管理、品質管理、出来形管理及び安全管理を実施する。更に、必

要に応じて、国内で製作される資機材の工場検査及び出荷前検査に国内の専門家が立会い、資

機材の現地搬入後のトラブル発生を未然に防ぐように監理を行う。 

① 施工監理の基本方針 

コンサルタントは、本工事が所定の工期内に完成するよう工事の進捗を監理し、契

約書に示された品質、出来形及び資機材の納期を確保すると共に、現場での工事が安

全に実施されるように、請負業者を監理・指導することを基本方針とする。 

以下に主要な施工監理上の留意点を示す。 

① 工程監理 

請負業者が契約書に示された納期を守るために、契約時に計画した実施工程、及び

その実際の進捗状況との比較を各月または各週に行い、工程遅延が予測されるときは、

請負業者に対し注意を促すと共に、その対策案の提出と実施を求め、契約工期内に工

事及び資機材の納入が完了する様に指導を行う。計画工程と進捗状況の比較は主とし

て以下の項目による。 

a 工事出来高確認（資機材工場製作出来高及び土木工事現場出来高） 

b 資機材搬入実績確認（太陽光発電設備、配電資機材及び土木工事資機材） 

c 仮設工事及び建設機械準備状況の確認 

d 技術者、技能工、労務者等の歩掛と実数の確認 
 

② 品質、出来形管理 

製作・納入・据付けられた資機材及び建設された施設が、契約図書で要求されてい

る資機材及び施設の品質、出来形を満足しているか否かを、下記項目に基づき監理を

実施する。品質、出来形の確保が危ぶまれるときは、コンサルタントは直ちに請負業
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者に訂正、変更、修正を求める。 

a 資機材の製作図及び仕様書の照査 

b 資機材の工場検査立会いまたは工場検査結果の照査 

c 梱包・輸送及び現地仮置き方法の照査 

d 資機材の施工図、据付要領書の照査 

e 資機材の試運転・調整・試験・検査要領書の照査 

f 資機材の現場据付工事の監理と試運転・調整・試験・検査の立会い 

g 機材据付施工図・製作図と現場出来形の照査 
 

③ 安全管理 

請負業者の責任者と協議・協力し、建設期間中の現場での労働災害、事故を未然に

防止するための監理を行う。現場での安全管理に関する留意点は以下のとおりである。 

a 安全管理規定の制定と管理者の選任 

b 建設機械類の定期点検の実施による災害の防止 

c 工事用車輌、建設機械等の運行ルートの策定と徐行運転の徹底 

d 労務者に対する福利厚生対策と休日取得の励行 

e 資機材の盗難防止対策と警備員の配置 
 

④ 施工監督者 

請負業者は太陽光発電モジュールの架台建設工事、並びに太陽光発電関連資機材を

調達・据付すると共に、配電・通信用ケーブルの据付工事を実施する。同工事を実施

するために、請負業者は「ナ」国現地業者を下請契約により雇用することになる。従

って、請負契約に定められた工事工程、品質、出来形の確保及び安全対策について、

請負業者は下請業者にもその内容を徹底させる必要があるため、請負業者は海外での

類似業務の経験を持つ技術者を現地に派遣し、現地業者の指導・助言を行うものとす

る。 

 

3-2-4-5 品質管理計画 

コンサルタントの施工監理要員は、本計画で調達される資機材の品質及びそれらの施工／据

付出来形並びに、契約図書（技術仕様書、実施設計図等）に示された施設・資機材の品質が、

請負業者によって確保されているかどうかを、下記の項目に基づき監理を実施する。品質の確

保が危ぶまれる時は、請負業者に訂正、変更、修正を求める。 
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① 資機材の製作図及び仕様書の照査 

① 資機材の工場検査立会い又は工場検査結果報告書の照査 

② 梱包・輸送及び現地仮置き方法の照査 

③ 資機材の施工図及び据付要領書の照査 

④ 資機材に係る工場及び現場における試運転・調整・検査要領書の照査 

⑤ 資機材の現場据付工事の監理と試運転・調整・検査の立会い 

⑥ 施設施工図と現場出来型の照査 

⑦ 竣工図の照査 

 

3-2-4-6 資機材等調達計画 

本計画で調達・据付けられる PVモジュール及びパワーコンディショナー等の主要機材は、「ナ」

国では製作していない。現地にはこれら太陽光発電販売店は存在するものの、品質、数量の確

保は困難である。本計画の太陽光発電資機材主要機材の調達先は環境プログラム無償の主旨に

基づき日本製品とする。但し、日本製品の採用に当たっても「ナ」国技術者による当該設備の

運転・維持管理の容易性、予備品調達や故障時対応等のアフターサービス体制の有無に配慮し

て選定する必要がある。 

一方、UMYUの既設電気室に設置予定の 11 kV遮断器盤については、日本では 11 kVの電圧階

級が無く、日本で製作すると製品寸法が大きくなる及び製作に時間を要することになる。よっ

て、現在同大学で使用している遮断機盤は欧州製品であることから DAC 加盟国の第三国製品の

適用についても考慮する必要がある。 

上記から、本計画で使用する資機材の調達先は下記のとおりとする。 

① 現地調達資機材 

パネル架台、セメント、砂、コンクリート用骨材、鉄筋、木材、ガソリン、ディー

ゼル油、工事用車両、クレーン、トレーラー、その他仮設用資機材を含む工事用資機

材 

① 日本国調達資機材 

太陽光発電モジュール及び架台、パワーコンディショナー、昇圧用変圧器、表示装

置、配線材料他 

② 日本国又は第三国調達資機材 

遮断器盤、配線材料他 
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3-2-4-7 初期操作指導・運用指導等計画 

初期操作・運用指導は現場での OJT（On the job training）を基本とする。太陽光発電系統

連系システム（以下 PV連系システムと称す）を設置運用するには、現場の電気技術者が太陽光

発電に関して十分な知識を持たねばならない。図 3-2-4.3 に PV 連系システムの据付工事、初

期操作・運転指導（OJT）のスケジュールを示す。 

 

図 3-2-4.3 初期操作指導スケジュール 

本計画の工程は業者契約後、機器製作図作成承認、機器製作で約 6 ヶ月、日本から現地への

輸送に約 3ヶ月必要で、据付工事は試運転・調整機関を含めて、開始から引渡しまで約 8ヶ月、

合計約 17ヶ月必要と予想される。 

コンサルタントによるソフトコンポーネントは、据付工事期間の約 8 ヶ月の期間中に 4 回開

催する計画であり、PV連系システムの運転管理者はソフトコンポーネントの研修を受けねばな

らない。ソフトコンポーネントの研修は 3-2-4-8 項の「ソフトコンポーネント計画」で詳しく

記載する。ソフトコンポーネントの研修では OM マニュアルの作成から PV システムの基礎、PV

連系システムの特徴などを座学と実習で学ぶ。また運転管理者は設置工事中の PV連系システム

を使い、設置工事の研修を通して据付方法、据付の留意点を習得する。 

運転管理者は基本的な太陽光発電の知識を習得したあと、実際の運転を PV連系システム建設

の日本人技術者（以下設置業者と称す）から実際の運転技術を習得する。現在のところ初期検

査、試運転は業者契約後約 16.5ヶ月後からの予定である。 

(1) 初期操作指導計画 

PV連系システム運転管理者は既に、本 OJTより前に実施されるソフトコンポーネントを通

して、太陽電池、PV連系システムの基本を習得しているものとする。 

PV連系システム運転管理者（以下運転管理者と称す）は設置業者とともに下記の事項を実

施する。 

 太陽光発電系統連系システム完成時、運転開始前の検査、点検、測定 

 試運転方法 

 運転開始後の日常点検 

モジュール検査

検収・竣工引渡し

準備工事

基礎工事

試運転

運転指導

月

据付工事

OJT

1 6 7 10 11 128 92 3 4 5
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① 運転開始前の検査、点検、測定指導 

 運転を開始する前に実施する検査、点検、測定は 3-4-1 項｢日常点検と定期点検｣

で詳しく記載する。検査、点検、測定した結果は必ず記録しておく。 

 主な検査、点検指導 

設置業者は下記事項を運転管理者へ技術移転する。 

a 太陽電池モジュール、アレイの点検 

建設時に輸送中の破損、損傷がないか十分チェックをする。表面ガラスのひび、割

れ、変色などがないかチェックする。 

b 配線、ケーブルなどのチェック 

太陽電池システムは寿命が長いので、電線、ケーブルなどの設置工事時の損傷、ね

じれなどが絶縁抵抗の低下、絶縁破壊の事故原因になることがある。工事が完成する

とチェックが出来ない部分に関しては記録をしておく。日常点検、定期点検は目視に

より損傷の有無を確認する。 

c 接続端子部の確認 

パワーコンディショナーなどは輸送中ネジの緩むことがある。工事配線中の仮配線

のままのもの、テストなどで緩めたケースなどがそのままの状態であることがある。

運転前は端子部のネジの緩みを確認する。また極性、正極（P または＋）、負極（N

またはー）端子の間違え、直流回路、交流回路の配線間違いなどがないようにチェッ

クする。 

d その他周辺機器の点検 

その他の機器に関しても目視検査で異常がないかをチェックする。 

 

(2) 測定指導と安全対策指導 

運転管理者は運転開始前に設置した PV モジュールが正しく作動し、性能を保持している

かチェックする。運転管理者、作業補助者は実際の作業前に PVアレイの取り扱いに関する安

全対策の指導を設置業者から受ける。 

① 安全対策 

作業開始前に安全対策（服装及び感電対策）を遵守し下記の点を守ることが大切で

ある。 

a 服装 

 ヘルメットの着用、スニーカー、腰袋 

b 感電防止 

 作業前に太陽電池ストリングの一端をはずしておく。 
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 低圧絶縁手袋を着用 

 絶縁処理された工具を使用 

 雨天時は作業をしない。 

② PVアレイの検査：電圧、極性の確認、短絡電流の測定 

 太陽電池モジュールが正しく施工され、仕様書どおりの電圧が出ているか確認する。 

a 正負極は間違えないか、電圧計でストリングごとに確認する。 

 短絡電流の測定 

b 太陽電池モジュールが仕様書に記載されている短絡電流が流れるか電流計で測定する。 

 

③ 絶縁抵抗測定 

太陽光発電システムに通電して良いかどうかを確認するために絶縁抵抗試験をす

る。建設後運転開始前、定期点検時、又は事故時不良箇所の特定のため、修復したあ

とに絶縁抵抗を測定する。絶縁抵抗を測定したら抵抗値を記録しておく。使用電圧が

300V以上の場合は 0.4MΩ以上必要である。 

④ 接地抵抗測定 

漏電事故による人身事故、火災などから人命、財産を守るため電機機器の接地は重

要である。接地工事は A,B,C,D の 4 種類の工事がある。A 種、C 種、D 種接地工事は

電気機器や、ケーブルの金属外装などの非充電部分に実施する。B種設置工事は特別

高圧又は高圧を低圧に降圧する変圧器の低圧側電路に実施する工事である。高圧の金

属製外箱は 10Ω以下にする、300Vを越える低圧外箱は 10Ω以下であるが、電路に地

絡を生じた場合 0.5 秒以内に電路を遮断する装置を設けた場合は 500Ω以下でよい。

本計画の太陽電池アレイは電圧が 300V以上あるので接地抵抗は 10Ω以下とする。 

 

(3) 運転開始前、各機器の整定値、整定時間の調整 

運転管理者は設置業者とともに PV 連系システムの各機器の整定値、整定時間などを調整

する。 

整定値、整定時間の主なものは下記のとおり。 

・保護継電器の整定値の確認 

・交流電力復旧の場合、投入阻止時間の確認 

・直流電源喪失の場合のシステム停止確認 

・交流電源喪失の場合のシステム停止確認 

整定値、整定時間を設定したら、正しく作動するか入念にチェックする。詳しくは 3-2-4-7

項「日常点検と定期点検」に記す。 
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(4) 運用指導計画 

PV連系システムは運転に入ったら、ディーゼルエンジン発電機と異なり操作の必要がない。

PV 連系システムは自動的に毎日稼動するが、何らかの原因で PV 連系システムが停止したあ

とは確認後手動でスイッチを投入する。運転初期は半導体、PVモジュールの不具合が発生す

ることがあるので、毎日点検する必要がある。PV連系システム運転初期（OJT期間中）、運転

管理者は設置業者と共に PV設置サイトを巡回し点検場所、点検のコツを習得する。 

a 運転マニュアルを作成 

運転管理者は設置業者から習得した技術をベースに自分の運転マニュアルを作成

する。 

b 日常点検記録ノートを作成、保管 

日常点検項目は 3-4-1項「日常点検と定期点検」に詳しく記載する。運転管理者は

日常点検項目を点検したあと、点検結果を記録する点検記録ノートを作成し保管する。

記録をとることにより各機器の異変を感知できる。 

c 日射量と発電量チェック 

運転管理者は日射量と発電量を常にチェックする。このチェックにより、運転管理

者は PV モジュール、パワーコンディショナーなどに不具合が発生した場合、異変を

感知できる。 

d パネルの清掃 

運転管理者は日常点検でパネルの汚れを常に監視する。特に乾季ハマターンの季節

は毎日パネルを清掃させる。 

 

3-2-4-8 ソフトコンポーネント計画 

① ソフトコンポーネントを計画する背景 

「ナ」国は、2003 年に策定した「国家エネルギー計画」において、再生可能エネ

ルギーを持続可能なエネルギー供給の一つの柱と位置付け、2005 年に「再生可能エ

ネルギーマスタープラン」を策定し、太陽光、風力、小水力、バイオマス等の再生可

能エネルギーの導入に取り組んでいる。しかし、再生可能エネルギー導入促進のため

の政策、規制、制度的枠組みが十分整備されていないことや、多額の初期投資のため

の資金調達が困難なことが障害となり、再生可能エネルギーの導入は思うように進ん

でいない。 

本プロジェクトにおける太陽光発電設備の設置対象サイトは UMYU である。大学の

施設の運営は Directorate of Physical Planning and Development Organization (以

下 DPPDまたは施設部と称す)が担当している。施設部はエンジニアリング・サービス

と建築サービスの 2部門に分かれている。エンジアリング・サービス部門は電気、機
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械、土木課から構成されている。これらの部門は大学全体の電気、機械、土木関係の

メンテナンス、運営を実施している。構成人員は電気 15 名、機械 3 名、土木 5 名で

構成している。電気課は大学の受電設備、非常用発電機、電気設備、の運転・保守を

担当している。 

再生可能エネルギーセンター（以下 CeRERと称す）は現在センター建物を建設中で

ある。現 CeRERは次の 4グループから構成されている。 

a 太陽光発電、太陽熱利用、代替燃料グループ（PVグループ） 

b バイオ燃料グループ 

c マイクロハイドロ、風力発電グループ（MHP, Wind） 

d 省エネルギーグループ(Energy Efficiency) 

各グループの責任者は、大学との兼任である。CeRERの要員は現在 5人である。所

長は長期休暇中（期間は 2012 年 3 月まで）のソコト大学のズル教授で CeRER を改革

中である。新 CeRER を構築するために大学各部、施設部から代表者が集まり委員会を

結成し、新 CeRER の方向性を検討している。センター建物は 2011 年中に完成予定で

ある。本プロジェクトで設置される太陽光発電装置の運転・維持管理は CeRER が担当

し、DPPDの支援を受けることになった。 

 

図 3-2-4.4 再生可能エネルギーセンター組織 

 

 大学の太陽電池経験 

UMYU大学の ICT（Information Communication Technology）部門に、海外の支援に

よってパラボラアンテナ用とコンピューター用に 2 系統の太陽光発電システムが設

置されている。コンピューター用はチャージコントローラーが壊れ、使用されていな

い。現 CeRER の PV グループは太陽電池に関する計画、調達、据付、運転等の経験は

無くスタッフも存在しない。PV グループのスタッフは CeRER が新規雇用する予定で

ある。施設部には太陽電池による街路灯が設置されているが、本プロジェクトのよう

な大型な系統連系システムは最初となる。系統連系型太陽光発電システムはナイジェ

リアでは最初の事例であり、本計画を成功させるため、可能な限り多くの関係省庁な

どがプロジェクトに参加することが望ましい。 
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② 現状の課題 

 PV連系システムに関する維持管理体制が明確化されていない。 

 PVの基本、PVシステム基礎知識が乏しい。 

 PV連系システムに関する技術知識が乏しい。 

 PV連系システムに係わる電気技術知識が不足している。 

 PV連系システムに関する維持管理概念及びその方法についての知識が乏しい。 

 PV連系システムに関するトラブルシューティング対応が困難である。 

以上、現状の問題点とその改善案をまとめると次表のようになる。 

 表 3-2-4.2 現状の問題点とその改善案 

 

現状の問題点 改善案 ソフトコンポーネントによる指導 

・PV 連系システムに関する
維持管理体制が明確化さ
れていない。 

・CeRER が主体となり、CeRER
内に維持管理体制が確立する。 

・最適な維持管理体制の提言を行
い、関係各機関各者と協議・検
討を行う。 

PV 連系システムに関する
技術知識が乏しい。 

・PV 連系システムの維持管理マ
ニュアルを整備する。 

・マニュアルの作成及び実施指導
を支援する。 

PV 連系システムに係わる
電気技術知識が不足してい
る。 

PV 連系システムに係わる電気技
術について管理 

マニュアルを整備する。 

マニュアルの作成及び実施指導を
支援する。 

・PV 連系システムに関する
維持管理概念及びその方
法についての知識が乏し
い。 

 

 

・「連系型」PV システムに関する
維持管理技術トレーニングを
実施する。 

・モニタリング方法、定期点検方
法等モニタリングに関するト
レーニングを実施する。 

・適正な PV システムに関する技術
トレーニングを実施する。 
 

・適正なモニタリングに関する技
術トレーニングを実施する。 

・PV 連系システムに関する
トラブルシューティング
対応が困難である。 

・維持管理マニュアルにはトラブ
ルシューティングも含め策定
する。 

・マニュアルの実施指導、啓蒙活
動を行い、維持管理が適切に行
なわれるようにする。 

・マニュアルの作成及び実施指導
を支援する。 
 

・同 上 

 

③ ソフトコンポーネントの目標 

本計画の対象機材の運営維持管理は、実施機関である CeRERが設備を所有した形態

において、維持管理マニュアルに基づき、持続的で円滑な運営維持管理が実施できる

ことを目標とする。 
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④ 成果達成度の確認方法 

実施工程は４回に分け、各工程にて表 3-2-4.3のカテゴリーの 1～4を順次実施す

るが、各工程での成果の達成度を以下の通りに確認・評価する。 

カテゴリー１： 運転管理マニュアルの評価・指導 

        表 3-2-4.3内 1.3 の理解度確認レポート作成 

        PVモジュールを使用し実験、測定指導 

カテゴリー２： 表 3-2-4.3 内 2.1～2.3 理解度確認レポート作成 

       表 3-2-4.3内 2.4～2.5 現場での機材検査、据付工事の実習 

カテゴリー３： 表 3-2-4.3 内 3.1～3.2 点検、検査、調整指導 

     表 3-2-4.3内 3.3～3.6 運転管理者へのインタビュー調査 

及び実作業評価 

カテゴリー４： 表 3-2-4.3 内 4.1～4.4 運転管理者へのインタビュー調査 

及び実作業評価 

 

⑤ ソフトコンポーネントの活動（投入実施計画） 

本計画対象機材の維持管理方法を具体的に理解し実践してもらうために以下の活

動を実施する 

a ソフトコンポーネント実施内容 

PV連系システムについて、無償資金協力の対象地域である UMYUでは初めての導入

となることから、実施機関である UMYUには PV連系システムに関する運営維持管理の

ノウハウはほぼ無いといえる。そのため、太陽光発電の基礎レベルから太陽光発電設

備の維持管理に係る応用レベルまでの広い範囲についてトレーニングを実施する。具

体的な内容は表 3-2-4.3に示すとおりであり、カテゴリー１～4に大別できる。実施

工程は、カテゴリー1～4で各 1回実施する。 
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表 3-2-4.3 トレーニング内容 

カテゴリー 具体的実施内容 

1．O&M 体制の構築 

1.1 O&M 実施者の責任内容の明確化 

1.2 「ナ」国側と相互協力にて O&M マニュアルの作成 

1.3 太陽光技術 

1.4 PV システムの原理と基礎知識 

1.5 PV システムと電気技術の基礎 

1.6 導入システムの概要 

2．技術トレーニング１ 

2.1 系統連系ＰＶシステムの特徴 

2.2 系統連系ＰＶシステ導入時の検討課題 

2.3 逆潮流有無技術 

2.4 機材検査 

2.5 据付技術 

3．技術トレーニング２ 

3.1 システム点検・検査 

3.2 試運転・調整 

3.3 メンテナンス 

3.4 トラブルシューティング 

3.5 O&M マニュアルの適正化 

3.6 O&M 体制の評価 

4．モニタリング 

4.1 モニタリング方法の適正化 

4.2 日常点検 

4.2 定期点検 

4.3 評価項目 

4.4 モリタリング結果報告 

b 「ナ」国側への説明 

ソフトコンポーネントの実施にあたっては、基本的に実施機関、UMYU の CeRER の

協力が不可欠であり、コンサルタントは、ソフトコンポーネントの目的、実施内容、

活動スケジュール等についてワークショップを開催し、理解を徹底させる。「ナ」国

からの参加者は、本計画の対象である CeRER（再生可能エネルギーセンター）に加え、

大学施設部、FMP、PHCNの関係者を含む。大学施設部以外の関係者はシステム維持管

理体制の基本事項について正しく認識してもらうことと、将来「ナ」国の太陽光発電

系統連系システムの普及の参考にしてもらうことを目的とする。本計画対象機材は、

新規に据付けされるシステムであり、ほとんど基礎からシステムの維持管理体制を作

り上げる必要がある。そのため、ソフトコンポーネントは据付工事開始前から開始し、

基礎レベルから順次実施していく。 

c PVシステム運営委員会（仮称）の設置 

開始直後、CeRERはソフトコンポーネントの円滑な実施とソフトコンポーネント終
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了後の持続的運用を促進するため、PV システム運営委員会（仮称）を設置する。同

委員会は、ソフトコンポーネントの実質的窓口となり、推進を行うと共に、本計画期

間中または必要に応じ本計画終了後も本機材の維持管理が持続的かつ円滑に行われ

るよう PV システム運営委員会を定期的に主催する。これはソフトコンポーネントの

達成状況把握、意見交換、課題討議の場とする。 

d 維持管理マニュアル作成 

本計画中に、CeRERは、コンサルタントと協議し、維持管理活動を行うためのマニ

ュアルを作成する。「ナ」国側のイニシアティブを引き出すために CeRER が主体とな

り、マニュアルの原案を作成し、それについてコンサルタント側で評価・コメント・

フィードバックし、維持管理マニュアルを完成させる。また、この維持管理マニュア

ルは、トラブルシューティングを含み作成する。 

 

⑥ ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

本件ソフトコンポーネントの活動を有効的に、かつ効率的行うためには、「ナ」国

側に PVシステム運営委員会を設置する。PVシステム運営委員会はコンサルタントの

意向を十分に汲み取りながら機材据付後の機材の維持管理活動を主体的に行う。この

委員会は、CeRER と大学施設部から 5 名程度（例：実際の維持管理者及びその上司）

で構成し、実施体制は以下の組織図とする。 

 

図 3-2-4.5 PVシステム運営委員会実施体制（案） 
 

表 3-2-4.4 PVシステム運営委員会実施体制（案） 

担 当 日本人コンサルタント CeRER、施設部 

本計画の組織 2名 
5名程度 

（実際の維持管理者及びその上司） 

本計画の運営方法 全体の進捗状況の管理 業務全体の管理・実際の維持管理 

本計画内容のオリエンテーション 説 明 開 催 

維持管理マニュアル 助 言 原案作成 

維持管理のフォローアップ 管理・指導 結果の提出 

報告先 ナ国日本大使館及び JICA 日本人コンサルタント 

コンサルタント 

CeRER＆大学施設部 

（PV システム運営委員会) 

CeRER(2～4 名)、施設部（1 名） 
(全体管理) 

５名程度参加 



 

3-53 

⑦ ソフトコンポーネントの実施工程 

ソフトコンポーネントの実施工程は図 3-2-4.7 のとおりで、表 3-2-4.3 に示すカ

テゴリー毎に実施していく。また、それぞれのカテゴリーの実施時期については以下

のとおりである。 

カテゴリー１：維持管理体制構築の支援を目的に行うことから、また機材据付前に

維持管理体制を明確化させておくことは設備据付時における当事者意識を喚起でき

ることから、設備据付以前に実施する。 

カテゴリー２：機材の検査・据付等について実設備を利用して行うため設備機材の

現地到着に合わせて実施する。  

カテゴリー３：システムの点検・運転等については実設備を利用し行う、また設備

が運開するまでに備えておくべき維持管理マニュアル等について行うため、据付工事

の半ばから設備運開前に実施する。 

カテゴリー３は「ナ」国側が自主的に維持管理できているかを確認することに焦点

をおき実施するため、据付完了約１ヶ月後を目途に実施する。 

 

⑧ ソフトコンポーネント・スケジュール（案） 

ソフトコンポーネントの実施スケジュールを下図に示す。 

 

 

 

図 3-2-4.6  ソフトコンポーネント・スケジュール 

 

モジュール検査

検収・竣工引渡し

運転維持管理体制

技術移転1

技術移転2

モニタリング

運転維持管理マニュアル

実施状況報告書

完了報告書

128 92 3 4 5

据付工事

OJT

ソフコン

1 6 7 10 11

成果品

準備工事

基礎工事

試運転

運転指導

月
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⑨ 相手国機関の責務 

a. CeRERは、本ソフトコンポーネント実施に協力する PVシステム運営委員会を設置する。 

b. CeRERは、本ソフトコンポーネント実施に必要となる作業室等を用意する。 

c. CeRERは、本ソフトコンポーネントに必要な人員を提供する。 

d. PVシステム運営委員会は、コンサルタントと協議し、維持管理マニュアルの作成を自ら

実施する。 

e. CeRERは、維持管理マニュアルに基づき、PV連系システムを適切に維持管理していく。 

f. CeRER は、維持管理マニュアルに基づいた一定期間においては、実績報告を日本人コン

サルタントへ提出する。 

 

3-2-4-9 実施工程 

我が国の環境プログラム無償資金協力のスキームに基づき、以下のとおりの事業実施工程と

した。 

 
月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 

入
札
業
務 

  

 

 

              

機
材
調
達
・
据
付
け 

                

国内作業 
現地作業 

図 3-2-4.7 本計画の事業実施工程表 

 

 

相手国側分担事業の概要 

本計画を実施するに当り、3-2-4-3「施工区分／調達・据付区分」に示す「ナ」国側施工範囲

（機材製作図作成・承認取得） 

（工場製作） 

（海上・内陸輸送） 

（試運転・調整） 

（計 15.5 ヶ月） 

（P/Q 公示、評価、入札図書配布、入札、評価） 

（承認手続き） （計 4.0 ヶ月） 

（機材据付工事） 

（PV モジュール架台建設） 

（土木・建築工事） 

（砂利敷・排水工事） 
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の他、「ナ」国側が実施・負担する事項は以下のとおりである。 

① 計画に必要な情報及び資料の提供。 

② 「ナ」国内の荷下ろし港及び空港での本計画に係わる製品の免税措置、通関及び迅速な

荷下ろし措置の確保。 

③ 認証済み契約に基づき提供される製品やサービスに関連して、日本人が「ナ」国に滞在

または入国する許可。 

④ 認証済み契約に基づき提供される製品やサービスに関連して通常「ナ」国で課税される

総ての税金、関税等から日本人の免税措置。 

⑤ 銀行口座開設に係わる日本の銀行への手数料の支払い。 

⑥ 本計画の実施に際し、日本の無償資金協力で負担されない事項の全ての負担。 

⑦ 本計画の資機材検査への立会と、運転・維持管理技術の移転のため、技術者と技能工を

本計画専門のカウンターパートとしての任命。 

⑧ 日本の無償資金協力で調達される資機材の適正かつ効果的な使用と維持。 

⑨ 工事期間中の掘削土、汚水及び廃油の適当な廃棄場所の提供。 

⑩ 工事期間中の地域住民及び大学職員、学生等関係者への安全の確保、指導、教育。 

⑪ 本計画設備と既設設備の接続時の最小限の停電対策。 

⑫ 工事期間中の仮設道路整備、資機材保管場所等の確保。 

 

3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

3-4-1 日常点検と定期点検項目 

太陽光発電系統連系システム（以下 PV連系システムと称す）持続的に運転するためには日常

の保守、点検が欠かせない。運転管理者が実施する点検には大きく分けて下記の３点検がある。 

 

 太陽光発電系統連系システム完成時、運転開始前の検査、点検 

 運転開始後の日常点検 

 運転後ある期間経過した後の定期点検 
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① システム完成時、定期点検時の点検項目 

システム完成時の点検と、定期点検時の点検項目はほぼ同一である。点検項目と測

定項目を表 3-4-1.1に示す。システムの完成時の検査、点検に関しては 3-2-4-7項の

｢初期操作指導・運用指導等計画」に記載する。 

 

② 日常点検 

PV 連系システムは運転に入ったら、他の発電設備と異なり起動・停止等の運用操

作の必要はない。 

PV 連系システムは太陽が昇り、ある時点になると自動的に毎日稼動する。PV 連系

システムが何らかの原因で停止したあとは停止原因を確認後、手動でスタートスイッ

チを投入する。運転初期は半導体、PV モジュールの不具合が発生することがあるの

で、毎日稼働状況を点検する必要がある。PV 連系システム運転初期（OJT 期間中）、

運転管理者は設置業者の日本人技術者と PV 設置サイトを巡回し、点検箇所、点検の

コツを習得する。 

太陽光発電プラントは無人による自動運転が可能であるが、日常点検することによ

りシステムの異常を速やかに発見することができる。 

日常点検は、運転開始後 1ヶ月間は、目視点検により毎日実施する。その後は毎週

1回程度実施するが砂塵の多い乾季は毎日パネル表面のダストを点検し、汚れたとき

は直ちに清掃する。点検項目は下表に示す。 

表 3-4-1.1 日常点検項目 

点検対象 点検項目 

太陽電池アレイ ・ 表面の汚れ、破損 

・ 架台の腐食、錆 

・ 外部配線の損傷 

接続箱 ・ 外箱の腐食、錆 

・ 外部配線の損傷 

パワーコンディショナー ・ 外箱の腐食、錆 

・ 外部配線の損傷 

・ 動作時の異音、異臭 

・ 換気口フィルターの掃除 

・ 設置環境（温度、湿度） 

接地 ・ 配線の損傷 

発電状況 ・ 正常に発電しているか、発電量と日射量記録 

・ 指示計器、表示の確認 
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運転管理者は日常点検を実施するときに下記の 3点を励行する。 

 

 日常点検記録ノートの作成と保管 

日常点検項目は 3-4-1「日常点検」に記載されている。運転管理者は日常点検

項目を確認したあと、点検結果を記録する点検記録ノートに記載し、保管する。

記録をとることにより各機器の異変を感知できる。 

 日射量と発電量チェック 

運転管理者は日射量と発電量を常にチェックする。このチェックにより、運転

管理者は PV  モジュール、パワーコンディショナーなどに不具合が発生した場合、

異変を感知できる。 

 パネルの清掃 

運転管理者は日常点検でパネルの汚れを常に監視する。特に乾季ハマターンの

季節は毎日パネルを清掃させる。 

 

③ 定期点検 

一般的な定期点検項目と測定項目を表 3-4-1.2に表示する。定期点検はある期間

運転したあとにシステムを停止し、各機器の点検と表に示す測定項目を測定する。

第 1回の定期点検は運転開始から 5年経過した年に実施する。 

 

表 3-4-1.2 定期点検時の点検項目 

 

点検対象 点検項目 測定試験 

太陽電池アレイ ・ 表面の汚れ、破損 

・ 外部配線の破損 

・ 架台の損傷、錆の発生など 

・ 接地線の損傷、設置端子の緩み 

・ 絶縁抵抗測定 

・ 開放電圧測定（必要時） 

接続箱、集電箱、 
 

・ 外箱の腐食、錆 

・ 外部配線の損傷、接続端子の緩み 

・ 接地線の損傷、接地端子の緩み 

・ 絶縁抵抗測定 

パワーコンディショナー ・ 外箱の腐食、錆 

・ 外部配線の損傷、接続端子の緩み 

・ 接地線の損傷、接地端子の緩み 

・ 動作時の異音、異臭 

・ 換気口フィルターの目詰まり 

・ 接地環境（湿度、温度） 

・ 絶縁抵抗測定 

・ 表面部の動作確認 

・ 保護機能試験 

設置 ・ 配線の損傷 ・ 接地抵抗測定 
出典：太陽光発電システムの設計と施工 
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A) 定期点検内容 

a 表 3-4-1.2表 3-4-1.2の検査、点検をした結果は必ず記録し保管しておく 

b 主な検査、点検項目 

 太陽電池モジュール、アレイの点検 

パネルの破損、損傷がないか十分チェックをする。表面ガラスのひび、割れ、

変色などがないかチェックする。 

 配線、ケーブルなどのチェック 

電線、ケーブルの損傷、ねじれなどの有無をチェックする。 

 接続端子部の確認 

端子部のネジの緩みの有無、極性を確認する。 

 その他周辺機器の点検 

その他の機器に関しても目視検査で以上がないかをチェックする。 

 

B) 測定と安全対策 

運転管理者は運転開始前に設置した PV モジュールが正しく作動し、性能を保持し

ているかチェックする。運転管理者は実際の作業前に PV アレイの取り扱いに関する

安全対策の指導を受けているが作業者補助者への安全対策を実施する。 

a 安全対策 

作業者は作業開始前に安全対策（服装及び感電対策）を遵守し下記の点を守ること

が大切である。 

 服装 

 ヘルメットの着用、スニーカー、腰袋 

 感電防止 

 作業前に太陽電池ストリングの一端をはずしておく。 

 低圧絶縁手袋を着用 

 絶縁処理された工具を使用 

 雨天時は作業をしない。 

b PVアレイの検査：電圧、極性の確認、短絡電流の測定 

 太陽電池モジュールが正しく施工され、仕様書どおりの電圧が出ているか確認する。 

 正負極は間違えないか、電圧計でストリングごとに確認する。 

 短絡電流の測定 

 太陽電池モジュールが仕様書に記載されている短絡電流が流れるか電流計

で測定する。 

c 接地抵抗測定 

漏電事故による人身事故、火災などから人命、財産を守るため電機機器の接地は重
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要である。日本の基準によると、接地工事は A,B,C,D の 4 種類の工事がある。A 種、

C種、D種接地工事は電気機器や、ケーブルの金属外装などの非充電部分に実施する。

B種設置工事は特別高圧又は高圧を低圧に降圧する変圧器の低圧側電路に実施する工

事である。高圧の金属製外箱は 10Ω以下にする、300Vを越える低圧外箱は 10Ω以下

であるが、電路に地絡を生じた場合 0.5秒以内に電路を遮断する装置を設けた場合は

500Ω以下でよい。本計画の太陽光発電システムは PV アレイが 300V を越えるので、

10Ω以下の接地抵抗とする。 

d 絶縁抵抗測定 

太陽光発電システムに通電して良いかどうかを確認するために絶縁抵抗試験をす

る。建設後運転開始前、定期点検時、又は事故時不良箇所の特定のため、修復したあ

とに絶縁抵抗を測定する。絶縁抵抗を測定したら抵抗値を記録しておく。使用電圧が

300V以上の場合は 0.4MΩ以上必要である。 

④ 高圧連系システム点検表 

本計画の太陽光発電系統連系システムは高圧連系システムである。高圧連系システ

ムには表 3-4-1.2 で記載した点検のほかに下表の高圧連系点検項目と判断基準を参

考に点検することが必要である。基準数値はメーカーにより値が異なるので注意する。

点検した記録は運転記録と共に保管する。 

 

表 3-4-1.3 高圧連系点検項目と判定基準（点検日時 点検者） 

 

機器等 点検項目 判定基準 備考 点検者 
太陽電池 ガラスの汚れ ガラスの汚れがない   

フレームの破損、変形 フレームの破損、変形がない   
外部配線の汚れ、破損 外部配線の汚れ、破損がないこと   

架台 錆、傷 錆、傷がないこと   
架台の固定 ボルトの緩みがないこと   
太陽電池と架台の固定 ボルトの緩みがないこと   
架台の接地 架台にアースされていること   
構造物の取り付け 構造物の取り付けに緩みなどがない   

運転・ 
停止 

パワーコン

ディショナ

ー 

連系運転 運転スイッチ「運転」で運転   

運転停止 運転スイッチ「停止」で停止 

運転・ 
停止 

商用電源 停電 瞬時にパワーコンディショナーが停

止する 
  

復電 復電タイマー（ ）秒後にパワーコ

ンディショナーが自動的に運転再開

すること。 

  

OVGR OVGR 動作 OVGR 動作でパワーコンディショナ

ーが停止すること 
  

接続箱 端子台のネジ緩み ネジの緩みがないこと   
配線の接続（極性） ＋、―が間違いなく配線されている   
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機器等 点検項目 判定基準 備考 点検者 
アース工事 確実に接地されている   
錆、汚れ 錆、汚れがない   
絶縁抵抗測定電圧 
DC1000V 

太陽電池＋と接地間の絶縁抵抗が 
１MΩ 以上あること 

MΩ  

太陽電池―と接地間の絶縁抵抗が 
１MΩ 以上あること 

MΩ 

太陽電池の

開放電圧測

定 

（ ）直列の

場合の開放

電圧 

DC （  –  ） V 以内であること 
システムにより決定する。 

PV1 
PV2 
PV3 
PV4 

 

電圧のバラ

ツキ 
各 系 列 間 の 電 圧 の バ ラ ツ キ が

(  )V 以下であること。（システム

により決定する 

V  

パワーコン

ディショナ

ー 

端子台のネジの緩み ネジの緩みがないこと   
配線の接続（極性） ＋、―が間違いなく配線されている   

交流出力 RSTが間違いなく配線され

ていること。 
アース工事 確実に接地されている   
保護継電器の設定 設計どおりか確認   
雑音、騒音 TV,ラジオは３ｍ以上離す   
換気 換気口は開いているか   
近くに可燃物 周りに引火物がない   
系統電圧の測定 RT 間が AC(   )V±（  ）V 以内で

あること 
RS 間 
ST 間 
TR 間 

 

 

⑤ 運転開始前、各機器の整定値、整定時間の調整 

運転管理者は系統連系運転を再稼動するために下記機器の作動設定を行い、設定ど

おりに作動するかをチェックする。  

また、運転管理者は PV連系システムの各機器の整定値、整定時間などを調整する。

整定値、整定時間のおもなものは下記のとおり。 

a 保護継電器の整定値の確認 

設置したパワーコンディショナーの整定値、整定時間の確認をする。 

b 交流電力復旧の場合、投入阻止時間の確認 

パワーコンディショナーを確認後、直流側のブレーカーを投入する。表示関係に問

題がなければ交流側ブレーカーを投入し、連系運転が開始するまでの時間を測定する。 

c 直流電源喪失の場合のシステム停止確認 

パワーコンディショナー運転中に直流側ブレーカーを OFFし、パワーコンディショ

ナーが安全に停止することを確認する。 
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d 交流電源喪失の場合のシステム停止確認 

c 項のチェック後、直流側ブレーカーを ON し運転状態にして交流側ブレーカーを

OFFしたのちパワーコンディショナーが完全に停止することを確認する。 

注：（メーカーにより相違することがあるのでメーカーの仕様を参照する。） 

 

3-4-2 予備品購入計画 

太陽光発電システムはシステム内に稼動部分が存在しないので基本的にメンテナンス・フリ

ーのシステムである。磨耗、摩擦などによる、故障はないが、インバータを使用しているので

半導体の故障がある可能性がある。運転初期に半導体の欠陥は現れるので、初期不良がなけれ

ば、問題なく稼動すると考えられる。ただし天災、人災による故障がないとはいえない。シス

テムの心臓部であるパワーコンディショナー他幾つかの機器を予備品として準備する。 

① 機材の取替周期と点検内容 

機材は経年と共に劣化し、やがて機能を果たさなくなる。太陽電池モジュールは出

力特性の測定により、ある程度劣化の状況を判断できるが、他の多くの機材では劣化

の状況を判断することは難しい。システムの信頼性を保つためには予防保全の考え方

から、故障に至る前に部品を交換する方法がある。参考としてに主要機器の推奨取替

周期と点検内容を示す。システムによっては、コスト高となることが懸念されるが本

プロジェクトでは予備品として納入する。 
 

表 3-4-2.1 主機材の取替周期と点検内容（推奨例） 

部品種類 推奨取替周期 点検内容 

太陽電池モジュール ２０年 ～３０年 外観及び電圧の測定 

接続箱 ２０年 動作不良 

遮断機 １０年～１５年 動作不良 

集電箱 １０年～１５年 動作不良 

パワーコンディショナー １０年～１５年 動作不良 

コンビネーションパネル １０年～１５年 動作不良 

各種低圧パネル １０年～１５年 動作不良 

直流電源装置 ７年～１５年 動作不良 

11kV スイッチギア １０年～１５年 動作不良 

33kV 取引計器パネル １０年～１５年 動作不良 

保護継電器 ２０年 動作不良 

トランス ２０年 温度上昇 

冷却ファン １０年以上 風量・回転音の変化 

ヒュ－ズ ７年又は５万時間 溶断 

クーラー １０年～１５年 動作不良、性能低下 
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② 予備品の保管 

システム構成機材の破損や故障は直接システムの給電停止に繋がるケースが多い。

トラブル発生時、速やかに修理または機材交換を行うことが望ましい。現地または周

辺に交換用の機材が保管されていれば迅速にシステムの復旧が行える。しかし、高価

な部品や大量の部品の保管はコスト高となるので、機材の特性、経済性、システムの

復旧に掛かる時間などを考慮して、予備品の数量、保管場所を設定する必要がある。

本プロジェクトで推奨する予備品の保管場所並びに数量を示す。 

表 3-4-2.2 予備品の保管 

 

保管場所 機器（推奨） 数量（推奨） 

パワコン室 
保管庫 

太陽電池モジュール 全モジュ－ル枚数の３％ 

接続箱 ２台 

集電箱 １台 

空気絶縁遮断器 (ACB) 
600V,2000A １台 

電磁接触器 500V,*1) 各種類１台 

AC 用配線用遮断器 600V*1) 各種類１台 

DC 用配線用遮断器 500V*1) 各種類１台 

ヒュ－ズ 全数の 100％ 
補助継電器 各種類１台 
配線 各種類の 3％ 

 注＊１）：メーカシステムにより電圧の変更あり。 

 

③ 予備品購入計画 

太陽光発電系統連系システムの運転に必要な主要機材と推奨取替え期間は表 

3-4-2.3に示した。主要機器の取替え時期には機器購入費用が発生する。主要機器の

取替え費用は、取替え時期に支出するように毎年経費を計上する必要がある。しかし

ながら、本計画では、主要機器の予備品を必要最小限システム納入時に納入する。予

備品としては購入しないが、パワーコンディショナー室のクーラーの寿命は 10 年～

15年であるので、運転後 10年目にクーラー交換の予算を計上する必要がある。クー

ラー等はアブジャで購入可能である。 

 

表 3-4-2.3 交換部品の時期と費用 

 

交換部品 交換時期 台数 費用 

クーラー 10 年～15 年 1 台 700,000 NGN 
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3-5 プロジェクトの概算事業費 

3-5-1 協力対象事業の概算事業費 

本計画を我が国の無償資金協力により実施する場合の事業費総額は、約 9.80億円となり、先

に示した我が国と「ナ」国との施工負担区分に基づく双方の経費内訳は、以下に示す積算条件

において、次のとおりと見積もられる。ただし、ここに示す概算事業費は暫定値であり、必ず

しも交換公文上の供与限度額を示すものではなく、協力対象事業の実施が検討される時点にお

いて更に精査される。 

 

(1) 日本側負担経費 

概算総事業費 約 980.00 百万円 

費目 概算事業費（百万円） 
機 材 太陽光発電機材 880.96 

調達代理機関費 
実施設計・調達監理費 

99.04 

 

(2) 相手国側負担経費 

US$ 28,600（約 2.37 百万円） 

「ナ」国側の負担事項内容、及び金額は以下に示すとおりである。 

①  PVパネル設置場所の整地： US$16,900-（約 1.40百万円） 

②  銀行口座開設に係る手数料： US$11,700-（約 0.97百万円） 

 

(3) 積算条件 

① 積算時点： 平成 23年 7月 

② 為替交換レート：1 US$＝83.00円（2011年 1月から 2011年 6月までの TTS平均値） 

③ 施工・調達期間：詳細設計並びに機材調達・据付の期間は施工工程に示したとおりであ

る。 

④ その他 本計画は、日本国政府の無償資金協力のスキームに従い実施される。 

 

3-5-2 運営・維持管理費 

本プロジェクトで調達される太陽光発電システムの主要機器は、日本製品で構成されている。

特にバッテリーを使用しない当該系統連系システムは、基本的にメンテナンス・フリーである

と考えて良い。しかしながら国内と異なり海外に設置するため、日本製品や第三国製品の問題
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発生時には迅速な対応が出来ない。「ナ」国側による日常点検、定期点検の実施はシステムの故

障やトラブル個所の早期発見を促し、運転方法の改善などに利用できる。運転・維持管理に必

要なマニュアルや運転記録を整備しておくことは、システム維持管理の充実に効果的である。

さらに、交換部品などの機材を保管・供給する体制を整えておくことは、システムの信頼性を

高める。太陽光発電系統連系システムを長期間運転するためには維持管理が重要である。維持

管理のポイントは故障時の機器の補充と、日常の点検である。「ナ」国カツィナの特殊条件は乾

季のハマターンによる砂塵の影響である。ハマターンが激しいときは、2日～3日でセダン車の

後窓がダストの蓄積で光の透過が不可能になる。乾季には日常的なパネルの清掃作業が重要で

ある。太陽光発電系統連系システムの維持管理のポイントを下記する 

① 維持管理のポイント 

a 定期的な点検・保守の実施 

太陽光発電システムの定期的な点検・保守はシステムを長期に、安定して運用する

基本である。システムの故障やトラブルの早期発見は運転方法の改善、予防保全に重

要である。 

b マニュアルの整備 

維持管理内容のマニュアル化は、技術者のレベル差を少なくし、システムの維持管

理の効率化に有効である。 

c 運転記録の整備 

運転管理者は太陽光発電システムの点検・保守の状況やシステムの故障、トラブル、

システム運用上の問題点などを記録する。これらの記録は、故障の多い個所を明確に

し、問題の再発や予防に重要な役割を持つ。さらに、記録はマニュアルや技術者教育

の中にフィードバックされ、同時に維持管理技術の向上と効率化を図ることに利用で

きる。 

d 機材の補充 

システムを構成する機材は、なるべく現地で調達できる機材を利用することが望ま

しい。しかし、信頼性やコストの面から輸入品や現地で手に入りにくい機材を利用す

る場合は、それらの機材が速やかに供給出来るシステムを整える。 

e CeRERスタッフ教育 

CeRERスタッフは太陽光発電システムの維持管理に直接あるいは間接的に係わるの

で、教育が必要である。CeRERスタッフ全員が太陽光発電システムを知ることにより

システムをより効果的に運転できる。運転管理者は CeRERスタッフの教育をしなけれ

ばならない。 

① 機材の補充 

太陽電池モジュールの寿命は 20 年以上といわれているが、その他の構成機材の寿



 

3-65 

命はそれよりも短い。システムの長期・安定運転はこれらの機材の迅速な交換にかか

わっている。主要機材の取替周期、点検内容,予備品の保管方法などは 3-4-2 項「予

備品購入計画」に記載する。 

② 運営・維持管理費 

太陽光発電系統連系システムを維持管理するためには上述した機器のほかに人的

費用が必要である。人的費用に関して、システムの運転・管理は CeRERスタッフが兼

務する。パネルの清掃は季節的に清掃人を雇用する必要がある。 

a 人的費用 

パネル清掃人（季節的臨時雇用）を雇用する。清掃人は乾季の間、毎日パネルを清

掃する。 

表 3-5-2.1 季節的雇用費用 

雇用人数 雇用期間 雇用月数 雇用単価 / 月 雇用費用（月） 雇用費用（年） 

2 人 10 月～4 月 ７ヶ月 30,000N 60,000N 420,000N 
 

b 機材補充費用 

太陽光発電系統連系システムを長期間運転するために必要な機材と推定寿命は表 

3-4-2.1主機材の取替周期と点検内容（推奨例）に表示した。これらの機器の価額は

高価であるが、システム納入時、予備品として納入する。大学側で必要な経費はパワ

ーコンディショナー室のクーラーの交換費用が発生する。 

 

③ 運営維持管理費 

太陽光発電系統連系システム運営維持管理費は表 3-5-2.2 に示す。大学の PV 連系

システムの年間経費は約 586,044N（US$3,992）である。 

表 3-5-2.2 運営維持管理費 

 年額費用（N /年） 備考 

雇用費用 420,000 N パネル清掃 2 人（7 ヶ月） 

機材費用 70,000 N クーラー1 年分 

電気代(＊１) 42,744 N パワコン室電気、 

表示装置 

その他（予備費用） 53,300 N 10% 

合計 586,044 N  

  (＊１)注: 電気料金計算 

 パワコン室換気扇、他で 2.5kW / hとした。（室温 27℃～35℃とした。） 

 電気使用量 365＊9＊0.5＊2.5＝4380kWh / year （50％の通電比とした。） 

1日 9時間、通電比 50％ 

 電気料金 工業用 
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表 3-5-2.3 電気料金 

料金体系（工業用） 5kVA 以下 年間電気料金 

最低料金 136N / M 1,632N 

固定料金 136N /M 1,632N 

メーター修理用 151N / M 1,812N 

エネルギー代 8.6 kWh 37,668N 

合計  42,744N 

 

3-6 協力対象事業実施に当たっての留意事項 

 協力対象事業の円滑な実施に直接的な影響を与えると考えられる留意事項としては、下 

記が想定される。 

① 本計画で日本側が調達・据付を行う太陽光発電設備及び 11kV配電線の工事進捗に併せ

て、「ナ」国側は本計画の建設チームを結成し、「ナ」国側負担の建設用地内の樹木の

移設工事、敷地造成工事の実施並びに仮設用地（資機材置き場、現場事務所用地等）

の準備を行う必要がある。 

① 「ナ」国側は環境省及び電力規制委員会への手続き並びに資機材輸入のための税関への

手続き等を行うため、日本側コンサルタント並びに工事関係者と協力し、必要な要員計

画、資機材購入計画等を策定し、工事の円滑な推進を図る必要がある。 

② 本計画で整備される太陽光発電システムの運転･維持管理の推進を図るため、「ナ」国側

は諮問委員会(Consultative Committee)を組織する必要がある。同委員会は主幹省庁、

実施機関を中心に関係各機関の代表から組織される。 

③ 本計画で整備される太陽光発電システムは既存の大学内の配電系統と連系される。この

システムは「ナ」国での初めてのものであり、このシステム運用から得られる記録、デ

ータ等は諮問委員会(Consultative Committee)参加者共通のものとし、「ナ」国の太陽光

技術の研究･開発の推進に寄与するものとする。併せて、本計画で整備される計測・検査

機器等から得られるデータも、諮問委員会(Consultative Committee)参加者共通のもの

とする。 

④ 「ナ」国側は本計画で実施される OJT 及びソフトコンポーネントに参加する技術者／技

能工の任命を諮問委員会(Consultative Committee)をとおして速やかに行い、現場研修

に参加させると共に、研修に参加しなかった他の技術者／技能工への技術の水平展開を

図る必要がある。 

⑤ 諮問委員会(Consultative Committee)に参加する関係者は、本計画の運転･維持管理を通

して得た情報･記録等を基に、地球温暖化防止に繫がるＰＶ電化及び系統連系型太陽光発

電の普及に努める。
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第4章 プロジェクトの評価 

4-1 プロジェクトの前提条件 

4-1-1 事業実施のための前提条件 

太陽光パネル設置用地の使用に係る許可の取得、及びプロジェクトの実施に係る環境許可が

事業実施のための前提条件となる。土地使用については、本プロジェクトの実施機関であるウ

マル・ムサ・ヤラドゥア大学（UMYU）より許可を得ており、また環境許可に関しても地球温暖

化の緩和に寄与するプロジェクトであり問題なく許可されるものと思われることから､特段の

懸案は無い。 

 

4-1-2 プロジェクト全体計画達成のための前提条件・外部条件 

プロジェクトの効果を発現・持続させるために「ナ」国側が取り組むべき課題は以下の通り

である。 

① 本計画で日本側が調達・据付を行う太陽光発電設備が最大限に利用されるよう、日常の

維持管理を適切に行う必要がある。 

② 本計画の据付、技術指導に関係機関が参加し、太陽光発電設備に係る技術を習得すると

ともに、当該発電システムの啓蒙・普及に活用する必要がある。 

③ 太陽光発電による電気料金の削減分を維持管理費用として積み立てるための枠組みを作

り、積み立てた資金を設備の更新や維持管理に活用する必要がある。 

④ 太陽光発電設備の維持管理を担当する要員を確保し、教育・訓練を行う必要がある。 

⑤ 日射量、発電量等のデータを関係機関と共有し、今後の計画に活用する必要がある。 

 

4-2 プロジェクトの評価 

4-2-1 妥当性 

以下に示すとおり、本計画は「ナ」国の開発計画やエネルギー政策の実現に資するとともに、

一般国民に裨益するものであることから、協力対象事業の妥当性は高いと判断される。 

① 裨益人口 

本計画の実施により、UMYU の教職員（約 690 人）及び学生（約 4,300 人）が太陽

光発電による電力供給を享受することとなる。なお、太陽光発電による地球温暖化ガ

スの排出削減については、「ナ」国の全国民が裨益対象となる。 

② 公共福祉施設の安定した運営への貢献 
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大学という公共福祉施設への電力供給に資するとともに、UMYU 内に設立される再

生可能エネルギー研究センターが、本計画で設置される太陽光発電設備を活用したデ

ータ収集、研究、研究成果の公表を行うことにより、再生可能エネルギーの啓蒙普及

に貢献するものである。 

③ 運営・維持管理能力 

本計画で調達する資機材の仕様は、「ナ」国の保有する技術力で十分に運用・維持

管理が可能であり、本計画実施上、特に問題は発生しないと判断される。 

④ 「ナ」国の開発計画に資するプロジェクト 

「ナ」国政府が進めている国家エネルギー政策、再生可能エネルギー計画の実現に

資するプロジェクトである。 

⑤ 我が国の無償資金協力スキーム 

我が国の無償資金協力スキームがプロジェクトの実施に支障となることはなく、ま

た、本計画は無償資金協力スキームの枠内で無理のない事業内容と工程計画を策定し

ており、特段の困難なく実施可能である。 

⑥ 日本の技術を用いる必要性・優位性 

再生可能エネルギーを含むクリーンエネルギーに係る日本の先進的な技術、中でも

我が国として極めて優位性の高い太陽光発電技術を活用することができる。 

 

4-2-2 有効性 

本計画の実施により期待される効果は、以下のとおりである。 

① 定量的効果 

指標名 基準値（2011 年） 目標値（2016 年） 

太陽光発電設備による送電

端発電電力量（MWh/年）* 
0 561 

CO2 削減量（t/年）* 0 232 

*：本計画によるもの 
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② 定性的効果 

現状と問題点 本計画での対策（協力対象事業） 計画の効果・改善程度 

１．「ナ」国では再生可能エネル

ギーの導入促進が政策として

掲げられているものの、啓蒙

普及活動が十分でないため、

導入が大幅に遅れている。 

UMYU に出力 850kWp の系統

連系型太陽光発電システムを導

入する。 

学生数約 4.300 人のウマル・ムサ・

ヤラドゥア大学（UMYU）に太陽

光発電設備が設置されることで、教

職員、学生及び来訪者への太陽光発

電の啓蒙効果が期待される。 

２．「ナ」国では「再生可能エネ

ルギー計画」により、系統連

系型の再生可能エネルギー発

電の導入を進めようとしてい

るが、「ナ」国内で同種設備の

実績・経験が皆無である。 

同上 系統連系型の大型太陽光発電設備

の計画、設置、維持管理に「ナ」国

の関係者が関与することにより、同

種設備の技術的な知見が蓄積され、

将来の普及促進に繋がることが期

待される。 

 

4-2-3 結論 

本計画は、前述のように多大な効果が期待されると同時に、本計画が「ナ」国のエネルギー

政策の実現に寄与するものであることから、協力対象事業の一部に対して、我が国の無償資金

協力を実施することの妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。さらに本計画の

実施および実施後の運営・維持管理についても、「ナ」国側が人員配置・予算措置を行うことを

確約しており、問題はないと考えられる。 
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資料－１  調査団員氏名・所属 
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1. 調査団員氏名、所属 

 
(1) 第 1 次現地調査（ナイジェリア/ガーナ） 
 

氏 名 担当業務 現 職 

美馬 巨人 団長 
独立行政法人 国際協力機構 
ナイジェリア事務所長 

篠 克彦 計画管理 
独立行政法人 国際協力機構 
資金協力支援部 
実施監理第三課 

山口 実 調達監理計画 クラウンエイジェンツ 日本事務所 

不二葦 教治 
業務主任／系統運用 
／運営維持管理 

八千代エンジニヤリング（株） 

西川 光久 
副業務主任／ 

系統連携太陽光発電システム 
八千代エンジニヤリング（株） 

浦野 勝雄 太陽光発電システム全般 八千代エンジニヤリング（株） 

宮本 隆幸 調達計画／積算１ 八千代エンジニヤリング（株） 

野上 一成 
制度･基準／ 
環境社会配慮 

八千代エンジニヤリング（株） 

谷津 哲夫 建築設計１ 八千代エンジニヤリング（株） 
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(2) 第 2 次現地調査（ナイジェリア/ガーナ） 

 

氏 名 担当業務 現 職 

不二葦 教治 
業務主任／系統運用 
／運営維持管理 

八千代エンジニヤリング（株） 

西川 光久 
副業務主任／ 

系統連携太陽光発電システム 
八千代エンジニヤリング（株） 

浦野 勝雄 太陽光発電システム全般 八千代エンジニヤリング（株） 

玉井 昌幸 機材・設備計画 八千代エンジニヤリング（株） 

宮本 隆幸 調達計画／積算１ 八千代エンジニヤリング（株） 

野上 一成 
制度･基準／ 
環境社会配慮 

八千代エンジニヤリング（株） 

鶴岡 葉介 建築設計２ 八千代エンジニヤリング（株） 

赤塚 大輔 業務調整 八千代エンジニヤリング（株） 
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(3) 第 4 次現地調査（ナイジェリア） 
 

氏 名 担当業務 現 職 

鷲見 佳高 団長 
独立行政法人 国際協力機構 
ナイジェリア事務所長 

不二葦 教治 
業務主任／系統運用 
／運営維持管理 

八千代エンジニヤリング（株） 

西川 光久 
副業務主任／ 

系統連携太陽光発電システム 
八千代エンジニヤリング（株） 

浦野 勝雄 太陽光発電システム全般 八千代エンジニヤリング（株） 

是澤 富貴良 機材・設備計画 八千代エンジニヤリング（株） 

藤井 通 調達計画/積算 八千代エンジニヤリング（株） 

鶴岡 葉介 建築設計 八千代エンジニヤリング（株） 

近藤 和晃 業務調整 八千代エンジニヤリング（株） 

 

(4) 第 5 次現地調査（ナイジェリア） 

氏 名 担当業務 現 職 

鷲見 佳高 団長 
独立行政法人 国際協力機構 
ナイジェリア事務所長 

宇多 智之 計画管理 
独立行政法人 国際協力機構 
産業開発・公共政策部 
資源・エネルギーグループ 

不二葦 教治 
業務主任／系統運用 
／運営維持管理 

八千代エンジニヤリング（株） 

西川 光久 
副業務主任／ 

系統連携太陽光発電システム 
八千代エンジニヤリング（株） 

浦野 勝雄 太陽光発電システム全般 八千代エンジニヤリング（株） 

是澤 富貴良 機材・設備計画 八千代エンジニヤリング（株） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料－２  調査日程 
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2. 調査日程 

(1) 第 1 次現地調査 

No. 月日 
曜

日 

調  査  内  容 宿 泊 地 
官ベース コンサルタント団員（八千代エンジニヤリング㈱） 

 ＪＩＣＡ 
（団長/美馬、篠、山口） 

不二葦、西川、浦野、宮本、野上、谷津 

1 12月12日 土  移動｛Accra 08:10 、野上、谷津リング㈱）15 by VK810, Lagos 14:20 → Abuja 15:35 by W3157｝ アブジャ 

2 12月13日 日 
 アブジャ着（篠） 
 団内協議 

 資料整理 
 団内協議 

アブジャ 

3 12月14日 月 
 アブジャ国立病院との協議 
 ナイジェリアエネルギー委員会、国家計画委員会との協議（美馬、篠、山口、不二葦、西川） 
 サイト調査（浦野、宮本、野上、谷津） 

アブジャ 

４ 12月15日 火 
 電力省との協議（美馬、篠、山口、不二葦、西川） 
 サイト調査（浦野、宮本、野上、谷津） 

アブジャ 

5 12月16日 水 
 ミニッツ協議（美馬、篠、山口、不二葦、西川） 
 サイト調査（浦野、宮本、野上、谷津） 

アブジャ 

６ 12月17日 木 
 ミニッツ署名、アブジャ配電会社との協議（美馬、篠、山口、不二葦、西川） 
 サイト調査（浦野、宮本、野上、谷津） 

アブジャ 

７ 12月18日 金 
 帰国報告（日本大使館、JICA（事）） 
 資料整理（美馬、篠、山口） 
 アブジャ発（コンサルタント団員） 

アブジャ 

8 12月19日 土  アブジャ発（篠、山口）  
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(2) 第 2 次現地調査 

No
. 

月日 
曜

日 

調  査  内  容 宿 泊 地 
コンサルタント団員（八千代エンジニヤリング㈱） 

 
不二葦、西川、浦野、玉井、宮本、野上、鶴岡、赤塚 

1 2月21日 日  移動{Tokyo 11:30 → Amsterdam 15:45 by JL411} （不二葦、西川、浦野、宮本、野上、鶴岡、赤塚） ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ 
2 2月22日 月  移動｛Amsterdam 13:50 →Abuja 20:15 by KL577｝ （不二葦、西川、浦野、宮本、野上、鶴岡、赤塚） アブジャ 
3 2月23日 火  ①表敬訪問：JICA(事）、アブジャ国立病院 アブジャ 

4 2月24日 水 
 ①技術協議(アブジャ国立病院)及び現地調査、②表敬訪問： ECN 
 ③現地調達・施工事情調査 

アブジャ 

5 2月25日 木  ①現地調査及び技術協議(アブジャ国立病院、PHCN、電力省)、②現地調達・施工事情調査 アブジャ 
6 2月26日 金  ①現地調査、②現地調達・施工事情調査 アブジャ 
7 2月27日 土  ①現地調査、②資料整理及び団内協議、③現地調達・施工事情調査 アブジャ 

8 2月28日 日 
 ①資料整理及び団内協議 
 移動{Tokyo 13:30 → Frankfurt 17:45 by JL407} （玉井） 

アブジャ 
玉井：ﾌﾗﾝｸﾌﾙ

ﾄ 

9 3月1日 月 
 ①現地調査及び技術協議(アブジャ国立病院)、②現地調達・施工事情調査 
 移動｛Frankfurt 11:35 →Abuja 17:35 by LH568｝ （玉井） 

アブジャ 

10 3月2日 火 
 ①現地調査及び技術協議(アブジャ国立病院) 
 ②現地調達・施工事情調査 

アブジャ 

11 3月3日 水 
 ①現地調査及び技術協議(アブジャ国立病院) ②環境社会配慮に関する協議（環境省） 
 ③現地調達・施工事情調査 

アブジャ 

12 3月4日 木 
 ①現地調査及び技術協議(アブジャ国立病院)、②環境社会配慮に関する協議（アブジャ国立病院） 
 ③気象データ収集（ナイジェリア気象局） 

アブジャ 

13 3月5日 金  ①技術協議(科学技術省、電力省)、②現地調達・施工事情調査 アブジャ 
14 3月6日 土  ①団内協議、②フィールドレポート（案）作成、③現地調査結果概要（案）作成 アブジャ 
15 3月7日 日  ①フィールドレポート（案）作成、②現地調査結果概要（案）作成 アブジャ 

16 3月8日 月 
 ①Technical Memorandum（案）提出・協議(アブジャ国立病院)、②Technical Memorandum（案）修正 
 ③現地調査結果概要（案）作成 

アブジャ 

17 3月9日 火 
 ①現地調査及び技術協議(アブジャ国立病院)、②太陽光関連プロジェクトのサイト調査（Kaduna） 
 ③現地調査結果概要（案）作成 

アブジャ 

18 3月10日 水  ①Technical Memorandum（案）協議・署名(アブジャ国立病院)、②現地調査結果概要（案）作成 アブジャ 
19 3月11日 木  ①表敬及び報告(JICA(事）、日本大使館)、②補足調査 アブジャ 
20 3月12日 金  ①補足調査、②移動｛Abuja 19:45 →Accra 20:35 by W3061｝  
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(3) 第 4 次現地調査 

 

No
. 

月日 
曜

日 

調  査  内  容 宿泊地 
官ベース コンサルタント団員（八千代エンジニヤリング㈱） 

 ＪＩＣＡ 
（鷲見所長） 

不二葦 浦野、是澤、藤井、鶴岡、近藤 西川 

1 6月12日 日  
 移動{成田 11:45 → London 16:20 by JL401} 
 移動{London 22:15 → Abuja 04:35+1 by BA0083} 

 機中 

2 6月13日 月 
  移動{ → Abuja 04:35 by BA0083} 

 

アブジャ 
 ①表敬訪問：JICA（事）、日本大使館 

3 6月14日 火 
 ①表敬訪問：国家エネルギー委員会（ECN）、電力規制委員会（NERC）、
国家計画委員会（NPC）、電力省（FMP） 

アブジャ 

4 6月15日 水  移動{Abuja→Katsina by Car} カツィナ 

5 6月16日 木 
 ①表敬訪問、現地調査及びミニッツ協議（ウマル・ムサ・ヤラドゥア大学）、

②配電会社（PHCN）調査 
カツィナ 

6 6月17日 金 
 移 動

{Katsina→A
buja by Car} 

 ①現地調査及びミニッツ協議（ウマル・ムサ・ヤラドゥア

大学） 
カツィナ 

7 6月18日 土   ①資料整理及び団内協議、②現地調達・施工事情調査）  カツィナ 

8 6月19日 日 

 

 移動 {Katsina→Abuja by 
Car} 

 ①資料整理及び団内協議 

 移動 { 成田  11:45 → 
London 16:20 by JL401} 

 移動{London 22:15 → 
Abuja 04:35+1 by 
BA0083} 

アブジャ/ 
カツィナ 

9 6月20日 月  ①ミニッツ協議（電力省：FMP） 
 ①現地調査及び技術協議（ウマ

ル・ムサ・ヤラドゥア大学） 
 ①ミニッツ協議（電力

省：FMP） 

アブジャ/ 

カツィナ 

10 6月21日 火  ①ミニッツ協議（電力省：FMP） 
 ①現地調査及び技術協議（ウマ

ル・ムサ・ヤラドゥア大学） 
 ①ミニッツ協議（電力

省：FMP） 

アブジャ/ 

カツィナ 

11 6月22日 水 

 

 移動 {Abuja→Katsina by 
Car} 

 ①現地調査及び技術協議（ウマ

ル・ムサ・ヤラドゥア大学） 
 移動{Abuja→Katsina by 

Car} 
カツィナ 

12 6月23日 木  ①現地調査及び技術協議（ウマル・ムサ・ヤラドゥア大学） カツィナ 

13 6月24日 金 
 ①現地調査及び技術協議(ウマル・ムサ・ヤラドゥア大学)、②フィールドレポート（案）

作成、③現地調査結果概要（案）作成 
カツィナ 

14 6月25日 土   ①フィールドレポート（案）作成、②現地調査結果概要（案）作成 カツィナ 

15 6月26日 日  ①フィールドレポート（案）作成、②現地調査結果概要（案）作成 カツィナ 

16 6月27日 月 

 

 ①フィールドレポート(案)提出・協議(ウマル・ムサ・ヤラドゥア大学)、②フィールド

レポートの修正、③現地調査結果概要（案）作成 
カツィナ 

17 6月28日 火  移動{Katsina→Abuja by Car} アブジャ 

18 6月29日 水  ①フィールドレポート提出・協議(電力省)、②現地調査結果概要（案）作成   アブジャ 

19 6月30日 木 

 ①フィールドレポート提出・協議(電力省)、②現地調査結果

概要（案）作成                                                                                                                                                                
 移動{Abuja 08:45 → London 15:05 by BA0082} (近藤)                                                                                                                        
 移動{London 19:15 → 成田 15:00+1 by JL402} (近藤) 

 移 動 {Abuja 07:15 → 
Lagos 08:30 by 
W3162} (西川、藤

井) } 
 鋼材製造会社調査 

アブジャ/ 
ラゴス 

20 7月1日 金 
 ①フィールドレポート協議・署名(電力省)、②現地調査結果

概要（案）作成                                                                                          
 成田着 15:00 (近藤) 

 移 動 {Lagos 13:15 → 
Abuja 15:00 by 
W3157} (西川、藤

井)} 

アブジャ 

21 7月2日 土   ①資料整理及び団内協議、②現地調達・施工事情調査 アブジャ 
22 7月3日 日  ①資料整理及び団内協議 アブジャ 
23 7月4日 月  ①表敬及び報告（JICA（事）、日本大使館） 機中 
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No
. 

月日 
曜

日 

調  査  内  容 宿泊地 
官ベース コンサルタント団員（八千代エンジニヤリング㈱） 

 ＪＩＣＡ 
（鷲見所長） 

不二葦 浦野、是澤、藤井、鶴岡、近藤 西川 

 

 移動{Abuja 22:25 → Frankfurt 05:25+1 by LH569} (不二葦、西川、浦野、是澤、藤井、

鶴岡)} 

24 7月5日 火 
 移動{Frankfurt 21:05 → 成田 15:25+1 by JL408} (不二葦、西川、浦野、是澤、藤井、鶴

岡)} 
機中 

25 7月6日 水  成田着 15:25 (不二葦、西川、浦野、是澤、藤井、鶴岡)   

 

 

(4) 第 5 次現地調査 

 

No. 月日 
曜

日 

調  査  内  容 
宿泊地 官団員 

(鷲見所長) 
官団員
(宇多) 

コンサルタント団員
（不二葦） 

コンサルタント団員 
（西川、浦野、是澤） 

1 12月 11日 日   移 動 { 成 田  11:45 → London 15:25 by JL401}                                                                                 

移動{London 22:15 → Abuja 05:35+1 by BA083} 
機中 

2 12月 12日 月   移動{ → Abuja 05:35 by BA083}  Abuja 
表敬訪問：JICA(事)、日本大使館、電力省（FMP）、国家計画委員会（NPC） 

3 12月 13日 火 移動{ Abuja → Katsina by Car}                                                                                 Katsina 
4 12月 14日 水 ミニッツ協議、ドラフトレポート説明(ウマル・ムサ・ヤラドゥア大学) Katsina 
5 12月 15日 木 移動{Katsina → Abuja by Car} Abuja 
6 12月 16日 金 ミニッツ署名（電力省：FMP） Abuja 
7 12月 17日 土   移 動 {Abuja 10:05 → London 15:30 by BA0082}                                                                   

移動{London 19:00 → 成田 16:00+1 by JL402} 
On board 

8 12月 18日 日   成田着 16:00   
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3. 相手国関係者リスト 

 所属及び氏名 職位 

ウマル・ムサ・ヤラドゥア大学 

Umar Musa Yar’adua University 

Dr. Ibrahim Sada Deputy Vice-Chancellor 

Mr. Abdul Halliru Abdullahi Registrar 

Mr. Abdul Fatah Muhammad Director, Planning and Development 

Engr. Ibrahim Haruna Soba Representative Chairman of Centre for Renewable 

Energy 

Engr. Sahal Hassan Electrical Engineer 

Mr. Lawal Salisu Mechanical Engineer 

Mr. Abdulkaim H. El-ladan Research Fellow 

Mr. Salisu Aminu Batagarawa Bursar 

 

ナイジェリアエネルギー委員会 

Energy Commission of Nigeria 

Chief. I. J. Dioha Deputy Director 

Dr. Paulinus Ugwuoke Assistant Director 

Engr. Abaka Umar Engineer 

Engr. M. M. Gaji Engineer 

 

ナイジェリア電力規制委員会 

Nigerian Electricity Regulatory Commission 

Mr. Mohammed Lawal Bello Vice Chairman 

Mr. Patrick Okey Umeh Commissioner/Finance & management Services 

Dr. Usman Abba Arabi Assisting General Manager, Govt., External & Industry 

Relations 
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国家計画委員会 

National Planning Commission 

Mr. Faniran Sanjo O. Chief planning officer, Bilateral Economic Cooperation 

(Asia Pacific) 

電力省 

Federal Ministry of Power 

Mr. Sanusi Garba Director (Power) 

Engr. E. O. Ajayi Deputy Director (Power) 

Mr. Adamu David E. Electrical Engineer 

Mr. Eneh Kingsley Principal Engineer 

Mr. Eugene Ejeregbe Senior Mechanical Engineer 

 

ナイジェリア配電会社 

Power Holding Company of Nigeria 

Mr. S. M. Audu Business Manager 

Engr. R. Obajemini Engineer 

Mr. Haruna I. Shinkafi Operational Mechanical Engineer 

Mr. Aliyu Musa Human Resource Supervisor 

 

環境省 
Federal Ministry of Environment 

Mr. Omotade O. O Head, Impact monitoring branch 
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JICAナイジェリア事務所 

JICA Nigeria Office 

鷲見 佳高 所長 

藤江 顕 所員 

増田 吉朗 所員 

Ms. Elizabeth Uluvbo Ejeregbe Consultant 

 

在ナイジェリア日本大使館 
Embassy of Japan in Nigeria 

萩野 剛 一等書記官 

前田 雄大 一等書記官（経済協力担当） 
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4. 討議議事録（М／Ｄ） 
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5．事業事前計画表 
 
１．案件名（国名） 

国名：ナイジェリア連邦共和国  
案件名：太陽光を活用したクリーンエネルギー導入計画 
（案件名英文）The Project for Clean Energy Promotion using Solar Photovoltaic System 
 
２．事業の背景と必要性  

(1) 当該国におけるエネルギーセクターの現状と課題 
ナイジェリア連邦共和国（以下「ナ」国と称す）は、OPEC 第 7 位の産油国であり、世界

第 9 位の天然ガス埋蔵量を有するなど、エネルギー資源大国であるが、化石燃料に依存する

エネルギー供給には限りがあり、また気候変動の影響によりニジェール川水系の流量が減少

し、ナイジェリアの主要電源である水力発電所の発電量が減少するなど、持続可能なエネル

ギー供給、エネルギー安全保障の実現が困難となる中、エネルギー政策の転換が求められた。

その結果 2003 年に策定された「国家エネルギー計画」では、再生可能エネルギーを持続可能

なエネルギー供給の一つの柱と位置付け、2005 年に「再生可能エネルギーマスタープラン」

を策定し、太陽光、風力、小水力、バイオマス等の再生可能エネルギーの導入が進められて

いる。このような中、本事業は「ナ」国における再生可能エネルギー導入の目標達成に資す

るとともに「ナ」国政府による気候変動対策（緩和策）として、太陽光を利用した発電を行

うことにより火力発電用燃料の使用量並びに温室効果ガスの排出量を削減するものである。 
 
 (2) 当該国におけるエネルギーセクターの開発政策における本事業の位置づけ 

「ナ」国では 2005 年に「再生可能エネルギーマスタープラン」が策定され電力供給のうち、

2007 年に 0.8％、2015 年に 5％、2025 年には 10%が再生可能エネルギーによって賄われるこ

とを目指している。しかしながら①再生可能エネルギー市場を拡大させるための政策、規制、

制度的枠組みが存在しない。②初期導入コストが高く資金調達が難しい。③製品の品質や技

術基準に関する規制がない、等の障害の為、再生可能エネルギーの導入は思うように進んで

いない。 
更に「ナ」国では、地方の未電化地域の電化を目的として、配電系統に連系されない小規

模な独立型太陽光発電設備の導入が進められてきたが、系統に連系された大規模な太陽光発

電システムは未だ導入されていない。本事業は、太陽光発電システムを整備することにより、

再生可能エネルギーによる発電量を増加し、エネルギー源の多様化に貢献するとともに、温

室効果ガスの削減など気候変動対策にも寄与するものである。 
 
(3) 気候変動対策におけるエネルギーセクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

1999 年 5 月のオバサンジョ政権への民政移管に伴い、我が国は対ナイジェリア経済協力

を再開した。政策協議を経て両国は、（A）農業・農村開発（（イ）保健医療、（ロ）基礎教育、

（ハ）農業）及び（B）地方インフラ整備（（ニ）水供給、（ホ）地方電化）を経済協力の重点

分野とした上で、分野横断的視点として（ヘ）ジェンダーを重視していくことで合意してい

る。この方針を受けて、我が国は 2000～2002 年度にかけて、「ナ」国北部 4 州において無償

資金協力による地方電化計画を支援し、2005 年 6 月～2007 年 3 月には、「太陽エネルギー利

用」に関する開発調査を実施、更に 2006 年～2008 年度には東部 2 州における無償資金協力

による地方電化計画を支援している。 
我が国は、従前より、温室効果ガス排出削減等の気候変動対策に取り組む途上国及び気候

変動の悪影響に対して脆弱な途上国への支援を積極的に行ってきており、2008 年には 5 年間

で 100 億ドル規模の新たな資金メカニズムを発表した。この資金メカニズムの一環として、

2008 年度より途上国の適応策及び緩和策を支援するため、「環境プログラム無償」が新設さ

れ、外務省は途上国に対し、太陽光発電等を活用した環境プログラム無償に関する支援ニー

ズや具体的アイデアにかかる要望調査を実施し、同調査の結果、「ナ」国から我が国へ対して

本事業にかかる協力要請がなされた。 
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(4) 他の援助機関の対応 
世界銀行、UNICEF、UNIDO, USAID が未電化地域を対象として、配電系統に連携されない

太陽光発電システムによる電力アクセス向上プロジェクトを実施している。 
 
３．事業概要  
(1) 事業の目的（協力プログラムにおける位置づけを含む）  

カツィナ州立ウマル・ムサ・ヤラドゥア大学（Umaru Musa Yar’Adua University: UMYU）に

おいて、太陽光発電関連機材を調達することにより、同大学への電力供給を補い、エネルギ

ー源の多様化、再生可能エネルギー利用に関する学生、大学職員並びに「ナ」国国民の意識

啓発を図り、もって気候変動対策において先進国･途上国双方の取組を促す日本のイニシアテ

ィブを示すことに寄与する。 
 
(2) プロジェクトサイト/対象地域名 

カツィナ州立ウマル・ムサ・ヤラドゥア大学（利用者数：教職員（約 690 人）及び学生（約

4,300 人））／カツィナ州カツィナ市 
 
(3) 事業概要 

1) 土木工事、調達機器等の内容  
太陽光発電システム一式（850kW）（太陽電池モジュール、パワーコンディショナー、接続箱、

集電箱、遮断器、変圧器、電線類、データ記録装置、発電量表示装置等）、パネル基礎、パワー

コンディショナー室等 
 

2) コンサルティング・サービス/ソフトコンポーネントの内容 
【ソフトコンポーネント】 
系統連系型太陽光発電システムに関する基礎知識及び保守点検、緊急時の対応等の維持運

営管理に関する研修 
 
(4) 総事業費/概算協力額 

概略事業費は約 9.82 億円（我が国負担経費：約 9.80 億円、「ナ」国側負担経費：約 2.4 百万円） 
 
(5) 事業実施スケジュール（協力期間） 

入札期間を含め約 20 ヶ月（予定） 
 
(6) 事業実施体制（実施機関/カウンターパート） 

1) 責任機関：電力省 
2) 実施機関：カツィナ州立ウマル・ムサ・ヤラドゥア大学 

 
(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 
① カテゴリ分類：B 
② 影響と緩和・軽減策 

本計画の太陽光システムはバッテリーを使用しないシステムを予定しており、廃バッテリ

ー処理に伴う環境への重大な影響はない。敷地造成の際に整地作業や、木々の伐採（また

は移動）と蟻塚の撤去が必要になるが、いずれも環境影響としては非常に小規模なもので

ある。 
2) 貧困削減促進 

特に関連する事項は無い 
3) ジェンダー 
  特に関連する事項は無い 

 
(8) 他援助機関等との連携・役割分担 

特に無し 
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(9) その他特記事項 
特に無し 

 
 
 
(1) 事業実施のための前提条件 

太陽光パネル据付用地はカツィナ州立ウマル・ムサ・ヤラドゥア大学の敷地内の空地であ

るため、事業実施に係る前提条件は無い。 
 
(2) プロジェクト全体計画達成のための外部条件 

再生可能エネルギー導入促進のための施策の実施及び財源の確保 
 
 
 
 

UNDP では「再生可能エネルギーマスタープラン」を実証するため、PV 利用によるミニグリッ
ドシステムの運用をパイロットプロジェクトとして、全国 6 ヶ村（各 Geo-Political Zone で 1 村）
にて資機材調達と技術協力を進めたが、飲料水用の井戸や、貧困層住民の収入改善につながる農
業・商業活動への適用を促すため、独立型の SHS（Solar Home System）ではなく、個別に必要と
されるバッテリー等の維持管理負担の少ないミニグリッドシステムの持続可能性を重点的に検証
することが必要とされている。 
本件で調達する太陽光発電システムは電力系統に連系し、バッテリーを使用しない維持管理負

担の少ないシステムを構築することとする。 
 
６. 評価結果 

以下の内容により本案件の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 
 
(1) 妥当性 

２（２）に記載のとおり、本事業は「ナ」国の「再生可能エネルギーマスタープラン」で目

指している再生可能エネルギーによる発電設備容量の増加に寄与するものである。また、「ナ」

国において最大規模となる系統連系型太陽光発電システムを導入することは、再生可能エネル

ギー利用に関する啓発の意義が大きく、今後の「ナ」国での再生可能エネルギー導入促進効果

が見込めると考えられる。更に、国際社会全体にとって喫緊の課題である気候変動対策におい

て、先進国・途上国双方の取組を促し、温室効果ガスの排出削減と経済成長の両立を目指す途

上国を支援するという日本のイニシアティブを示す意味でも妥当である。 
 
(2) 有効性 
1) 定量的効果 

指標名 基準値（2011 年） 目標値（2016 年）【事業完成３年後】 

太陽光発電による送電端発電電力量

（MWh/年） 
0 561 

CO2 削減量（t/年） 0 232 
  
2) 定性的効果  

再生可能エネルギーの利用促進に関する国民への意識啓発、気候変動対策における日本のイニシ

アティブの提示 
 
７. 今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる主な指標 
  6.(2) 1)のとおり。 
 
(2) 今後の評価のタイミング 
  ・事後評価    事業完成３年後 

５. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

４. 外部条件・リスクコントロール 
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6. ソフトコンポーネント計画書 

 
 

 ナイジェリア連邦共和国 
太陽光を活用したクリーンエネルギー 

導入計画準備調査 
 
 

ソフトコンポーネント計画書 
 
 
 
 
 
 

平成 24 年 2 月 
 

八千代エンジニヤリング株式会社 
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1． ソフトコンポーネントを計画する背景 

「太陽光を活用したクリーンエネルギー導入計画」は、ナイジェリア連邦共和国（以下「ナ」

国と称す）のカツイナ州立ウマル・ムサ・ヤラドウア大学（以下 UMYU と称す）を対象サイトと

して、系統連系型の太陽光発電設備（出力 850kWp）及び関連する変圧器、所内配電用資機材の

調達・据付を行うものである。 

 「ナ」国は、2003 年に策定した「国家エネルギー計画」において、再生可能エネルギーを持続

可能なエネルギー供給の一つの柱と位置付け、2005 年に「再生可能エネルギーマスタープラン」

を策定し、太陽光、風力、小水力、バイオマス等の再生可能エネルギーの導入に取り組んでいる。

しかし、再生可能エネルギー導入促進のための政策、規制、制度的枠組みが十分整備されていな

いことや、多額の初期投資のための資金調達が困難なことが障害となり、再生可能エネルギーの

導入は思うように進んでいない。本無償資金協力事業は「ナ」国における再生可能エネルギー導

入の目標達成に資するとともに「ナ」国政府による気候変動対策（緩和策）として、太陽光を利

用した発電を行うことにより火力発電用燃料の使用量並びに温室効果ガスの排出量を削減するも

のである。 

 「ナ」国における太陽光発電設備の導入状況は、援助機関やナイジェリアエネルギー委員会（ECN）

が中心となり、主に地方未電化地域を対象に SHS（Solar Home System）、ワクチン保存用 PV 2冷

蔵庫、ソーラーポンプ、PV 街灯などを設置しているが、系統連系型太陽光発電システム（以下、

「PV 連系システム」と称す）が導入された実績はない。このように「ナ」国では、太陽光発電設

備の導入が進められているものの、PV 連系システムの運転・維持管理に対する知見は十分とは言

えない。 

UMYU 大学構内の電力設備施設の運営は、Directorate of Physical Planning and Development 

Organization（以下、DPPD または施設部と称す）の電気課が担当し、大学の受電設備、非常用発

電機、電気設備、の運転・維持管理を行っている。また、UMYU 大学内には再生可能エネルギー

センター（以下 CeRER と称す）が存在し、太陽光発電を含む再生可能エネルギーに関する研究を

行っている。しかし、現在 UMYU 構内に存在する太陽光関連設備は PV 街灯や直流の独立電源に

限られており、日常の業務を通じて PV 連系システムの運転・維持管理に必要な知識・技術を習

得することは困難である。また、配電系統の運用者である PHCN（ナイジェリア配電会社）にお

いても、系統連系型の自家発電設備が配電系統に接続され、運用された経験は乏しいことから、

PV 連系システムに対する留意事項、事故対応について十分な知見を有していない。更に、電力の

売買を伴う再生可能エネルギー発電設備の系統連系については、規制や技術基準等が整備されて

いない。 

本ソフトコンポーネントは、プロジェクト開始時の円滑な立ち上がりを支援することと、PV 連

系システムが持続的に運転・維持管理されることを目的とし、実施機関となる UMYU の運転維持

管理主体（CeRER 及び DPPD）を主な対象として PV 連系システムの運転・維持管理に関する技

術指導を実施する。また、太陽光発電設備が連系される配電系統の運用者・維持管理者において

も、PV 連系システムの特性を把握しておく必要があることから、配電系統の運用者である PHCN、

電力事業に関する規制機関である FMP(電力省)に対しても、PV 連系システムの概要、系統運用上

                                                   

 
2PV: Photovoltaic の略字で太陽電池を意味する。 
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の留意事項や連系に係る技術要件について、必要な技術指導を行う。 

2． ソフトコンポーネントの目標 
本ソフトコンポーネントの目標は、以下の通りである。下記の目標が達成されることにより、

無償資金協力事業の効果が持続的に発展することが期待される。 

(1) プロジェクトの竣工後、「ナ」国側による PV 連系システムの運転・維持管理が円滑に開始

される。                               

(2) PV 連系システムの運転・維持管理が持続的に行われる。 

(3) 太陽光発電設備に連系された配電系統が、安定的に運用される。 
 

3． ソフトコンポーネントの成果  

本ソフトコンポーネントで達成すべき成果は、以下のとおりである。 

表 3-1 ソフトコンポーネントの成果 

目 標 ソフトコンポーネントの成果 対象者 

1． プロジェクトの竣工後、

「ナ」国側による PV 連系

システムの運転・維持管理

が円滑に開始される。 

1-1 PV 連系システムの運転・維持管理組織が確立される。 

1-2 運転・維持管理要員が、PV 連系システムの運転・維持

管理技術を習得する。 

CeRER 

DPPD 

2． PV 連系システムの運転・

維持管理が持続的に行わ

れる。 

2-1 PV 連系システムの運転・維持管理マニュアルがトラブ

ルシューティングを含んで作成される。 

CeRER 

DPPD 

2-2 PV 連系システムの概要、特性が理解される。 

2-3 PV 連系システムのトラブルシューティング方法が確立

される。（大学内の配電系統が対象） 

CeRER 

DPPD 

3． 太陽光発電設備に連系さ

れた配電系統が、安定的に

運用される。 

3-1 PV 連系システムの概要、特性が理解される。 PHCN 

FMP 

3-2 PV 連系システムのトラブルシューティング方法が確立

される。（PHCN の配電系統が対象） 

PHCN 

 

4． 成果達成度の確認方法 

 本ソフコンの成果は、作成された運転･維持管理マニュアルと参加者のレポートを確認すること

により把握する。表 4-1 に活動内容別の成果確認方法を示す。マニュアルでは、運転・維持管理

に係る組織と役割、日常管理、定期点検、トラブルシューティング等、必要な項目が全て網羅さ

れ、技術的な内容が誤りなく記載されていることを確認するとともに、必要に応じて助言、指導

を行う。レポートでは、技術指導のテーマ毎に受講者が理解した内容を記述させ、講義内容の理

解度を評価する。なお、理解が十分でない項目については、補足講義を行う。 
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表 4-1 ソフトコンポーネントの成果と確認方法 

対象者 ソフトコンポーネントの成果 達成度確認方法 

CeRER 

DPPD 

 PV 連系システムの運転・維持管理組織が確立される。 

 運転・維持管理要員が、PV 連系システムの運転・維持管理技術を習

得する。 

 PV 連系システムの運転・維持管理マニュアルがトラブルシューテ

ィングを含んで作成される。 

 マニュアル 

 レポート 

 

 マニュアル 

CeRER 

DPPD 

 PV 連系システムの概要、特性が理解される。 

 PV 連系システムのトラブルシューティング方法が確立される。（大

学内の配電系統が対象） 

 レポート 

 マニュアル 

PHCN  PV 連系システムの概要、特性（逆潮流を含む）が理解される。 

 PV 連系システムのトラブルシューティング方法が確立される。

（PHCN の配電系統が対象） 

 レポート 

 マニュアル 

FMOP  PV 連系システムの概要、特性（逆潮流を含む）が理解される。  レポート 

ECN  PV 連系システムの概要、特性（逆潮流を含む）が理解される。  レポート 

 

5． ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

5-1 ソフトコンポーネントの内容と活動 

 ソフトコンポーネントの活動内容は表 5-1 に示したように、太陽電池の基礎から、運転、維持

管理、モニタリングまでカバーする。技術指導の手法は、座学、演習（受講者によるマニュアル

作成）と機材を使用した実習を用いる。実習にて使用する機材は、UMYU へ導入予定の太陽電池

モジュール、計測器、工具類を活用する。なお、無償資金協力により UMYU に導入される PV 連

系システムでは、配電系統側への逆潮流が発生する。「ナ」国で将来的に逆潮流を含む PV 連系シ

ステムが導入されることを想定し、逆潮流あり、なしに関する内容も技術指導の項目に含めるこ

ととする。               
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表 5-1 ソフトコンポーネントの活動内容と技術指導方法 

目 標 ソフトコンポーネントの成果 活動内容 技術指導方法 対象者 

1． プロジェクトの竣工後、

「ナ」国側による PV 連系

システムの運転・維持管理

が円滑に開始される。 

1-1 PV 連系システムの運転・維持管理組

織が確立される。 
 導入システムの概要 
 運転維持管理実施者の責任内容の明確化 
 運転維持管理体制の評価 

 座学 
 座学 
 座学、グループ演習 

CeRER 
DPPD 

1-2 運転・維持管理要員が、PV 連系シス

テムの運転・維持管理技術を習得す

る。 

 PV システムの原理と基礎知識の移転 
 PV 連系システムの特徴及び保護機能（逆

潮流を含む）に係る講義 
 機材検査技術、据付技術 
 運転管理技術の移転 
 維持管理技術の移転 
 
 定期点検手法の技術指導 
 
 モニタリング 

 座学 
 座学 
 実習（実機による運転操作） 
 実習 
 実習（点検リストの作成、点

検、補修） 
 実習（絶縁抵抗、開放電圧測

定を含む） 
 実習（運転データの記録・評

価、設備の状態監視） 

CeRER 
DPPD  

2． PV 連系システムの運転・

維持管理が持続的に行わ

れる。 

2-1 PV 連系システムの運転・維持管理マ

ニュアルがトラブルシューティング

を含んで作成される。 

 「ナ」国側との相互協力による運転維持管

理マニュアルの作成 
 トラブルシューティング、運転維持管理マ

ニュアルの適正化 

 座学、演習(マニュアル作成) 
 

 実習（マニュアルに基づく運

転操作、事故想定訓練） 

CeRER 
DPPD 

2-2 PV 連系システムの概要、特性が理解

される。 
2-3 PV 連系システムのトラブルシュー

ティング方法が確立される。（大学内

の配電系統が対象） 

 PV 連系システムの特徴及び保護機能（逆

潮流を含む）に係る講義 
 トラブルシューティング（逆潮流を含む）、

運転維持管理マニュアルの適正化 

 座学 
 
 実習（マニュアルに基づく運

転操作、事故想定訓練） 

CeRER 
DPPD 

3． 太陽光発電設備が連系さ

れた配電系統が、安定的に

運用される。 

3-1 PV 連系システムの概要、特性（逆潮

流を含む）が理解される。 
 PV 連系システムの特徴及び保護機能（逆

潮流を含む）に係る講義 
 PV 連系システム導入時の検討課題（逆潮

流を含む） 

 座学 
 
 座学 

CeRER 
DPPD 
PHCN 
FMP 

3-2 PV 連系システムのトラブルシュー

テ ィ ン グ 方 法 が 確 立 さ れ る 。

（PHCN）の配電系統が対象） 

 トラブルシューティング（逆潮流を含む）、

運転維持管理マニュアルの適正化 
 実習（マニュアルに基づく運

転操作、事故想定訓練） 
PHCN 
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5-2 投入計画 

(1) 日本側の投入計画 

本ソフコンでは、表 5-1 の活動を実施することにより、実施機関である CeRER が PV 連系シス

テムの運転・維持管理方法を具体的に理解し、実践するために必要な技術を移転する。また、大

学構内の配電設備の運用者である UMYU 大学施設部、配電系統の運用者である PHCN や、電力

システムに関する監督、規制機関である電力省(FMP)に対しても、PV 連系システムの概要や、運

用上の留意事項について、技術指導を行う。受注コンサルタントは、指導技術者 1（PV システム）、

指導技術者 2（系統連系）の 2 名を表 5-2 に示す期間「ナ」国に派遣し、技術指導を行う。 
 

表 5-2 ソフトコンポーネントに係る投入計画 

名称 格付 派遣期間 渡航回数 作業内容 

1．運転/維持管理体制の構築 

指導技術者１ 

（PV システム） 

3 号 0.5 月 1 回 UMYU 内の実施機関の運転維持管理

体制の構築、導入システムの概要 

指導技術者２ 

（系統連系） 

3 号 0.5 月 1 回 電力事業者（PHCN）との相互協力体

制の構築、導入システムの概要 

2．技術トレーニング(1) 

指導技術者１ 

（PV システム） 

3 号 0.5 月 1 回 PV システムの構築、検査技術、据付技

術の移転  

指導技術者２ 

（系統連系） 

3 号 0.5 月 1 回 系統連系に関する機材、検査技術据付

技術、の移転 

3．技術トレーニング(2) 

指導技術者１ 

（PV システム） 

3 号 1.0 月 1 回 PV システム運転維持管理技術の移転 

指導技術者２ 

（系統連系） 

3 号 1.0 月 1 回 系統連系運転に関する技術指導 

4．モニタリング 

指導技術者１ 

（PV システム） 

3 号 0.5 月 1 回 PV システムに関する技術の習得状況

評価 

指導技術者２ 

（系統連系） 

3 号 0.5 月 1 回 系統連系に関する技術習得状況評価 

 

(2) 「ナ」国側の投入計画 

「ナ」国側の投入として、ソフトコンポーネントの受け皿となる受講者の任命と講義への参加、

運転・維持管理組織の立ち上げ、ソフトコンポーネントを円滑に実施するための運営組織の設立

等が必要となる｡具体的には、以下のとおりである。 

１）PV システム運営委員会（仮称） 

UMYU でのソフトコンポーネントの開始後、CeRER は、本ソフコンの円滑な実施と本ソフコン
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終了後の持続運用を目的とした「PV システム運営委員会（仮称）」を速やかに設置する。同委員

会は、本ソフコンの実質的受け皿となり、また本ソフコンの達成状況把握、意見交換、課題討議

の場も兼ねることから、本ソフコン期間中には定期的に委員会を開催する。PV システム運営委員

会は本ソフコン計画終了後、環プロ計画機材の運転・維持管理が持続的かつ円滑に行われるよう、

PV ワーキンググループを指導する。PV ワーキンググループは同委員会に PV システムの運転・

維持管理の状況を報告し､必要なときは指導・助言を受ける。 

PV システム運営委員会は CeRER 内に事務局を置き、FMP、ECN、PHCN, DPPD、の 5 機関よ

り構成される。メンバーは各機関の担当部署メンバーで構成され、各機関 1 名～2 名で構成する。

PV システム運営委員会の組織を図 5-1 に示す。 

 

PV システム運営委員会は、表 5-3 に示す実施体制に従って運営するとともに、「ナ」国におけ

る PV 連系システムの普及に備えて下記事項を討議する。 

 

 PV 連系システムの運転・維持管理に関する課題 

 PV 連系システムが電力会社の配電系統運用、電力品質に与える影響 

 PV 連系システムを「ナ」国で普及させる上での障害 

 PV 連系システムを「ナ」国で普及させるための法的規制 

 PV 連系システムを「ナ」国で普及させるための技術基準 

 
図 5-1 PV システム運営委員会実施体制（案） 

 

2) PV ワーキンググループ案 

PV ワーキンググループは PV システム運営委員会の下部組織として設立し、PV システム運営

委員会の指導・監督の下、PV 連系システムの運転・維持管理を実践する。 

PV システム運営委員会、PV ワーキンググループの実施体制（案）を表 5-3 に示す。 

 

コンサルタント 

（全体管理） 

PV ワーキンググループ（仮称）WG 

● CeRER 

● DPPD  

PV システム運営委員会（仮称） 

● FMOP   再生可能エネルギー担当 

● ECN    再生可能エネルギー担当 

● PHCN 

● CeRER (UMYU)  PV グループ 

● DPPD(UMYU)    電気課 

（委員は各機関 1－2 名より構成される） 

「ナ」国政府 
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                     表 5-3 PV システム運営委員会実施体制（案） 

 日本人コンサルタント 
PV システム 
運営委員会 

PV ワーキング 
グループ 

人数 2 名 5－10 名 3－5 名 

役割 全体の進捗状況管理 業務全体の管理 システムの維持管理 

ｿﾌﾄｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄでの役割 説明 開催 開催、参加 

維持管理マニュアル 助言 原案チェック 原案作成 

運転管理、分析 助言 データ分析、考察 運転操作、データ分析 

維持管理フォローアッ

プ 

管理指導 維持管理報告 維持管理報告 

報告先 
日本大使館 
JICAナイジェリア事務所 

JICAナイジェリア事務所 PV システム運営委員

会 
 

6． ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

環プロ無償資金協力で調達・据付される PV 連系システムの主要機器は日本製であることから、

本ソフコンで派遣する技術者は、日本の PV 製品、システムに精通している必要がある。「ナ」国

内にも太陽光発電設備の据付を行う技術者はいるものの、欧州や中国の製品しか取り扱ったこと

がなく、また系統連系についても十分な経験を有していない。このため、本ソフコンの実施リソ

ースとしては、電気技術者としての経験が豊富であり、本協力対象事業で調達される日本製の PV

パネル、パワーコンディショナーの構造、機能、特性並びに PV システム系統連系を熟知し、さ

らに指導的立場の経験があることが要求される。 

要求される技術レベル、経験等から、類似無償案件におけるソフコンの経験が豊富な、受注コ

ンサルタントが直接実施することが適切である。 

 

7． ソフトコンポーネントの実施工程案 

ソフトコンポーネント実施工程を表 7-1 に示す。 

日本より派遣された技術者は、表 7-1 のとおりそれぞれのカテゴリーごとに、ソフトコンポー

ネントを実施する。各カテゴリーの実施時期については、以下のとおりである。 

運転維持管理体制の構築： 維持管理体制構築の支援を目的に行うこと。機材据付前に維持

管理体制を明確化させておくことは、設備据付時に当事者意識

を喚起できることから、設備据付以前に実施する。 

技術トレーニング１＆２： 据付・点検・運転等については実設備を利用し行う。設備が運

開するまでに備えておくべき維持管理マニュアル等について

整備するため、据付工事の前半と設備運開前に実施する。 

モニタリング ：    「ナ」国側が自主的に維持管理できているかを確認することに焦

点をおき実施するため、据付完了約 1 ヶ月後を目途に実施する。 
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表 7-1 ソフトコンポーネントの実施スケジュール 

 

 

8． 成果品 

 本ソフコンの成果品は表 7-1 に記載したように、運転維持管理体制マニュアル（トラブルシュ

ーティングを含む）、実施状況報告書（施主向けには英文 Progress Report）、完了報告書（施主向け

には英文 Final Report）、並びに技術指導に使用した教材類である。 

 

9． ソフトコンポーネントの概略事業費 

本ソフトコンポーネントの概略事業費は 18,413 千円であり、内訳は以下のとおりである。 

 

 1. 直接人件費 3,890 千円 

 2. 直接経費 9,544 千円 

 3. 間接費 4,979 千円 

    合計        18,413 千円 

 

10． 相手国実施機関の責務 

(1) UMYU の CeRER は、本ソフトコンポーネント実施に協力する PV システム運営委員会

を設置する。 

(2) CeRER は、本ソフトコンポーネント実施に必要となる会議室等を用意する。 

(3) CeRER は、本ソフトコンポーネントに必要な人員を提供する。 

(4) PV システム運営委員会は、コンサルタントと協議し、運転維持管理マニュアルの作成

を自ら実施する。また、システムの運転開始後、実情に応じてマニュアルの改訂、更

年

月

工事準備期間

ラック基礎工事

モジュール検査

据付工事

OJT

試運転

運転指導

運転開始

運転維持管理体制

技術移転１

技術移転２

モニタリング

運転維持管理体制

実施状況報告書

完了報告書

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

２０１３年

ソフコン

成果品

７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月１月
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新を行う。 

(5) CeRER は、運転維持管理マニュアルに基づき、PV 連系システムを維持管理する。PV

システム運転管理責任者などが異動する場合は、本ソフトコンポーネントの成果品を

活用し、後任者へ技術指導を行う。 

(6) PV システム運営委員会は、維持管理マニュアルに基づいた点検の実績報告書を JICA

ナイジェリア事務所へ提出する。 
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7. プロジェクトの裨益効果 

1．推定発電電力量 
 本計画で設置する系統連系型太陽光発電システムの定格容量は 850kWp である。推定発電電力

量の算出式は次式を用い、月平均日射量は表 2-2 に記載した傾斜面日射量を用いる。 

Ep = Σ (HA / Gs)* K * P 

（Σ は月別に算出した推定発電量の積算値を示す） 

ここで 

・Ep = 推定年間発電量 (kWh/年) 

・HA = 設置面の月平均日射量 (kWh/m2/日) 

・Gs = 標準日射強度（1kW/m2）  

・P = 太陽電池容量 

・K = 損失係数 = Kd * Kt * ηINV 

* 直流補正係数 Kd :太陽電池の表面の汚れ、太陽の日射強度が変化することによ

る損失の補正、太陽電池の特性差による補正を含み、0.8 と想

定した。 

* 温度補正係数 Kt : 日射により太陽電池の温度が上がり、変換効率が変化するた

めの補正係数。 

Kt = 1 + α (Tm - 25) / 100 

ここに、α: 最大出力温度係数 (%・℃-1) = - 0.5 (%・℃-1) [結晶系] 

Tm: モジュール温度 (℃) = Tav + ΔT 

Tav: 月平均気温 (℃) 

ΔT: モジュール温度上昇 (℃) 

裏面開放形 18.4 

屋根置き形 21.5 

    ΔT：18.4 ℃ 

* インバータ効率 ηINV: インバータの交直変換効率。今回は 0.94 とした。 

 

本計画の太陽光発電システムが停止することなく稼動した場合、年間 1,122,390 kWh の発電量

が期待できる。 

表 1 推定発電量計算

 

 

項目 単位/数式 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計

日射量(水平面) kWh/m2 5.14 5.9 6.14 6.36 5.58 5.05 4.93 4.63 4.91 5.26 5.31 5.16

日射量(傾斜面) kWh/m2 5.74 6.33 6.26 6.14 5.53 5.06 4.90 4.52 4.88 5.52 5.88 5.83
月日数 日 31 28 31 30 31 30 31 31 30 31 30 31

月間日射量 kWh/m2/day 177.94 177.24 194.06 184.20 171.43 151.80 151.90 140.12 146.40 171.12 176.40 180.73 2,023.34

気温 ℃ 26.7 31.9 34.5 37.5 38.7 35.7 32.6 30.4 32 34.6 32.1 29.3
モジュール温度(Tm) ℃ 45.1 50.3 52.9 55.9 57.1 54.1 51 48.8 50.4 53 50.5 47.7

標準温度からの偏差係数 α （Tm-25) 0.10 0.13 0.14 0.15 0.16 0.15 0.13 0.12 0.13 0.14 0.13 0.11

温度補正係数(Kt) 1+α （Tm-25)/100 0.90 0.87 0.86 0.85 0.84 0.85 0.87 0.88 0.87 0.86 0.87 0.89

損失係数(K) Kd*ε ＊Kt 0.68 0.66 0.65 0.64 0.63 0.64 0.65 0.66 0.66 0.65 0.66 0.67
発電電力量 kWh 102,308 98,960 106,739 99,550 91,991 82,913 84,472 78,907 81,694 94,067 98,379 102,411 1,122,390
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図 1 は月毎の推定発電量のパターンを示したものである。 

 
図 1 推定発電量 

 

2．電力購入量削減効果 
 2010 年 10 月から 2011 年 6 月の間に、PHCN からウマル・ムサ・ヤラドゥア大学に供給された

電力量は 514,000 kWh であり、これを年間の電力使用量に換算すると 685,333 kWh/年となる。た

だし、2011 年 3 月から 6 月の間において、午前 9 時から午後 4 時の間に PHCN から電力が供給さ

れた時間の割合は約 50％であった。現状の電力供給事情が継続すると想定した場合、太陽光発電

設備の稼働率は約 50％となり、太陽光発電により削減される電力購入量は 561,195 kWh/年と推定

される。以上から、ウマル・ムサ・ヤラドゥア大学は、PHCN からの電力購入量を年間で 81.9％

削減できる。 

［計算式］561,195 kWh/年÷685,333 kWh/年＝0.8189→81.9％削減 

 

3．電力料金削減効果 

 2010 年 10 月から 2011 年 6 月の間におけるウマル・ムサ・ヤラドゥア大学の電気料金支払額は、

4,423,758 ナイラであった。2011 年 1 月以降の従量料金には値上げ後の単価が適用されていること

から、2011 年 1 月から 6 月の間の電力使用量と電気料金支払い額から、平均電気料金単価は以下

の通り計算できる。 

［計算式］3,360,296 ナイラ÷369,100kWh＝9.104 ナイラ/kWh 

 

 本計画の太陽光発電により削減できる電力量は 561,195 kWh /年であることから、ウマル・ムサ・

ヤラドゥア大学は年間で 5,109,119 ナイラの電気料金が削減できる。 

［計算式］9.104 ナイラ/kWh×561,195kWh/年＝5,109,119 ナイラ/年 
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4．CO2排出量削減効果 

 国際エネルギー機関（IEA）の統計によれば、2007 年における「ナ」国の発電に係る CO2原単

位は 0.413 tCO2/MWh である。本計画の太陽光発電により、年間で 231.8 t の CO2 排出量が削減さ

れる。 

［計算式］0.413 tCO2/MWh×561,195 kWh/年÷1,000＝231.8 tCO2/年 

 

 国際エネルギー機関（IEA）の統計によれば、2007 年の「ナ」国における総 CO2排出量は 51.38

百万トンである。本計画の太陽光発電による CO2 排出削減量は、2007 年の総 CO2 排出量の 4.51

×10-4％に相当する。 

［計算式］231.8t÷(51.38×106 t)＝4.51×10-6 →4.51×10-4 ％ 
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